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Development of Scientific Evidences of Japanese Diet in 
Its Promotion for Health and Wellness

日本食の遺伝子解析からみた栄養特性

宮澤　陽夫

東北大学大学院
農学研究科機能分子解析学　教授

日本の食事は、40 年ほど前から大きく変わってきた。供給量では、米が半減し、肉と油脂類が約 4 倍に増えた。
これは日本の食事が高度成長期以降、急速に欧米化したからである。これにともない、脂質過剰摂取のために動脈
硬化症、糖尿病、癌など生活習慣病が増えた。日本食は健康的といわれるが、欧米化前の伝統的日本食が健康上、
有益ではないかと考えられる。WHO は、日本人の健康寿命が世界一になった理由に、脂質摂取の少なさを挙げて
いる。これは伝統的日本食の効能なのであって、近年の食事の欧米化によってその効果は妨げられている可能性が
ある。確かに日本人の健康寿命を延ばしたのは、伝統的日本食を食べてきた世代である。

私たちは、DNA マイクロアレイを用いて、日本食の有益性を遺伝子発現レベルで評価した。これまで、食事成
分や素材、疫学で評価されてきた栄養評価が、ニュートリゲノミクス手法で包括的かつ詳細に評価できるように
なった。この手法は、理想的な栄養バランスを有する食事の企画や疾病を予防する食事の設計に極めて有効である
と考えられた。

* * * * * * * * * * * * * * * * * * * * 
<Abstract>

As the factor to lead Japan to the best country of long life expectancy in the world, the influence of eating habits 
and gastronomic original culture unlike America and European countries besides the advancement of medicine and 
improvement of life hygiene environment is extremely large［Sasaki, Lancet 378, 1205-1206 （2011）］. Japanese 
food is of interest worldwide as healthy food. In the typical Japanese meal, rice, seafood, vegetable, soybean, meat, 
milk, oils and fats, and fruits, etc. are abundantly used, and a variety of cooking methods are well practiced. 
Therefore, effective use of this gastronomic culture is of vital importance in the promotion of good health. It is 
very necessary to influence this （Japanese gastronomic culture） to the world by thorough research and information 
dissemination. 

There is little research that synthesizes the quality of the menu of the meal with the succeeding analysis on it 
and there were a lot of examinations also that examine the influence of the individual element included in food 
which gave the living body to sustain so far. 

In addition, comparison of Japanese food with European and American food had not been performed using DNA 
microarray analysis. Then, in our previous study, we examined the differences in gene expression levels in the liver 
of rats fed with “Japanese food”or“American food”using a DNA microarray. Two meals were cooked based on a 

要　旨

TERUO MIYAZAWA, Ph.D.
Professor of Tohoku University

President of Japan Society of Nutrition and Food 
Science （JSNFS）
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１．はじめに

日本人の平均寿命は延び続け、現在では最も長寿の国
のひとつになった。日本人は寿命が長いだけでなく、自
立して生活できる期間を示す健康寿命も世界一である。
日本を長寿国にした要因のひとつは、欧米諸国と異なる
独自の食文化と食生活に負うところが大きい。日本人の
食事は、米を中心として、農畜水産物の多様な食素材と
きめ細かな調理法が特色である。世界とくに発展著しい
米食文化のアジア地域の人々の健康増進には、日本食の
健康特性の理解と活用が重要である。長寿国日本の要因
には、医薬の進歩、生活衛生環境の向上もあるが、欧米
諸国と異なる独自の食生活・食文化の影響が大きい。日
本人の食事は、米飯を中心に、魚介類、野菜、大豆など
の伝統素材に、肉、牛乳、油脂、果実などが豊富に加わ
り、多様性にあふれた調理法が特色で、健康の維持増進
にはこの食文化の有効活用が大切である。また、摂取す
る脂質やタンパク質は良質で、新鮮な水産物の割合が高
く、欧米諸国と異なっている。これを世界に明確に発信
する必要がある。近年、日本人の食事は世界からその美
味しさとともに健康食として注目されている。ヒトを対

象にした疫学調査では、日本人の食事が健康に好影響を
及ぼすことが報告されている。ハワイ移民の調査研究で
は、日本人は白人に比べ動脈硬化症の発症年齢は遅い
が、ハワイで育った二世は一世である親より動脈硬化発
症年齢が若年化し、三世四世では白人と差がほとんどな
くなると報告されている。癌の罹患率を調べた研究でも
同様の結果が得られている。これは、親世代が日本の食
習慣を続けているのに対して、子供たちやその孫は、米
国人の食生活に同化したためと推測されている。同様に
日本から米国に移住した日本人も、食習慣の欧米化によ
り、癌罹患率が日本在住日本人より増加したことが示さ
れている。ブラジルの日系人は、肉中心の食事に変化し
たことで心筋梗塞が増え、平均寿命が 17 年近くも短く
なったと報告されている。このような研究からも、日本
食が健康食と考えられるようになった。

食事の摂り方を対象とした疫学調査や、食事の中の特
徴的な成分の栄養学的な研究は行われてきているが、食
事そのものの研究はない。日本食とその食素材が含む
個々の成分の生体機能に関する研究は、数多くある。し
かし、1 日 3 食の日本食や欧米食を摂取した時の、遺伝子
発現や生体機能への影響を評価して、摂取食事まるごと

menu of Japanese food and American food. The cooked meals were prepared to a freeze-dried powder and given to 
rats for three weeks as test diets. Total RNA was then extracted from rat liver and used in DNA microarray 
analysis. The expression levels of stress response genes were lower in rats fed Japanese food compared to those 
fed American food, and expression of genes of the sugar and lipid metabolism system was higher in rats fed 
Japanese food. Expression of genes associated with cholesterol catabolism increased markedly in rats fed Japanese 
food, although the ingested lipid content was low, and cholesterol accumulation in rat liver was prevented. 
Therefore, the results suggest that Japanese food is healthy and profitable compared with American food due to 
activation of metabolism and reduction of stress. ［T. Tsuduki, N. Takeshika, Y. Nakamura, K. Nakagawa, M. 
Igarashi, T. Miyazawa. DNA microarray analysis of rat liver after ingestion of Japanese and American food. J. Jpn. 
Soc. Nutr. Sci. 2008; 61: 255-264］ 

Does Japanese food today is still healthy? The morbidity rate of the lifestyle disease has increased recently in 
Japan. One of the reasons is the change of food consumption to that of Europe and America. It was thought that the 
meal that the people with long life had been eating is effective for longevity. Which is among the Japanese food is 
healthy? It is not known. There is little research that evaluates Japanese food in a scientific manner. In this study, 
to clarify“Is healthy utilization of Japanese food is high?”and“Is the intake of Japanese food the most effective 
for longevity and health maintenance?” a human and mouse experimental subjects will be used to deepened analysis 
of the validity of Japanese food as “health food”. If this research is completed, the utilization of Japanese food can 
be shown based on the scientific manner. Useful Japanese food for the prevention of aging disease （which the 
number of patients currently increasing） can be shown. In addition, this could become an important help of the 
nutrition education that reviews the present eating habits. And, eventually would provide the world the information 
of the utilization of Japanese food as a food choice that promotes good health.
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の違いによる健康への影響を研究した例は過去にない。
また、現在、長寿である高齢者が子供の頃に摂ってい

た食事など、年代別にどの時期のどの内容の日本食が健
康増進に好ましいのか、日本食自体の有益性に関しても、
世界に向けて発信できる科学的証拠に現状は欠けている。

そこで私たちは、日本食、欧米食を摂取した時の生体
組織における遺伝子発現と生体成分への影響の比較、長
寿と健康増進に有効な一定年代（昭和～平成期）の日本食
の特定、長寿に有利な一定の成長・生育期（乳幼児期から
壮・老年期まで）に推奨されるべき日本食の特定を目的と
して、動物試験とヒト試験により研究を進めてきている。

２．日本食と米国食の実験

生活習慣病の増加の背景に、食生活の欧米化やファス
トフード化の影響が指摘されている。そこで、伝統的日
本食、現在の日本食、米国食について、はじめにラット
に一定期間これらの食事を与えた後、肝臓の遺伝子発現
パターンを比較検討して、食事内容の違いによる生体へ
の影響の差異を調べた。

伝統的な日本食は 1960 年代の国民栄養調査から、現
代日本食は 2002 年国民健康・栄養調査から献立を作成
した。日本食自体は、「その年代の日本人が 1 人 1 日に

摂取する食品、栄養素等を満たす食事」と定義した。米
国食は 2001～02 年に米国保健社会福祉省（DHHS）が
実施した全米保健栄養調査（NHANES）と Continuing 
Survey of Food Intakes by Individuals（CSFII）を指標
に、「その年代の米国人が 1 人 1 日に摂取する食品、栄
養素等を満たす食事」と定義した。ラットへの給与飼料
を作成するにあたり、食品の摂取量と栄養素の摂取量を
明確にするために、管理栄養士が日本人と米国人のそれ
ぞれ一週間分（21 食）の献立を作成した。これを調理し、
できた食事は凍結乾燥、粉砕し、粉食としてラットに給
与した（ヒトひとりの一週間分は、ラット 1 群 8 匹の 3
週間分の給与期間になった）（図 1）。

遺伝子発現量は、日本食と米国食を給与したラット肝
臓について評価した。肝臓にしたのは、摂取した食餌の
栄養成分はほとんどが肝臓を経るからであった。RNeasy 
Midi Kit でラット肝臓から RNA を抽出し、DNA マイ
クロアレイ解析に供した。DNA マイクロアレイは、10,399
の遺伝子発現が解析できる CodeLink（UniSet Rat I, 
Affymetrix）を用いた。また、Real-time PCR 装置を使
用した定量 RT-PCR 法で、ピックアップした遺伝子の
発現量を測定した。総 RNA サンプルは cDNA にし、プ
ライマーを加え、さらに DyNAmo SYBR Green qPCR kit

（Finnzymes, Espoo）を用いて PCR 反応を行った。このとき
同時に内部標準に hypoxanthine guanine phosphoribosy l  
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図 1 　食べ物を摂取した後の肝臓の遺伝子発現解析法
Figure 1 　�Method for the gene expression analysis of rat liver after 

ingestion of Japanese diet and American diet



transferase（HGPRT）を用いて遺伝子発現量を補正し
た。 分 析 装 置 は real-time PCR system（DNA Engine 
Opticon 2 System, MJ Research） を 使 用 し、SYBER 
green の蛍光強度によって遺伝子発現量を評価した。プ
ライマーの塩基配列は、オペロンバイオテクノロジー社
で作成した。

３．栄養実験と遺伝子発現

1960 年代の日本食（100 g 当たり：416 kcal、脂質
4 g、タンパク質 14 g、炭水化物 80 g）は、ごはん、麺
類、魚、さしみ、豆腐、煮物、てんぷら、味噌汁、漬物
などであり、現代日本食（100 g 当たり：442 kcal、脂
質 12 g、タンパク質 19 g、炭水化物 64 g）は、ごはん、
生姜焼き、かつ丼、寿司、サンドイッチ、スパゲティ、
サラダ、オムライス、味噌汁などであり、米国食（100 g
当たり：450 kcal、脂質 13 g、タンパク質 20 g、炭水化
物63 g）は、パン、ステーキ、オートミール、マフィン、
ハンバーガー、フライドチキン、魚のマリネ、コーヒー
などであった。摂取カロリーに大差ないが、伝統的日本
食は脂質が少なく炭水化物の摂取量が多い。給与後の体
重に有意差はなかったが、食餌摂取量は日本食が米国食
より多かった。血清と肝臓の脂質（中性脂肪）濃度は日
本食で低く、米国食は日本食より高かった。血清と肝臓

のコレステロール濃度も、伝統的日本食や現代日本食は
どちらも米国食より低かった。

リン脂質ヒドロペルオキシド（PCOOH）は生体膜の
酸化ストレスマーカーであり、血清 PCOOH は動脈硬
化の危険因子であることが報告され、また、認知症者で
は赤血球に PCOOH が蓄積した老化赤血球が循環血に
増えることが知られる。老化赤血球はガス交換能が低下
していて末梢組織への酸素供給に支障が出る。さらに、
脂肪肝から肝癌発生の過程では肝臓 PCOOH の著増が
認められる。飼育後、血清 PCOOH 値に食餌間で差は
ないが、肝臓の PCOOH 値は伝統的日本食が最も低い
ことがわかった。日本食、とくに伝統的日本食は肝臓へ
の酸化ストレスが少ないと推測された。

４．日本食は “からだにやさしい”

このような栄養実験で有意に発現量が増減する肝臓の
遺伝子は、全遺伝子のおよそ 5～6 ％である。当初、数
週間の飼育期間で細胞の遺伝子発現量が影響を受けると
は予想もしなかったが、いざ実験を進めてみると案外変
化するので驚きであった。食品もいわゆるエピジェネテ
イックの重要な因子であることの裏付けとも感じた。長
年の食習慣が個人の性格や将来の疾病にまで関係するこ
とは、この実験成績をみても明らかであった。
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図 2 　伝統的日本食の遺伝子発現の特徴（現代日本食と比較して）
Figure 2 　�Gene expression in the rat liver after feeding of traditional Japanese diet



日本食をコントロールとして（日本食と比較して）米
国食で増加した遺伝子にはストレス応答遺伝子が多かっ
た。エネルギー（糖質）代謝や脂質代謝に関与する遺伝
子発現は、日本食と比較して米国食で低かった。伝統的
日本食ではこの代謝関連遺伝子の発現が最も強かった

（図 2）。
具 体 的 に は、 米 国 食 で は DNA 修 復 に 関 与 す る

GADD45A や BRCA1 、解毒作用に関与する AFAR な
どの遺伝子発現強度が増大した。対照的に、伝統的日本
食では、ストレス応答遺伝子の ATF3 や MAPK18P、
解毒に働く CYP3A などの発現量は低い。これは食べ物
に対する生体の認容性の差と考えることができた。米国
食でストレス応答遺伝子が強く発現するということは、
米国食には生体が異物と認識する成分が他の食事より多
く含まれることが推定され、認容性に低下をもたらすと
考えられた。これに対し、伝統的日本食で修復遺伝子や
解毒遺伝子の発現が低いのは、生体へのストレスが少な
いためと考えられた。日本食は “からだにやさしい” の
である。

さらに肥満に関係する代謝遺伝子も解析してみた。米
国食では、糖代謝、脂質・ピルビン酸代謝、脂肪酸代
謝、コレステロール代謝などに関与する遺伝子発現が日
本食より低いとともに、その活性化にかかわる転写因子
の発現の低値が日本食と比較すると明らかであった。す
なわち、米国食のような組成の食事では、代謝能が低下

して体内に糖や脂肪が蓄積され、炎症を引き起こしやす
くなり、肥満や糖尿病など生活習慣病の発生を助長する
ことになると考えられた（図 3）。一方、日本食では米
国食と逆方向の遺伝子発現を観測することができ、同じ
エネルギー摂取であっても旺盛な代謝が繰り返されるた
め、肥満や生活習慣病にはなりにくいのではないかと推
察された。

５．日本食の素晴らしさの科学的エビデンス

食品の個々の成分が生体に与える影響を検証する研究
は、これまでにも数多くある。しかし、私たちが開発し
たこのような手法で、食事のメニューそのものを総合し
てまるごと遺伝子レベルで食事ごとに比較した研究は、
過去にない。本来ヒトは、栄養を食物まるごととして体
内に摂取する生物なので、このように食事全体がからだ
に与える影響を検証できたことは、大変意義深いと考え
ている。

まとめると、日本食は、からだへの親和性が高く、脂
質や糖質の代謝を活発にすることが遺伝子レベルで確認
された。その結果、日本食では米国食と同じエネルギー
量を摂取しても、旺盛な物質代謝が繰り返されるため肥
満になりにくいことが示唆された。

50 年前に比べると現在の一年間の一人当たりの消費量
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図 3 　米国食の遺伝子発現の特徴（現代日本食と比較して）
Figure 3 　Gene expression in the rat liver after feeding of American diet



は、米は 120 kg が 60 kg に半減したのに対し、肉類は
6 kg が 30 kg に増加、油脂類も 4 kg から 15 kg に増えて
いる。日本食の素材組成も大きく変化している。カロリー
が高く脂質代謝されにくい欧米食に近づいている。今後
は、ヒト試験によるデータの集積が重要であり、さらに、
フランス、イタリアあるいはその他のヨーロッパの国々、
さらにアジア地域も含め世界の多様な地域の食べ物とそ
の年代別の栄養と遺伝子発現の比較研究が期待される。

６．まとめ

日本の食事は、40 年ほど前から大きく変わってきた。
供給量では、米が半減し、肉と油脂類が約 4 倍に増え
た。これは日本の食事が高度成長期以降、急速に欧米化
したからである。これにともない、脂質過剰摂取のため
に動脈硬化症、糖尿病、癌など生活習慣病が増えた。日
本食は健康的といわれるが、欧米化前の伝統的日本食が
健康上、有益ではないかと考えられる。WHO は、日本
人の健康寿命が世界一になった理由に、脂質摂取の少な
さを挙げている。これは伝統的日本食の効能なのであっ
て、近年の食事の欧米化によってその効果は妨げられて
いる可能性がある。確かに日本人の健康寿命を延ばした
のは、伝統的日本食を食べてきた世代である。

私たちは、DNA マイクロアレイを用いて、日本食の
有益性を遺伝子発現レベルで評価した。これまで、食事
成分や素材、疫学で評価されてきた栄養評価が、ニュー
トリゲノミクス手法で包括的かつ詳細に評価できるよう
になった。この手法は、理想的な栄養バランスを有する
食事の企画や疾病を予防する食事の設計に極めて有効で
あると考えられた。
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Evaluation of Nutrient Intakes and 
Nutritional Status Using Urine Samples

尿成分分析による栄養素摂取量および
栄養状態の評価

福渡　努

滋賀県立大学
人間文化学部 生活栄養学科

個人や集団を適切に栄養管理するために行われる栄養アセスメントでは食事調査がよく用いられるが、食事調査
は栄養状態を評価することができない。食品成分の摂取量や代謝状態といった栄養状態を評価する指標として、生
体指標を利用することができる。近年の妥当性研究によって尿中化合物は栄養素摂取量を評価するための生体指標
として利用できることが示されている。本稿では、すでに生体指標として尿中化合物から摂取量を推定できるとい
う妥当性が証明されている栄養素について概説するとともに、我々が取組んでいる水溶性ビタミンの栄養評価法の
確立について解説する。

* * * * * * * * * * * * * * * * * * * * 
<Summary>

Although dietary survey is often used for nutrition assessment to properly manage nutritional status in 
individuals and groups, dietary survey canʼt evaluate nutritional status. A nutritional biomarker can be an indicator 
of nutritional status with respect to intake or metabolism of dietary constituents. Recent validation studies have 
developed the urinary compounds as nutritional biomarkers to estimate nutrient intakes. Here, I will review the 
several nutrients validated to estimate their intakes by measuring urinary compounds. Furthermore, we have 
conducted to establish urinary water-soluble vitamins as nutritional biomarkers to assess their intakes, and made 
the following findings to contribute to the establishment and effective use of urinary water-soluble vitamins as 
potential nutritional biomarkers.

要　旨

TSUTOMU FUKUWATARI, Ph.D.
Department of Food Science and Nutrition,

School of Human Cultures, 
The University of Shiga Prefecture

１．はじめに

適切な栄養管理を行うためには、さまざまな情報に基
づいて栄養状態を評価するという栄養アセスメントを行
う。具体的には、食事調査を行うことによってどれくら
いのエネルギーや栄養素などを摂取しているか、生化学
的指標が基準値内に収まっているか、身長、体重、腹囲

といった身体計測値に問題はないか、何らかの臨床症状
が認められるのか、などについて調べる。食習慣や栄養
素等摂取量を把握し、食事に起因する問題点を明らかに
するうえで、食事調査が長く行われている。食事調査に
は、ある 1 日の食事内容を丁寧に調べる食事記録法、最
近 1 週間～1 か月の食べ方から習慣的な食事を調べる食
事頻度調査法など、目的と用途に応じた様々な方法があ
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る。しかし、ある 1 日の食事を丁寧に調べても習慣的な
食事内容を知ることはできず、かといって習慣的な食事
内容を調べようとすると摂取量の誤差が大きくなってし
まう。また、どの食事調査法を用いても、対象者が実際
の摂取量よりも多い／少ない量を申告してしまう申告誤
差が存在するという限界がある。特に、BMI 値の低い
対象者は過大申告、高い対象者は過少申告する傾向があ
ることが知られており 1）、食事調査から正確な情報を得
ることは必ずしも容易ではない。

食事調査法に対し、生体指標を用いることによってエ
ネルギー、栄養素、食品成分などの摂取量を推定するこ
とも可能である。摂取した栄養素や食品成分には、その
ままもしくは代謝産物として血中に存在するか、尿中に
排泄されるものがあるため、血中濃度や尿中排泄量から
それらの摂取量を推定しようとするものである。特に、
吸収率が高いもしくはその変動が小さく、生体内濃度が
一定に保たれている栄養素、食品成分であれば、尿中排
泄量と摂取量との間の相関は高くなりやすい。さらに、
生体内濃度が恒常値よりも低いために摂取した栄養素か
らの尿中排泄量が減少すれば、栄養状態を評価する生体
指標としても利用できる。生体指標を用いた結果と食事
調査結果とを併用することにより、よりよい栄養評価、
栄養指導の実施に繋がることが期待できる。以上の観点
から、栄養素や食品成分の摂取量を推定する、あるいは
栄養状態を評価することを目指して、さまざまな尿中化
合物について生体指標として確立する取組みがなされて
きた。その結果、従来の食事調査法よりも精度高く摂取
量を推定することが可能となった尿中化合物も明らかと
なった。本稿では、すでに生体指標として尿中化合物か
ら摂取量を推定できるという妥当性が証明されている栄
養素について概説するとともに、我々が取組んでいる水
溶性ビタミンの栄養評価法の確立について解説する。

２．�尿中排泄量を生体指標とした栄養素摂取量
の推定

尿中排泄量を生体指標として用いている化合物のう
ち、精度高く摂取量を推定できると妥当性が証明されて
いるのはナトリウム、カリウム、窒素である。なかでも、
ナトリウムに関する研究がもっとも進展している。これ
は、高いナトリウム摂取量が高血圧症に関与するという

可能性が 1950 年代より指摘され 2）、さらに血圧と尿中
ナトリウム排泄量の相関が認められた 3）という報告が起
因となる。当時より、ナトリウム摂取量を調べるうえで
従来の食事調査法の精度は高くないことが知られてお
り、信頼できる食事調査法が必要とされていた。摂取す
るナトリウムのほとんどは、食塩やシーズニングを始め
とする調味料、食品加工の過程で添加される食塩に由来
する 4）。したがって、たとえば、煮物の調理に用いた醤
油の量を正確に測定したとしても、具材に食塩がどれだ
け浸み込んでいたのか、煮汁から食塩をどれだけ摂取し
た の か を 精 度 高 く 求 め る こ と は 難 し い。1984 年、
Holbrook らは日常の食事から摂取するナトリウムの量と
尿中ナトリウム排泄量との関係について詳細に調べた 5）。
研究を遂行できるようにあらかじめトレーニングをした
28 名を対象として、1 週間に渡って 24 時間蓄尿と日々
の食事からのナトリウム摂取量を陰膳法によって調べ、
これを年に 4 回行ったものである。陰膳法とは、実際に
食べる食事を 2 食分作り、うち 1 食分に含まれる栄養
素量を化学分析によって求めるものである。対象者の負
担が大きく、分析に手間と費用がかかるが、食品成分表
の数値に含まれる誤差の影響を受けず、得られる数値は
実測値であるため、もっとも精度高く栄養素等摂取量を
知ることができる食事調査法である。尿中ナトリウム排
泄量と陰膳法で求めたナトリウム摂取量との間には相関
係数 0.76 と非常に強い相関が認められ、摂取したナト
リウムの 86 % が尿に排泄されることが明らかとなった。
一方、食事記録法によって算出したナトリウム摂取量も
陰膳法によって求めたナトリウム摂取量に対して強い相
関を認めたが、摂取量の絶対値は陰膳法による摂取量の
85 % と誤差のある値であった。その後の研究により、
現在では、24 時間尿中ナトリウム排泄量からナトリウ
ム摂取量を算出する方法がゴールドスタンダード、すな
わちもっとも信頼できる調査方法であると認識されてい
る 6）。また、1985 年から 32 か国 52 集団の 10,000 人以
上を対象として栄養素摂取量と血圧との関係について調
べた INTERSALT 研究 7）、1996 年から 4 か国 17 集団
の 4,680 人を対象として栄養素摂取量と血圧との関係に
ついて調べた INTERMAP 研究 8）を始めとする多くの
研究において、尿中ナトリウム排泄量から算出した値が
ナトリウム摂取量として用いられている。

ナトリウムと同じく、尿中排泄量から摂取量を推定で
きると妥当性が証明された化合物は窒素とカリウムであ
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る。窒素については、1980 年に尿中窒素排泄量が窒素
摂取量を推定する生体指標として利用できる可能性が報
告され 9）、1985 年に詳細な研究報告がなされた 10）。こ
れは、8 名の対象者に 28 日間の食事を記録させた後、
28 日間に渡って施設でその食事を提供し、その間の 24
時間尿を畜尿したものである。この研究では、食事を施
設で調理、提供し、食べ残した量を正確に把握し、陰膳
法によって食事中の窒素量を実測したため、日々の窒素
摂取量はもっとも精度の高い値として算出された。28
日間の平均尿中窒素排泄量は 28 日間の平均窒素摂取量
と非常に強い相関を示し（r = 1.00）、平均排泄率は 81
± 5 % であった。日本食品標準成分表に記載されている
食品のたんぱく質含量は、その食品の窒素含量を測定
し、窒素－たんぱく質変換係数を用いて算出したもので
ある 11）。したがって、尿中窒素排泄量から窒素摂取量を
推定できることとは、すなわちたんぱく質摂取量を推定
で き る こ と を 指 し て い る。 カ リ ウ ム に つ い て は、
Holbrook らがナトリウムと同時にカリウムの摂取量と
尿中排泄量との関係を調べており、尿中カリウム排泄量
と陰膳法で求めたナトリウム摂取量との間の相関は相関
係数 0.82 と非常に強く、摂取したカリウムの尿への平
均排泄量は 77 % であった 5）。

３．�尿中排泄量を生体指標とした水溶性ビタミ
ンの栄養評価法の確立

従来の水溶性ビタミンの栄養アセスメントとは、栄養
状態を評価する生化学的指標である血中水溶性ビタミン
濃度が基準値内にあるか、水溶性ビタミン欠乏時にのみ
認められる関連酵素、代謝産物の変動が認められるか、
というものであった。このような臨床検査は頻繁に行わ
れるものではないため、実際は食事調査で得た水溶性ビ
タミン摂取量が所要量より多ければ充足、少なければ不
足という栄養評価がなされてきた。しかし、水溶性ビタ
ミンには、摂取量が微量であり、日間変動が大きいとい
う特徴がある。また、「日本人の栄養所要量」に代わっ
て「日本人の食事摂取基準」が策定され、栄養管理の考
え方は各栄養素の適切な摂取量には幅や個人差があり、
摂取量だけではなく生体指標を加えて栄養評価を行う必
要があると変わった 12, 13）。そのためには、水溶性ビタミ
ンの栄養評価に有用な生体指標を確立する必要がある。

食品中の水溶性ビタミンは、摂取後、消化管で消化、吸
収され、肝臓に貯蔵される。血流を介して全身に供給さ
れ、余剰分は尿に排泄される。水溶性ビタミンの栄養状
態が悪化するとそのビタミンもしくは代謝産物の尿中排
泄量は著しく減少し、大量の水溶性ビタミンを摂取する
と尿中排泄量は著しく増加するという現象は広く知られ
ている。しかし、水溶性ビタミンの摂取量と尿中排泄量
との関係を詳細に調べた報告は限られていた。わずかに、
尿中アスコルビン酸排泄量はビタミン C 摂取量依存的
に増大すること 14, 15）、30 日間のビタミン B1 摂取量の平
均値は尿中チアミン排泄量の平均値と強く相関する 16）

ことが報告されている程度であった。そこで、我々は水
溶性ビタミンの代謝動態に着目し、水溶性ビタミンの尿
中排泄量を生体指標として栄養評価に利用する方法の確
立を目指した。

まず、半精製食を 7 日間連続して男子および女子の大
学生に食べさせ、水溶性ビタミンの血中濃度および尿中
排泄量を測定したところ、日を追うごとに各数値は一定
の値に収束していったが 17, 18）、いずれの水溶性ビタミン
においても尿中排泄量の個人間変動は血中濃度の個人間
変動よりも大きいものであった。このような個人差が認
められた理由として、必要量、エネルギー消費量、消化
管における消化吸収能力、腎臓における再吸収、体格な
ど様々な要因が個人によって異なる可能性を挙げること
ができる。そこで、自由に生活する 19～21 歳の学生
186 名、70～84 歳の高齢者 104 名から 24 時間尿を採集
し、各 B 群ビタミン尿中排泄量と身長、体重、BMI、尿
量、クレアチニン排泄量などとの相関を調べたところ、
尿中ビタミン B12 排泄量は尿量と強い相関を示した 19）。
薬理学的な量のビタミン B12 を摂取させても尿中ビタミ
ン B12 排泄量はわずかに 1.3 倍しか増加せず、ビタミン
B12 の摂取の有無に関係なく尿量との間に強い相関を示
した。以上の結果は、ビタミン B12 に関しては、尿中排
泄量は栄養状態の生体指標として利用できないことを示
している。

半精製食の摂取という一定の条件において尿中水溶性
ビタミン排泄量が一定の値に収束することを明らかにし
たことから 17, 18）、水溶性ビタミンの摂取量と尿中排泄量
との関係について詳細に調べた。まず、介入試験を行い、
6 名の女子大学生に 1 週目は規定食を 4 日間連続して摂
取させ、2 週目は規定食に含まれる水溶性ビタミンとほ
ぼ同量のビタミン混合を付加し、3 週目はその 3 倍量の
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ビタミン混合を付加し、4 週目は 6 倍量のビタミン混合
を付加した 20）。各週の最終日に 24 時間尿を採集し、各
水溶性ビタミンの摂取量と尿中排泄量との関係について
調べた。ビタミン B12 を除く 8 種類の水溶性ビタミンに
ついて、尿中排泄量は摂取量依存的に増大し、非常に強
い相関が認められた（図 1）。これらの結果は、一定の
条件下であれば、水溶性ビタミンの尿中排泄量は摂取量
を反映することを示している。しかし、一般に規則正し
い生活をしているという場合でも、毎日の食事と生活様
式は少しずつ異なっている。そこで、介入試験で得た結
果をどこまで適用できるのかを明らかにするため、自由
に生活する日本人を対象とした横断研究を行った 21-23）。
18～27 歳の大学生 216 名、10～12 歳の小学生 132 名、
70～84 歳の高齢者 64 名に対象者として参加してもら
い、対象者には 4 日間連続の食事調査および 4 日目の
24 時間尿採集をしてもらった。各水溶性ビタミンの尿

中排泄量と各日の摂取量との関係を調べると、いずれの
世代においても、採尿当日の摂取量との間に最も強い相
関が認められた。ただし、ビタミン B12 については、尿
中排泄量と摂取量との間に相関はまったく認められな
かった。大変興味深いことに、ビタミン B12 を除く各水
溶性ビタミンの尿中排泄量は、採尿当日の摂取量よりも
採尿前の 2～4 日間の平均摂取量との間の相関が強かっ
た。これは、尿中水溶性ビタミン排泄量は最近数日間の
摂取量を反映することを示している。また、各水溶性ビ
タミンの尿中排泄率が一定であるとして、個人の尿中排
泄量から摂取量を推定すると、その集団の推定摂取量の
平均値は食事調査から算出した摂取量の平均値と一致し
た（表 1）。食事調査によって水溶性ビタミンの摂取量
を精度高く知ることは容易ではない。精度の高い食事調
査法を用いると、対象者の負担が大きくなるため、対象
者が限定されてしまう。かといって、対象者に負担のか
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図 1 　�ビタミンB1 （A）、ビタミンB2 （B）、ビタミンB6 （C）、ナイアシン （D）、パントテン酸 （E）、葉酸 （F）、
ビオチン （G）、ビタミン C （H） の摂取量と尿中排泄量との関係 20）。

　　　各点は対象者の値、直線は回帰直線、r はピアソンの積率相関係数を示す。
　　　 �4 - ピリドキシン酸とはビタミン B6 代謝産物を指し、ニコチンアミド代謝産物とはニコチンアミド代謝

産物である N 1- メチルニコチンアミド、N 1- メチル -2- ピリドン -5- カルボキサミド、N 1- メチル -4-
ピリドン -3- カルボキサミドの合計を指す。

Figure 1 　�Regression and 95 % CI of oral dose and urinary excretion of vitamin B1 （A）, vitamin B2 （B）, 
vitamin B6 （C）, niacin （D）, pantothenic acid （E）, folate （F）, biotin （G） and vitamin C （H）

　　　　　�Values are individual points of six subjects in each dose, lines are regression lines, and r is 
Pearsonʼs correlation coefficient.  4 -Pyridoxic acid is a catabolite of vitamin B6 vitamers, and 
the Nam metabolites signify the total amount of nicotinamaide metabolites, N 1-
methylnicotinamide, N 1-methyl -2 -pyridon-5-carboxiamide and N 1-methyl - 4 -pyridon- 3 -
carboxiamide.



からない簡便な食事調査法を用いると、得られる数値の
精度は低い。この点において、ある集団における 24 時
間尿中の水溶性ビタミン排泄量を測定すれば、精度高く
推定摂取量の平均値を求めることができることを示して
いる。しかし、尿中排泄量から個人の水溶性ビタミン摂
取量を精度高く推定できるまでの強い相関は認められな
かった。その理由として考えられることとして、食品の
種類や調理法、組合せ、個人差による消化・吸収率、生
体利用率、必要量の違いなどが挙げられる。たとえば、
植物性食品にはビタミン B6 としてピリドキシン 5’β-
グルコシド（PNG）が多く含まれており、PNG の消化・
吸収率は約 50 % と見積もられている 24）。したがって、
同量のビタミン B6 を摂取したとしても、動物性食品由
来のビタミン B6 が多いのか、植物性食品由来のほうが
多いのかによって、生体が利用できるビタミン B6 量は
異なる。また、ビタミン B1 代謝はアルコールや炭水化
物の摂取量による影響を受け 25, 26）、ビタミン B6 代謝は
たんぱく質摂取量の影響を受け 27）、葉酸代謝はメチレン
テトラヒドロ葉酸レダクターゼ（MTHFR）の一塩基多
型による影響を受ける 28）。当該水溶性ビタミンの必要量
が個人によって異なれば、同量を摂取しても余剰として

尿に排泄される量も異なる。以上の点を考慮すると、尿
中水溶性ビタミン排泄量は摂取量を精度高く推定する生
体指標としてよりも、利用できる水溶性ビタミンとして
の摂取量はどうであるのか、個人の必要量に対してどれ
だけ余裕をもって水溶性ビタミンを摂取しているのか、
といったことを評価するための生体指標として有効かも
しれない。

４．�目標排泄量を用いた水溶性ビタミン栄養状
態の評価

これまで、我々の研究には大変多くの方々に対象者と
して参加していただき、大量のデータを蓄積することが
できた。食事摂取基準にしたがった半精製食を与えると
いう介入試験の結果 17）および蓄積したデータに基づい
て、我々は水溶性ビタミン栄養状態が良好であれば尿中
排泄量はこの範囲に収まるであろうという目標排泄量を
設定した（表 2）。研究への参加者には、分析結果を目
標排泄量とともに返却している（図 2）。個人の尿中排
泄量が目標排泄量以下であれば当該水溶性ビタミンを十
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ビタミン 尿中排泄量
最近 2 日間 最近 3 日間 最近 4 日間  排泄率

（%）
推定摂取量

摂取量 r 摂取量 r 摂取量 r 摂取量 r 相対（%）

ビタミン B1
0.425 ± 0.286
（µmol/d）

2.37 ± 0.79
（µmol/d） 0.40¶ 2.40 ± 0.73

（µmol/d） 0.42¶ 2.32 ± 0.63
（µmol/d） 0.39¶ 17.8 ± 11.4 2.38 ± 1.61

（µmol/d） 0.40¶ 100

ビタミン B2
0.382 ± 0.321
（µmol/d）

3.04 ± 0.87
（µmol/d） 0.39¶ 3.05 ± 0.83

（µmol/d） 0.43¶ 3.00 ± 0.81
（µmol/d） 0.39¶ 12.4 ± 10.0 3.08 ± 2.59

（µmol/d） 0.38¶ 101

ビタミン B6
3.68 ± 1.31
（µmol/d）

5.46 ± 1.85
（µmol/d） 0.40¶ 5.58 ± 1.62

（µmol/d） 0.40¶ 5.50 ± 1.54
（µmol/d） 0.39¶ 69.6 ± 28.6 5.29 ± 1.88

（µmol/d） 0.40¶ 95

ビタミン B12
0.028 ± 0.018
（nmol/d）

3.24 ± 2.62
（nmol/d） 0.06 3.32 ± 2.60

（nmol/d） 0.02 3.23 ± 2.84
（nmol/d） 0.07 1.4 ± 1.5 2.04 ± 1.33

（nmol/d） 0.06 61

ナイアシン 84.5 ± 28.1
（µmol/d）

189 ± 54
（µmol/d） 0.33¶ 192 ± 47

（µmol/d） 0.32¶ 190 ± 47
（µmol/d） 0.32¶ 45.8 ± 16.0 184 ± 61

（µmol/d） 0.33¶ 96

パントテン酸 16.5 ± 5.2
（µmol/d）

23.7 ± 7.0
（µmol/d） 0.47¶ 23.9 ± 6.7

（µmol/d） 0.46¶ 23.6 ± 7.0
（µmol/d） 0.41¶ 71.6 ± 23.3 23.0 ± 7.3

（µmol/d） 0.47¶ 96

葉酸 23.1 ± 8.8
（nmol/d）

583 ± 243
（nmol/d） 0.24† 593 ± 243

（nmol/d） 0.27† 588 ± 273
（nmol/d） 0.24† 4.3 ± 1.9 540 ± 206

（nmol/d） 0.24† 91

ビタミン C 139 ± 131
（µmol/d）

446 ± 285
（µmol/d） 0.44¶ 478 ± 267

（µmol/d） 0.42¶ 455 ± 244
（µmol/d） 0.41¶ 31.3 ± 29.6 446 ± 420

（µmol/d） 0.44¶ 93

値は平均±標準偏差として示した （n = 156）。
*p<0.05 、†p<0.01 、¶p<0.001 で尿中排泄量と各日間の摂取量、もしくは最近 3 日間の摂取量と推定摂取量との間に相関が認めら
れることを示す。
Values are expressed as mean±SD （n = 156）.
r means a correlation between urinary water-soluble vitamins and dietary water-soluble vitamin intakes, or between 3 days 
dietary intakes and estimated values at *p<0.05, †p<0.01 and ¶p<0.001.

表 1 　若年者における尿中排泄量から推定水溶性ビタミン摂取量の算出 21）

Table 1 　�Estimated water-soluble vitamins intakes by calculation from urinary water-soluble vitamins 
in young adults 21）



分には摂取できていない可能性、目標排泄量以上であれ
ばサプリメント等から当該水溶性ビタミンを大量に摂取
している可能性を知らせるものである。水溶性ビタミン
の栄養状態が良好ではない、あるいは、過剰摂取による
悪影響を忌避する必要がある、といったことを知るための
一次スクリーニングとして利用できると期待している。

５．おわりに

本稿では、すでに妥当性が証明されている生体指標と

して尿中ナトリウム、窒素、カリウム排泄量を代表例と
して取り上げ、新たな生体指標の確立を目指した例とし
て我々が取組んでいる水溶性ビタミンについて紹介し
た。本稿では紹介しなかったが、ミネラルなどの微量栄
養素、ポリフェノールなどの食品成分などについても、
尿中排泄量を生体指標として利用しようとする取組みが
行われている。ナトリウム、窒素、カリウムほどの高い
精度を求めることは難しいかもしれないが、さらに研究
が進展することにより、さまざまな栄養素の摂取状況や
栄養状態を簡便に評価できる時代が間もなく訪れると考
えている。
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ID 2500
氏名 滋賀　びわこ

測定ビタミン

（単位）

ビタミンB1
（nmol/日）

ビタミンB2
（nmol/日）

ビタミンB6
（μmol/日）

ナイアシン

（μmol/日）

パントテン酸

（μmol/日）

葉酸

（nmol/日）

ビオチン

（nmol/日）

ビタミンC
（μmol/日）

判定 B

4387 150～1200 サプリメントなどからビタミンCを摂取している可能性があります。用量に気
をつけてビタミンCを摂取してください。

ビタミンの摂取に関して、問題はありません。ただし、サプリメントなどからビタミンを摂
取している可能性があるので、用量に気をつけてください。

32 15～40 葉酸の摂取に問題はありません

82 50～150 ビオチンの摂取に問題はありません

101 50～150 ナイアシンの摂取に問題はありません

23 10～30 パントテン酸の摂取に問題はありません

321 200～900 ビタミンB2の摂取に問題はありません

5.5 3.0～8.0 ビタミンB6の摂取に問題はありません

１日尿中の水溶性ビタミン排泄量

トンメコ値準基果結定測

126 300～1200 ビタミンB1を十分に摂取できていない可能性があります

図 2 　対象者に返却する尿中水溶性ビタミン分析結果シート例
Figure 2 　Example sheet showing values of urinary water-soluble vitamins returning to subjects

ビタミン名 測定化合物 目標値

ビタミン B1 チアミン 300～2400 （nmol/日）

ビタミン B2 リボフラビン 200～1800 （nmol/日）

ビタミン B6 4- ピリドキシン酸 3.0～16.0 （µmol/日）

ビタミン B12 ビタミン B12 －

ナイアシン ニコチンアミド代謝産物 50～300 （µmol/日）

パントテン酸 パントテン酸 10～60 （µmol/日）

葉酸 葉酸 15～80 （nmol/日）

ビオチン ビオチン 50～300 （nmol/日）

ビタミン C 総アスコルビン酸 150～1200 （µmol/日）

表 2 　尿中水溶性ビタミン排泄量の目標値（提案）
Table 2 　Proposed reference values for urinary water-soluble vitamins in adults
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Risk of Upper Aerodigestive Tract Cancers Associated 
with Chronic Alcohol Consumption and Methods 
for Removal of Salivary Acetaldehyde

飲酒習慣にともなう上部消化管の発がんリスク増大と
口腔内アセトアルデヒド除去技術

習慣的な多量飲酒は主として上部消化管、大腸、および乳房（女性）の発がんリスクを増大させる。このうち飲
酒習慣にともなう上部消化管の発がんリスク増大は、アセトアルデヒドの解毒をつかさどるアルデヒド脱水素酵素

（ALDH2）の遺伝子型と密接な関係があり、ALDH2 低活性の遺伝子型を持つヒトは、高活性のヒトよりも発がん
リスクが高い。実際、ALDH2 低活性型のヒトの飲酒後の口腔内には、変異誘発最小濃度を上回るアセトアルデヒ
ドが長時間にわたり残留することが知られ、またアセトアルデヒドには動物実験で発がん性が確認されていたこと
から、アセトアルデヒドがこの発がんのリスク因子として重要視されていた。2010 年に世界保健機関の国際がん
研究機関は、飲酒に関連するアセトアルデヒドが上部消化管の発がんのリスク因子であるとする十分な証拠がある
と結論した。こうしたことから、発がんリスクの低減を目的として、飲酒後の唾液中アセトアルデヒドを即座に除
去するシステムの開発が求められている。口腔内アセトアルデヒド除去技術として、L-システインを用いた化学
量論的方法と、微生物（酵素）を用いた触媒的方法が報告されている。後者の方法は、前者の方法が抱える官能評
価、毒性、アミノ酸インバランス等の問題を解決できると期待されている。

* * * * * * * * * * * * * * * * * * * * 
<Summary>

Chronic alcohol consumption is a significant risk factor for squamous cell carcinoma in the upper aerodigestive 
tracts （oral cavity, pharynx, larynx and esophagus）, colon and breast（female）. Acetaldehyde accumulates in the 
oral cavity after alcohol intake and is thought to be responsible for increased risk of alcohol-related upper 
aerodigestive tract cancer, in particular, among aldehyde dehydrogenase 2-inactive heterozygotes. The International 
Agency for Research on Cancer, WHO, concluded in 2010 that there is sufficient evidence in humans to associate 
the carcinogenicity of acetaldehyde with the consumption of alcoholic beverages, and also that the acetaldehyde 
resulting from the consumption of alcoholic beverages causes cancers of the upper aerodigestive tract. The rapid 
removal of acetaldehyde from the oral cavity after drinking could thus serve as an effective strategy for reducing 
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１．はじめに

アルコール飲料は人類の歴史・文化と密接な関係をも
ちながら飲み継がれ、社会生活から切っても切り離せな
いものとなっている。しかしその一方で、飲酒によって
さまざまな健康問題が生み出され、社会問題の原因に
なっていることも事実である 1）。習慣的な飲酒によって
もたらされる健康問題のひとつに発がんがある。習慣的
な多量飲酒は、主として上部消化管（口腔、咽頭、喉頭、
食道）、大腸（直腸、結腸）、および乳房（女性）の発が
んリスクを明らかに増大させ 2）、それらのメカニズムは
一様ではないと推定される。これらのうち、飲酒習慣に
よる上部消化管発がんのメカニズムについては、摂取さ
れたエタノールの酸化で生じるアセトアルデヒドが主た
るリスク因子であることが確実視されている。

飲酒は社会生活や文化に深く根ざしており、飲酒と完
全に訣別するのは現実的ではない。健康上のリスクを減
らすためには適量飲酒を守ることが第一であるが、高度
高齢化社会を迎えた現代において、飲酒習慣による中高
年齢層のがん発症リスクを積極的に低減させる技術を開
発することは、今後ますますニーズが高まると考える。

本稿では、飲酒習慣による上部消化管の発がんのリスク
増大を取り上げ、そのメカニズムに関する理解の現状と
リスク回避技術の開発の試みについて解説する。 

２．飲酒後のエタノール代謝

飲酒後、摂取エタノールの 1～2 割は胃で、残りの大
部分は小腸で吸収され、血流を介して肝臓に運ばれる

（図 1）。肝臓に到達したエタノールは、主として肝細胞
質のアルコール脱水素酵素（ADH）の働きでアセトア
ルデヒドに酸化される。次いでこれは肝ミトコンドリア
に存在するアルデヒド脱水素酵素（ALDH2）のはたら
きで酢酸に酸化される（図 1）。酢酸は血流を介して周
辺組織に運ばれ、トリカルボン酸回路に流入して炭酸ガ
スと水に分解される 3, 4）。肝臓には ADH に依存しないエ
タノール酸化経路（microsomal ethanol-oxidizing system, 
MEOS）も存在する。その活性の本体はシトクロム P450
の一種 CYP2E1 であり、長期飲酒によって誘導されそ
の活性が顕著に増加する 3, 4）。常習飲酒家の多量飲酒時
にはこの MEOS がエタノール代謝で主たる役割を果た

the risk of alcohol-related upper aerodigestive tract cancers. Currently, two distinct methods are available for the 
removal of acetaldehyde in saliva: stoichiometric removal with L-cysteine and catalytic removal with the microbial 
cells. The latter method may circumvent the potential problems associated with the former, such as toxicity and 
amino acid imbalance.
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図 1 　飲酒後のアルコール代謝
Figure 1 　Alcohol metabolism after drinking
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す。なお、エタノールの酸化に関しては、吸収器官（特
に胃）に存在するエタノール酸化系による初回通過効果

（first-pass metabolism）も考慮する必要があるが 4）、人
種差や性差が大きいとされている 5）。また後述する上部
消化管発がんとの関連で、上部消化管のエタノール代謝
活性についても興味がもたれる。台湾人を被験者とする
報告 6）では、舌、歯肉、食道の ADH 活性（組織 1 g あ
たり）は class IV ADH （後述）に起因し、肝臓のそれ
ぞれ 2 ％、3 ％、および 20 ％程度であった。また上部
消化管の ALDH 活性は著しく低く、舌と歯肉には
ALDH 活性は事実上検出されず、食道の ALDH 活性は
ADH 活性の 5 ％にすぎなかった。

３．アセトアルデヒドの生体影響

飲酒後のエタノール代謝の過程で生成するアセトアル
デヒドは「熟柿臭」と呼ばれる酒臭いにおいの原因物質
であり、また飲酒に伴っておこるさまざまな健康問題

（顔面の紅潮、頭痛、吐き気、頻脈などの不快症状およ
び悪酔い・二日酔い）の原因となる 7）。アセトアルデヒ
ドはまた DNA8～10）やタンパク質 11）などの生体成分と付
加物を生成して細胞損傷を与えるばかりでなく、突然変
異を誘発し DNA の複製や修復に誤りを生じさせる 12）。
アセトアルデヒドの変異誘発の最小濃度は 45～60 µM
と見積もられており 12, 13）、実際にアセトアルデヒドには
動物実験において発がん性が認められている。2010 年
に世界保健機関（WHO）の国際がん研究機関（IARC: 
The International Agency for Research on Cancer）は、
次項（４．アルコール代謝関連酵素遺伝子の多型と発が
ん）に述べる疫学的事実も考慮に入れて、「アルコール
飲料に含まれるアセトアルデヒドや飲酒に伴って体内で
生成するアセトアルデヒドはヒトに対して発がん性を示
す十分な証拠がある」と結論し、飲酒に関連するアセト
アルデヒドを発がん物質区分の group1（ヒトに対して
発がん性を示す）に分類した 14）。

４．�アルコール代謝関連酵素遺伝子の多型と発
がん

ヒトの ADH には 5 つのクラス（class I - V）が存在し、

そのうち肝臓におけるエタノールの分解で主たる役割を
果たすのは class I ADH の ADH1B である 3, 15）。ADH1B
遺伝子は多型を示し、酵素タンパク質の 47 位のアミノ
酸残基がアルギニンとなる遺伝子型（*1）とヒスチジン
となる遺伝子型（*2）が存在する。ADH1B*2 のエタノー
ル酸化速度は ADH1B*1 のそれの 40 倍以上も高い。
ADH1B 遺伝子多型の分布には人種差があり、日本人の約
9 割は高活性型であるが、白人（コーカソイド）のほとん
どは低活性型である。したがって日本人は、飲酒に際して
有害なアセトアルデヒドを素早く生成しやすいといえる。

一方、アセトアルデヒドの解毒をつかさどる酵素
ALDH2 も遺伝子多型を示し、酵素タンパク質の 487 位
のアミノ酸残基がグルタミン酸となる遺伝子型（*1）と
リジンとなる遺伝子型（*2）が存在する。ALDH2*2 遺
伝子にコードされる酵素は事実上不活性である 3, 15）。
*1/*1 の遺伝子型（ホモ正常型）のヒトのアセトアルデ
ヒド代謝能力を 1 とすると、ヘテロ欠損型（*1/*2）は
約 1/16 となる。このため、ヘテロ欠損型のヒトではア
セトアルデヒドが体内に残留しやすく、ビール一杯程度
の少量飲酒により顔が赤くなる「フラッシャー」となり、
アセトアルデヒドに起因する不快症状が現れやすい。し
かしながらヘテロ欠損型であっても、飲酒を繰り返すこ
とによりこうした不快症状が現れにくくなることが多
く、常習多量飲酒家となることもある。一方、ホモ欠損
型（*2/*2）ではアセトアルデヒド代謝能力をほとんど
もたないため、上述のアセトアルデヒドの不快症状が直
ちに現れ、酒が一滴も飲めない下戸となる。日本人にお
ける人口比は、ホモ正常型 58 ％、ヘテロ欠損型 35 ％、
ホモ欠損型 7 ％であり、国民の半数弱がフラッシャー
か、酒をまったく受けつけない下戸である 3）。この傾向
は中国人・韓国人でも同様であるが、白人はほぼ全員が
ホモ正常型である。モンゴロイドは、有害なアセトアル
デヒドを分解しにくい人種であると言える。

近年、ALDH2 の遺伝子型と飲酒習慣による頭頸部（上部
消化管）発がんのリスクの間に明確な相関関係があること
が、わが国の横山らの研究によって明らかになった16, 17）。
すなわち日本人で比較した場合、フラッシャー（ヘテロ欠
損型のヒト）の上部消化管のがん発症のリスクが飲酒習慣
とともに著しく増大し、非フラッシャー（ALDH2*1/*1）
の同リスクの 10～29 倍にも達する（表 1）。そのリスク
ファクターのひとつとしてアセトアルデヒドの関与が強
く疑われている。
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アセトアルデヒドは各種のアルコール飲料に含まれ、
高濃度に含有するもの（例：グラッパ（イタリアの蒸留
酒））では 10 mM を超える 18）。そのような酒を摂取した
直後の唾液アセトアルデヒド濃度は 1000 µM に達する
ことも示されている 18）。アセトアルデヒドはまた、飲酒
後の口腔内に残留するエタノールから、内在性の ADH
や口腔微生物の作用によっても持続的に生成する 19）。た
とえば、飲酒によって体重 kg 当たり 0.6 g のエタノー
ルを摂取した場合、唾液エタノール濃度は飲酒直後に約
50 mMに達し、徐々に減少しながら3時間以上にわたっ
て 10 mM 以上に維持される 20）。この濃度は、飲酒後の
フラッシャーの唾液アセトアルデヒド濃度の数百倍であ
り、その口腔内の動態は摂取する酒の種類や被験者の
ALDH2 遺伝子型とはあまり関係がない 20）。こうした口
腔内の滞留エタノールから生成するアセトアルデヒドの
口腔内濃度は、ホモ正常型のヒトでは飲酒後に変異誘発
最小濃度を速やかに下回るのに対し、ヘテロ欠損型のヒ
トではこれを上回る状態が 2 時間近く持続する 20）。以
上のことから、飲酒習慣をもつフラッシャーに見られる
上部消化管のがん発症のリスク増大の原因が、飲酒後に
口腔内で生成・残留するアセトアルデヒドを分解する速
度が遅いためであることが確実視され、IARC によって
アセトアルデヒドが group1 の発がん物質に分類される
に至った 2）。なお、こうした口腔内アセトアルデヒド生
成において、口腔微生物の寄与は少なくないとされる 21）。
実際に、口腔内の衛生状態が悪いヒトの群では良好な群
よりも口腔がんの罹患リスクが高く 22）、飲酒や喫煙にと

もなって生成する口腔内のアセトアルデヒド濃度も高い。

５．口腔内アセトアルデヒドの除去

アセトアルデヒドの前駆体となるエタノールは、飲酒
後、血流や物理的拡散によって全身的に分布するため、
うがい等によって口腔内のエタノール濃度を一時的に下
げたとしても、やがてもとの濃度に復帰し、アセトアル
デヒド生成の原因となりうる。丁寧な歯磨きや殺菌剤を
含有する洗口剤で口をゆすぐことにより口腔内のエタ
ノール濃度を下げ、アセトアルデヒド生成を低減させる
ことはある程度は可能であるが 19）、その効果は限定的で
あり、特にフラッシャーの口腔内においてアセトアルデ
ヒドを変異誘発の最小濃度未満に下げる決定的な方法と
はなりえない。こうしたことから、口腔内のアセトアル
デヒドを強制的に速やかに除去する技術の開発が強く望
まれていた。

６．L-システインによる化学量論的除去

唾液または食品中のアセトアルデヒドの除去剤とし
て、L-システインや大麦フラボノイドなどが考案され
ている 23, 24）。特にシステイン製剤については、口腔内の
アセトアルデヒド除去技術としてすでに商品化され、販
売されている 25）。システイン製剤は主に喫煙時のアセト
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表１　飲酒習慣と ALDH2 へテロ欠損遺伝子型（*1/*2）に起因する頭頸部がん発症リスク増大（日本人）a）

Table 1 　ALDH2 *1/*2 genotype-attributed risk for head and neck cancer in Japanese a）

頭頸部がんタイプ 被験者群（症例数 / 対照数） 性別 オッズ比（信頼区間）

口腔咽頭喉頭がん A （34/487） M 11.1* （5.2-24.4）
　口腔咽頭 A （16/487） M 11.1* （3.8-32.7）
　下咽頭 A （10/487） M 23.7* （5.2-10.7）
　喉頭 A （10/487） M 13.0* （3.3-51.3）

口腔扁平上皮がん 飲酒者（114/33） M/F 2.9 （1.1-7.8）

口腔咽頭喉頭扁平上皮がん A （33/526） M 18.5* （4.4-44.4）

　口腔咽頭 A （16/526） M 20.8* （6.6-65.5）
　下咽頭 A （18/526） M 28.9* （8.7-96.6）

a）	文献 17）より抜粋
	 A，アルコール依存症患者；M，男性；F，女性；* 飲酒習慣と喫煙習慣で修正
a）	Cited from ref 17） 
	 A，alcoholics；M，male；F，female；* adjusted for drinking and smoking habits.



アルデヒド除去を目的としており、そのメカニズムは製
品中の L-システインがアセトアルデヒドと化学量論的
に反応して 2-メチルチアゾリジン -4-カルボン酸

（MTCA）を生成することを利用している（図 2A）。し
かしながら L-システインは特異な味とにおいを有し、
官能評価や嗜好性に影響を与えるため、あまり普及して
いない。また、MTCA 形成反応は可逆反応であり、
MTCA からアセトアルデヒドが再生する可能性がある。
さらに L- システインはアミノ酸の中では生体影響性が
強く、その 50 ％致死量（LD50 値）は 660 mg/kg（経口
投与；マウス）である 26）。これは、毒性が弱く LD50 値
が実質的に求められない他のアミノ酸と比較すると摂取
レベルに注意すべき数値であり、また摂取に伴い生じる
アミノ酸インバランス（栄養学的に好ましくない、バラ
ンスを欠いたアミノ酸摂取）にも留意する必要がある。

７．微生物酵素を用いた触媒的除去

酵素や微生物を用いてアセトアルデヒドを触媒的に除
去することができれば服用量はごくわずかで済み、上述
の技術が抱えていた官能評価、毒性、アミノ酸インバラ
ンス等の問題を解決できると考えられる。そこで、食経
験のある微生物、または食品から分離された微生物を対
象として、飲酒後の口腔内条件（例：エタノール、20
～60 mM；アセトアルデヒド、50～100 µM）下でアセト
アルデヒドを効果的に分解できる微生物が探索された。
その結果、イチゴ果から分離された Gluconobacter kondonii

（GK）が最有望株として選抜された 27）。一般にアセト
アルデヒド分解活性を示す微生物は、ADH などのエタ
ノール酸化活性も有していることが多いため、多くの場
合、飲酒後の口腔内条件下でむしろアセトアルデヒドを
生成してしまう。これに対して GK の ADH 活性はきわ
めて弱く、同条件下でもアセトアルデヒドを効率よく除
去することができた。GK のアセトアルデヒド分解活性
は菌体の細胞膜画分に存在し、外来の補酵素の添加を必
要とせず、また有害な過酸化水素も副生しなかった。こ
の活性は pH4～7 の範囲で高い値を示し、pH 5～6 付近
で最大となった。一般に飲食後の口腔内 pH は酸性側（pH 
4～6）に傾くので、この反応最適 pH は応用上、好都合
である。GK によるアセトアルデヒド分解の化学量論を
図 2B に示す。この活性の本体は膜結合型の ALDH で
あり、電子は膜内のメディエーターを介して酸素分子に
渡されるものと推定された。

この微生物のアセトアルデヒド分解活性を口腔内のア
セトアルデヒド除去に利用する場合、酵素製剤として服
用する方法と、菌体そのものを服用する方法が考えられ
る。前者の場合には、酵素と同時に補酵素あるいは補酵
素再生系を摂取する必要があるが、後者の場合は、菌体
内に存在する補酵素ならびに電子伝達系を利用してアセ
トアルデヒド分解反応が持続的に進行すると予想され、
より経済的であると考えられた。そこで GK の死菌化処
理が検討された結果、 0.1 Mクエン酸（pH 3.5）水溶液
中で GK を 45 ℃で 15 時間熱処理することにより、アセ
トアルデヒド分解活性を保ったまま死菌化することがで
きることがわかった。死菌化した凍結乾燥粉末にすること
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図 2 　口腔内アセトアルデヒド除去技術
	� A. L-システインを用いる化学量論的方法、B. GK を用いる触媒的方法
Figure 2 　�Two known methods for the removal of oral acetaldehyde 
	� A. Stoichiometric method with L-cycteine, B. catalytic removal with GK cells



で高活性な死菌化製剤（dried, citrate-treated preparation 
of GK cells, DCTP-GK）を調製できた。DCTP-GK は
アセトアルデヒド分解活性とその電子受容体を内蔵する
マイクロカプセルと見なすことができる。

次に口腔内アセトアルデヒドの除去における DCTP-
GK の有用性を調べるため、飲酒後の口腔内の条件を模
した唾液（63 mM エタノール、100-400 µM アセトアル
デヒド）に DCTP-GK（820 U）を添加し、アセトアルデ
ヒドの分解が調べられた。その結果、反応開始後 1～5
分以内に、変異誘発の閾値を大きく下回る濃度にアセト
アルデヒドを分解できることが示された（図 3）。また
この活性は、様々な酒に含まれる未知成分の影響を受け
なかった（図 4）。これらの実験から、１回当たり 7～15 mg
の DCTP-GK を服用すれば、飲酒後の口腔内アセトアル
デヒド除去に十分な効果が期待できることが示唆された。

口腔内アセトアルデヒドの濃度を除去する目的で飲酒
後に DCTP-GK を摂取する場合には、顆粒剤、錠剤、
トローチ、ガム、ドリンクなどさまざまな剤型が考えら
れる。ただし、活性の本体（タンパク質）の安定性を考
慮すると、乾燥した剤型が好ましいと思われる。また、

実際の飲酒シーンに即した条件下では、服用した
DCTP-GK の大部分はやがて、飲み込みによって口腔
内から失われるはずである。DCTP-GK が口腔内から
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図 3 　 �63 mM エタノール存在下での DCTP-GK による
唾液中のアセトアルデヒド分解（アセトアルデヒド
初濃度、100 µM）。アセトアルデヒド分解活性は0 
ユニット（U）（○）、 6 U（●）、16 U（▲）、82 U （□）、
164 U（■）。

Figure 3 　�Removal of acetaldehyde （initial concen-
tration, 100 µM） in the presence of 63 mM 
ethanol in saliva at 37 ℃ with varying 
amounts of DCTP-GK （0 Unit （○）, 6 U （●）, 
16 U（▲）, 82 U（□）, 164 U（■））.

図 4 　 �63 mM エタノール、約 100 µM アセトアルデヒド、およびさまざまな酒類を含有する唾液中のアセト
アルデヒドの DCTP-GK（終濃度、164 U/ml 反応液）による除去（37 ℃）。灰色のバー、反応時間 0 分；
白色のバー、反応時間 1 分；黒色のバー、反応時間 5 分。

Figure 4 　�Removal of AA from saliva in the presence of unknown components of alcohol beverages that 
are expected to remain in the oral cavity after drinking. A variety of alcohol beverages （or 
ethanol） were diluted with saliva to make the final ethanol concentration 63 mM and then 
supplemented with AA to an approximate concentration of 100 µM. DCTP-GK （82 units） was 
added to these mixtures （0.5 mL each） and incubated at 37 ℃ for 5 min. Gray bars indicate 
the AA concentrations before the DCTP-GK addition and white and black bars indicate the AA 
concentrations after the 1-min and 5-min incubations  with DCTP-GK, respectively. The error 
bars indicate ± SE for 3 independent determinations.
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完全に失われた場合には、前々項（５．口腔内アセトア
ルデヒドの除去）において述べた理由によって口腔内ア
セトアルデヒド濃度は再び上昇に転じることが予想され
る。一方、DCTP-GK の服用により口腔内のアセトア
ルデヒドレベルを速やかに下げたあとも、口腔内に
DCTP-GK が微量でも残存し続ければ、定常状態濃度
を 50 µM 未満の低いレベルに維持できる可能性も示唆
される。したがって、実際の DCTP-GK の使用に際し
ては、DCTP-GK の口腔内半減期をできるだけ長くす
るための剤型処方が必要となろう。その可能な方策の一
つとして、増粘剤（キサンタンガムなど）の使用が考え
られる。実際に、増粘剤とともに投与することにより、
抗菌性ペプチドの口腔内半減期を増大させた事例が報告
されている 28）。DCTP-GK についてそのような剤型処
方を施すことにより、DCTP-GK は口腔内の粘膜や微
細構造に捕捉され、口腔内に長時間残存させることがで
きる可能性がある。 

８．おわりに

アセトアルデヒドは悪酔い・二日酔い・熟柿臭の原因
物質として以前からその低減が目標とされてきた。さら
に、日本人は先天的にアセトアルデヒドに対する「弱者」
であるといえるため、これを積極的に除去することは、
習慣的飲酒に伴う上部消化管発がんリスクを下げ、飲酒
者の健康に寄与するところが大きい。またアセトアルデ
ヒドは喫煙後にも口腔内に高濃度に残存するため、これ
を速やかに除去する意義も少なからずある。微生物の代
謝を利用して口腔内のアセトアルデヒドを触媒的に除去
する方法は、発がん予防ばかりではなく、飲酒後のエチ
ケット対策（熟柿臭予防）にも有効な原因除去型サプリ
メントとしての利用も期待できる。今後、ヒト試験に向
けて DCTP-GK の安全性試験を進めるとともに、口腔内
の残存性を高めるための剤型処方の検討が必要である。
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加齢に伴い筋肉量や筋力は低下し、この現象は「サルコペニア」と言われている。サルコペニアは、加齢に伴う
生理的現象として起こるタンパク合成能力の低下が関連する。一方で、筋肉を使わない「不活動」によって、加齢
変化以上に筋肉量は低下し、より深刻な状態になることも明らかになっている。また、サルコペニアは低栄養に
よっても引き起こされるとともに、サルコペニアによる不活動が更なる低栄養を招くといった悪循環も存在する。

加齢に伴う筋肉量の低下は、残念ながらアクティブな生活を送っていても防ぐことはできない。筋肉量を維持す
るためには、日常生活レベル以上の負荷を筋肉にかける「筋力トレーニング」が必要であり、筋力トレーニング効
果はいくつになっても得ることができる。一方、筋力トレーニング中は十分な栄養補給が必要であり、栄養補給が
不十分であると栄養状態がマイナス方向に傾く可能性がある。

* * * * * * * * * * * * * * * * * * * * 
<Summary>

Sarcopenia, the loss of muscle mass and strength, is a natural phenomenon which occurs during every stage of 
aging. Physiological age-dependent changes explain the declines in protein synthesis, muscle mass, and strength. 
However, inactivity contributes even more to the loss of muscle mass than does aging, and it is also clear that aging 
and inactivity combine to cause an even more serious condition than is caused by either alone. Moreover, while 
sarcopenia is caused by malnutrition, a vicious cycle exists where inactivity due to sarcopenia leads to even more 
serious malnutrition.

In order to maintain proper muscle tone, it is necessary to engage in resistance training using heavier loads than 
are typically encountered in everyday life. Elderly people can also benefit from and see the effects of muscle 
training. Proper and sufficient nutrition is necessary during resistance training. Conversely, insufficient nutrition 
during resistance training can result in a malnourished state.

The Prevention of Sarcopenia and Malnutrition

サルコペニアと低栄養予防

菅　洋子

関東学院大学
人間環境学部 健康栄養学科

要　旨

YOKO SUGA
Department of Health and Nutrition, 
Human and Environmental Studies, 

Kanto Gakuin University

１．はじめに

日本人の平均寿命は女性 85.9 歳、男性 79.4 歳であり
（2012 年 7 月厚生労働省発表）、日本は世界一の長寿国

となっている。高齢になっても元気でいたいという願い
は誰もが抱いていることであるが、一方で加齢とともに
様々な生理機能や心身機能が低下していく。日常生活を
元気に過ごし、QOL（quality of life：生活の質）を高
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く保つためには、生活機能を一定レベルに維持すること
が重要である。生活機能というと、一般的には、歩いた
り、日常生活に必要な動作をしたりといった身体機能と
思われがちであるが、WHO が 2001 年に採択した ICF

（International Classification of Functioning, Disability 
and Health：国際生活機能分類）の定義によると、生活機
能とは「人が生きることを総合的にとらえる概念」を指し、
図 1 に示すように、心身機能だけでなく、活動（activity：
身の回り動作などの生活行為）、参加（participation：家 
庭や社会の中での役割）などの項目も含まれる 1）。つま
り、身体機能が年相応あるいはそれ以上であっても、外
出することも社会参加することもなく過ごしている場合
は決して「生活機能が高い」とは言えないのである。一
方、身体機能が低下することによって、日常動作や社会
参加が困難になるケースも少なくない。本稿では、高齢
者特有のサルコペニアについて解説し、元気で長生きす
るためにどのような食・生活、身体活動を実践すればよ
いかを示す。

２．サルコペニアとは

サルコペニア（Sarcopenia）とは、Sarco（筋肉）と
Penia（減少・欠乏）を意味する造語で、狭義では「加
齢に伴う筋肉量の低下」2）、広義では「すべての原因に
よる筋肉量と筋力の低下」3）、とされている。

サルコペニアの診断として、筋肉量の低下を認め（例：
若齢者の 2 SD 以下）、筋力の低下（例：握力（男性）
30 kg 未満、（女性）20 kg 未満）、もしくは身体機能の低
下（例：歩行速度 0.8 m/s 以下）を認めた場合という基
準がある（図 2）3）。筋肉量を測定するためには、MRI、
CT、DEXA（Dual energy X-ray Absorptiometry：二重
エックス線吸収法）などの画像撮影が必要となるが、上
腕周囲径や下腿周囲径を測定することによって代用する
こともできる。しかしながら、周囲径を測る方法は、筋
肉量は著しく減少しているにもかかわらず一定量以上の
体脂肪は保有している「Sarcopenic Obesity（サルコペ
ニア肥満）」を見落としてしまう可能性がある。サルコ
ペニアは、①筋肉量の低下のみがみられる「前サルコペ
ニア（Presarcopenia）」、②筋肉量低下に加え、筋力低
下もしくは身体機能低下がみられる「Sarcopenia」、③
筋肉量の低下、筋力の低下、身体機能の低下が同時に起
こる「Sever sarcopenia」の 3 段階に分類され 3）、①の
前サルコペニアの段階で運動面、栄養面での介入をする
ことが重症化予防のためには有効である。

原発性サルコペニアは、加齢の影響のみが原因となる
筋肉量の低下である。筋肉量は 20 歳代から 30 歳代を
ピークに徐々に減少し、40 歳代以降は 1 年に約 1 ％の
ペースで減少する 4）。80 歳以上の高齢者においては、
約 50 ％にサルコペニアがみられるという報告もある 2）。
サルコペニアの中でも特に、著しく身体活動量が低下す
ることに起因する筋肉量の減少を「廃用症候群」と呼び、
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図 1 　�ICF（International Classification of Functioning, Disability and Health：国際生
活機能分類－国際障害分類、改訂版）（2001．WHO）1）

Figure 1 　�ICF（International Classification of Functioning, Disability and Health（2001．
WHO）1）



宇宙空間での無重力、ベッドレスト、極端な身体活動不
足によっても引き起こされる。また、栄養状態が悪い
PEM（Protein-Energy Malnutrition）によってもサルコ
ペニアは引き起こされる。その他、臓器不全、炎症疾患、
悪性疾患、内分泌疾患、侵襲、悪液質、原疾患（多発性
筋炎、筋萎縮性側索硬化症など）による筋萎縮など、様々
な疾患によりサルコペニアが誘発されるケースもある。

３．サルコペニアと虚弱

虚弱高齢者というと、小さい歩幅で前かがみにゆっく
り歩く高齢者を想像する人もいれば、寝たきりの高齢者
を想像する人もいるであろう。

“虚弱性（frailty）” という用語は 1990 年代より使わ
れるようになってきたが、その言葉の定義については完
全には定まっていない 5）。さらに、「虚弱」という概念を定
義する身体機能レベルや基準についてはこれまでに統一
されていない。Fried ら 5）は、「無意識の体重減少（10 lbs

（≒ 4.5 kg）／年の減少）」、「自覚的疲労感」、「握力が弱
い」、「歩行速度が遅い」、「身体活動量が少ない」のうち
3 つ以上の該当を虚弱と定義している。また、「活動量
の減少」、「精神健康度が低い」、「生活満足度が低い」、「多

量飲酒」、「喫煙」、「不活動」、「うつ」、「社会的孤立」、「自
覚的健康度」、「慢性症状の増加」を虚弱性の特徴とする
報告もある 6）。虚弱性に関する記述をまとめると、心身
機能の低下や疾病保有などのために日常生活に介助を要
する高齢者、あるいは介助を必要としないが不活動や体
重減少、食事摂取量の減少により著しい身体機能の低下
が起こっているような高齢者を「虚弱高齢者」と定義し
ていることが多いと考えられる。そして、いずれの虚弱
状態もサルコペニアが関連している。厚生労働省が示す
介護予防事業における対象者は、介護認定を受けている
高齢者のみならず、将来的に介護を受ける可能性がある
高齢者を予備群として対象としているが、これら予備群
の高齢者も「虚弱高齢者」としている。

４．サルコペニアと栄養状態

サルコペニアの発症には栄養状態も関連していると考
えられている。サルコペニアの原因の根幹には、加齢に
伴うタンパク代謝能の低下があり、栄養状態が悪い「低
栄養」状態は、タンパク代謝能を更に低下させる（図 3）7）。
また、サルコペニアと不活動の両者は、栄養状態を維持
する上で重要な食品の調達や、調理技術にまで影響を及
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図 2 　高齢者におけるサルコペニア判定基準
Figure 2 　�EWGSOP- suggested algorithm for sarcopenia case finding in older individuals.3）

	 EWGSOP ：The European Working Group on Sarcopenia in Older People
	 * �‌Comorbidity and individual circumstances that may explain each finding must be 

considered
	 + This algorithm can also be applied to younger individuals at risk



ぼす。Boumendjel らは、冷蔵庫内の生鮮食品数を調べ、
生鮮食品数が少ない者ほど、その後の入院や死亡のリス
クが高かったことを報告している 8）。生鮮食品は消費期
間が短いものが多く、頻繁に買い物に行けないと調達す
ることが難しい。また、料理として食するためには一定
の調理技術と手間を要する。不活動により生鮮食品に接
する機会が減少すると、その後の低栄養にも関連するこ
とを示している。

近年、流通機能や交通の弱体化により、食料品等の日
常の買い物が困難な状況に置かれている、いわゆる「買
い物弱者」の存在が課題となっている。内閣府が実施し
た「高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査結果（平
成 22 年度）」において、「日常の買物に不便を感じている」
と回答した 65 歳以上の高齢者は 18.0 ％もいることが示
されている 9）。

低栄養を客観的にスクリーニングする指標には、血清
アルブミンが最も適したマーカーであると考えられてい
る 10, 11）。アルブミンは血漿タンパク質の約 6 割を占め、
肝臓で代謝されるタンパク質である。エネルギーやタン
パク質が不足する状態の時には血中アルブミン濃度が低
下し、栄養が十分摂取できている時には一定のレベルを
維持する。また、半減期が 18～20 日間と長いことから
も栄養指標となると考えられている。加齢とともに低下
する割合は、10 年で 0.2 g/dl 程度であり 7, 11）、栄養摂取
状況が良い状態に保たれていれば、ほぼ一定量を維持で

きるものと考えられている。また、血清アルブミンの他
に、総コレステロール濃度や貧血の指標であるヘモグロ
ビン濃度も栄養状態を示す指標として用いられている。

高齢者を対象とした疫学調査結果から、高齢者の血清
アルブミン値は、総死亡率に対して独立した危険因子で
あることが明らかとなっている 11, 12）。血清アルブミン濃
度による低栄養の評価の基準は世界的には決まっていな
いが、血清アルブミン濃度を栄養状態の指標として用い
る場合の低栄養の基準値は、3.5 g/dl 以下を中等度低栄
養リスク者と判定して栄養ケアが実施されている 13）。し
かし、低栄養領域の手前である低栄養予備群について
は、そのような基準値は定められておらず、血清アルブ
ミン濃度 3.5～4.3 g/dl の間の数値で、研究者の間でも
議論の分かれているのが現状である。

５．虚弱高齢者の筋力トレーニング効果

Fiatarone らは、介護施設に入所し、軽度の介護を必
要とする平均 90.0 歳の虚弱高齢者を対象に週 3 回、8
週間の筋力トレーニングを実施し、大腿部筋横断面積、
筋力および歩行速度が有意に増加することを示した 14）。
McCool らは、平均 85.1 歳の虚弱高齢者を対象に錘負荷
を用いた動的筋力トレーニングを自宅において 12 週間
実施し、筋力および椅子立ち上がりタイムが有意に改善
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図 3 　サルコペニアの “悪循環ネットワーク”（Mühlberg and Sieber（2004）の和訳）7） 

Figure 3 　�The “geriatric web of frailty ”, consisting of several interconnected
	 （and interdependent）  “vicious loops”



することを示した 15）。また、新井らは、介護認定を受け
ている平均 78 歳の高齢者を対象に高強度負荷を用いた
筋力トレーニングにバランストレーニングを併せて実施
することにより、歩行能力、下肢筋力、バランス能力の
改善が認められたことを報告した 16）。これらの報告はい
ずれも最大筋力の 50 ％～80 ％相当の中～高強度負荷を
用いて実施しているが、虚弱高齢者が筋力トレーニング
を実施する際は、安全性の面からも負荷の決定や漸増方
法、トレーニング様式の決定は慎重に行う必要がある。

我々は、介護認定を受けている虚弱高齢者 37 名を対
象に、自重負荷を用いた 4～6 種目（10 回× 2 セット）
／日の筋力トレーニングを週 2 回、8 週間実施した結果、
膝伸展筋力、柔軟性および動的バランス能力が向上する
ことを示した 17）。自重負荷を用いた筋力トレーニングは、
歩行器具（杖や歩行カート）の使用の有無にかかわらず
自力歩行が可能な対象者であれば十分実施が可能であ
り、可動域や使用する椅子の高さを変えることにより負
荷の程度を調整することが可能である。

また、介護認定を受けている虚弱高齢者について、自
重負荷筋力トレーニングを週 4～5 回実施した 18 名に
おいては、筋力トレーニング前後で動的バランス能力、
筋持久力（座位ステップ）に加え最大努力歩行において
有意な改善が認められた 18）。また、図 4 に示すように、
トレーニング前には手すりや手を補助に使用しなければ
椅子立ち座りテストを実施できなかった 11 名のうち 10
名は、トレーニング後には正規の方法で椅子立ち座りテ
ストの実施が可能となるなど、日常生活動作に直結する
顕著な変化が捕らえられている 18）。

介護予備群および介護認定を受けている虚弱高齢者、

計 52 名を対象とした千葉県介護モデル事業（2006 年実
施）においては、高齢になるほど個別性が大きいことに
加え介護予防現場においては比較対照群の設定が難しい
ことから、筋力トレーニング実施前の 8 週間をコント
ロール期間として設け、トレーニング期間における変化
との比較を行った。4～6 種目（10 回× 1 セット）の自
重負荷筋力トレーニングを週5回、12週間実施した結果、
椅子立ち座りテストや座位ステップ（図 5）、歩行能力

（図 6）や柔軟性などの測定項目が有意に向上すること
が示された 18）。一方、これらの測定値はコントロール期
間には有意な変化は示さないため、示された変化はト
レーニングによる効果であると考えられる。従来の報告
に比べ負荷が低く、1 回当たりの実施回数が低く設定さ
れたプログラムであっても、週 5 回実施することにより
虚弱高齢者においてもトレーニング効果が得られるこ
と、および虚弱高齢者であっても継続実施が可能であっ
たことが示された 18）。

６．筋力トレーニングと栄養状態

我々は、介護認定を受けている虚弱高齢者 28 名を対
象に自重負荷を中心とした筋力トレーニングを 8 週間実
施し、筋力トレーニング中の栄養状態の変化について検
討した 18）。

筋力トレーニングは、大腰筋および下肢筋群を中心に
4～6 種目、10 回× 2 セット、週 2 回実施し、8 週間後
には膝伸展筋力、長座体前屈、ファンクショナルリーチ
が有意に向上した。トレーニング前後で食事摂取量や体
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図 4 　椅子立ち座りテスト（5 回実施）実施状態の変化 18）

	 ※�手すり等（「大腿に手を添える」を含む）を使用しないと椅子立ち座りテストが実施
できなかった者の割合が 61 ％（18 人中 11 名）から 6 ％（18 人中 1 名）に減少。

Figure 4 　The change of stand up and sit down test



重に変化はみられなかったが、栄養状態の指標として得
た生化学マーカーのうち、血清アルブミンおよびヘモグ
ロビン濃度の有意な低下が認められた（図 7）18）。若齢
者に比べ、高齢者においてはタンパク質を筋タンパク合
成に利用する能力が低下している可能性が示唆されてい
る 19）。したがって、虚弱高齢者においては、筋力トレー
ニングによって高まる筋タンパク合成の需要に対する代

謝の応答によって、結果的に栄養状態がネガティブな方
向に推移した可能性も考えられる。さらに、食事からの
栄養摂取量が基準に達していたにもかかわらず、血清ア
ルブミン濃度が低下傾向を示したことは、虚弱高齢者に
おける栄養補給の重要性が一般高齢者に比べてより重要
であることを示唆するものであると考えられる。
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図 5 　椅子立ち座りテスト（A）および座位ステップ（B）18）　
	� A：�椅子立ち座りテストは、立った状態から 5 回「座る→立つ」の動作

5 回に要した時間。
	 B：座位ステップは 15 秒当たりの脚開閉回数。
Figure 5 　Stand up and sit down test（A） and stepping（B）

図 6 　普通歩行速度（A）および最大努力歩行速度（B）の変化 18）

　　　 6m 歩行テストを実施し、要した時間から歩行速度（m/min）を算出。
　　　A：普通歩行、B：最大努力歩行
Figure 6 　 The change of gait speed



７．おわりに

筋量や筋力の低下あるいは身体活動量の低下は、加齢
に伴う生理現象やサルコペニアだけでは説明できない。
Mühlberg らは、加齢に伴う筋量および筋力の低下が、
身体活動量の低下や神経筋活動の低下を招き、転倒や骨
折のリスクを増やし、転倒や骨折による入院が、更なる
不活動や筋量の低下を招き「悪循環」することを模式的
に示しているが（図３）7）、どこかでこの「悪循環」を
断ち切らなければならない。その方法の一つが「運動（筋
力トレーニング）」であり、筋量や筋力を維持・向上す
ることができれば「身体活動量」が低下することをある
程度、抑制できると考えられる。また、筋肉をはじめと
する骨格を維持するために「栄養」は重要な役割を担っ
ている。筋力トレーニングなどの運動を行う際は、高齢
になればなるほど「栄養」の重要性が大きくなり、併せ
て評価していく必要があるだろう。
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図 7 　 8 週間の筋力トレーニング前後における血液データの変化 18）

Figure 7 　The change of serum albumin and serum hemoglobin
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“Nutrition�Labelling�Systems�‒�Using�Data�on�Current�Trends�
and�Research�from�around�the�World�to�Predict�the�Future”
1.�Overview�of�Nutrition�Labelling�in�Japan�from�the�Initial�
Introduction� to� the�Current�Mandatory�Nutrition�Labelling�
System

シリーズ
～世界の動向や調査研究結果から今後を読み解く～『我が国における栄養表示制度』

米倉　礼子
消費者庁食品表示課衛生調査官

栄養表示制度は、一般に販売される食品について、栄養成分等に関する表示をしようとする場合に従うべきルー
ル（栄養表示基準）を定めたものであり、平成 21 年 9 月から、消費者庁で所管し、運用を行っている。

平成 22 年より消費者庁で開催した「栄養成分表示検討会」や「食品表示一元化検討会」での議論を踏まえ、現在、
食品の安全性の確保や消費者の自主的かつ合理的な選択の機会の確保を目的とした新法を今通常国会へ提出するこ
とを目指している。

そこで、本稿では、諸外国における栄養表示制度の変遷や義務化の動向、日本における栄養表示の義務化に向け
たこれまでの検討や課題など、栄養表示制度創設から義務化に向けたこれまでの検討を振り返る。また、栄養成分
表示検討会報告書でまとめられた、表示すべき栄養成分の優先順位について、検討当時、参考にした日本及び諸外
国の調査報告結果、栄養成分表示検討会での考え方をあわせてご紹介したい。

*�*�*�*�*�*�*�*�*�*�*�*�*�*�*�*�*�*�*�* 
<Summary>

When�nutrient�declaration�is�made�on�the�label�of�foods�offered�for�sale,�nutrition�information�shall�be�provided�
in�accordance�with�Nutrition�Labelling�Standards�under�the�Health�Promotion�Act,�which�has�been�overseen�by�the�
Consumer�Affairs�Agency�since�September�2009.

Based�on�discussions�during�the�＂Roundtable�on�Nutrition�Labelling＂�and�the�＂Roundtable�on�the�Unification�of�
Food�Labelling＂�meetings�held�from�2010�to�2011�by�the�Consumer�Affairs�Agency,�the�Agency�plans�to�submit�a�
new�law�during�present�ordinary�session�of�the�Diet.�The�purpose�of�this�new�law�will�be�to�ensure�food�safety�and�
to�also�provide�consumers�with�information�necessary�to�make�rational�food�choices.

Therefore,�in�this�article,�I�would�like�to�look�back�over�the�historical�transition�of�discussion�in�Japan�from�the�
formation�of�the�first�labeling�system�to�the�present�day�mandatory�nutrition�labelling�system.�I�will�also�discuss�
the�current�state�of�affairs�and�issues�surrounding�mandatory�nutrition�labelling,� including�world�trends�and�the�
shift�toward�mandatory�nutrition�labelling�in�foreign�countries.�Moreover,�I�would�like�to�introduce�new�ways�of�
thinking�about�the�priorities�placed�on�the�nutritional�information�added�to�labels.

要　旨

REIKO�YONEKURA
Group�Leader,

Food�Labelling�Group�on�Health�Promotion�Act
Food�Labelling�Division,

Consumer�Affairs�Agency

制度創設から義務化に向けた
これまでの取組を振り返る

第１回
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１．はじめに
平成 7 年に創設された栄養表示制度は、一般に販売さ

れる食品について、栄養成分や熱量（エネルギー）に関
する表示をしようとする場合に従うべきルール（栄養表
示基準）1）を定めたものであり、栄養表示をするかどう
かは事業者の任意とされている（図 1）。

栄養表示は、食品に含まれる、消費者の目に触れるこ
とのない栄養成分について、消費者が個々人のライフス
テージや健康状態に合わせて食品を選択し、健康的な食
生活を実践していけるよう有効な情報を明らかにする役
割を果たしており、健康を意識する消費者にとっては、
参考となる情報源のひとつである。

２．健康や栄養に関する食品表示制度の変遷

昭和 22 年に食品衛生法が制定され、その際、「乳幼児
用、病者用その他特別の用途に供する旨の標示をしよう
とする者は、厚生大臣の許可を受けなければならない」
旨が規定されたことが、現行の健康や栄養に関する食品

表示制度の始まりである。それ以降、戦後復興期におけ
る食事内容の乏しさ等から国民の栄養状態の改善を図る
目的で、政府の経済安定資源調査会の勧告を踏まえ、昭
和 27 年には栄養改善法が制定された。この中で、特殊
栄養食品の標示の許可制に関する施策などが講じられる
とともに、所管法が食品衛生法から栄養改善法に移さ
れ、新たに、「栄養成分が補給できる旨の標示」を行う
場合にも厚生大臣の許可を要することとなった。これが
栄養表示制度（栄養強調表示）の前身とも考えられる 2）。

栄養改善法の施行当時、戦後の栄養不足を反映して、
「栄養成分が補給できる旨の標示」は、様々な食品につ
いて許可されていたようである。しかし、食生活が向上
してきた昭和 40 年代に入り、許可対象とする食品が国
民が日常摂取する 10 品目に限定されるなど制度が整理
された。さらに、食生活の変化等に伴い、栄養不足だけ
でなく、糖尿病や高血圧、心臓病等慢性疾患の増加が問
題となりはじめ、疾病の治療や予防に役立つ食品の必要
性が高まるなどの背景が加わり、目的にあわせて、栄養
強化食品制度と特別用途食品制度は分化した 2）。

このように、歴史的な変遷を辿ると、食品表示制度に
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栄養成分表示 
   １袋（75ｇ）当たり  
 
 エネルギー  390kcal 
 たんぱく質    5.3g 
 脂質      19.1g 
 炭水化物   49.1g 
 ナトリウム    311mg 
  

 
  
 
＜栄養成分表示をする際の必要表示事項＞ 
  １．100g、100ml、１食分、１包装その他の １単位当たりの 
    熱量及び主要な栄養成分の量(一般表示事項という)を表示。 
 

＜任意表示事項＞ 
  ２．以下の栄養成分については、栄養表示基準に表示の基準が定められている。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
３．栄養表示基準で定められていない栄養成分も、 
    科学的根拠に基づく限り、任意に表示して差し支えない。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

  栄養強調表示をする場合は、栄養表示基準に定める事項 
  を遵守するとともに、一般表示事項を表示しなければならない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
    17種類のビタミンやミネラルについては、栄養成分の機能の表示をすることができる。 
  この場合には、１日当たりの摂取目安量に含まれる栄養成分量が定められた上・下限値の範囲内にある必要がある。 

 コラーゲン 
 ガラクトオリゴ糖 
 ポリフェノール    など 

 13のビタミン・12のミネラル 

 糖類(単糖類、二糖類) 
 飽和脂肪酸 
 コレステロール 

 熱量（エネルギー） 
 たんぱく質 
 脂質 
 炭水化物（糖質及び食物繊維でも可）

 
 
ナトリウム

 

 絶対表示 
  （高～、～含有、～ゼロ、～控えめ等） 
 相対表示 
  （～倍、～％カット等） 

 (ビタミン) ナイアシン、パントテン酸、ビオチン、ビタミンＡ、ビタミンＢ1、 
         ビタミンＢ2、ビタミンＢ6、ビタミンＢ12、ビタミンＣ、ビタミンＤ、 
         ビタミンＥ、ビタミンＫ、葉酸 
 (ミネラル) 亜鉛、カリウム、カルシウム、クロム、セレン、鉄、銅、 
         ナトリウム、マグネシウム、マンガン、ヨウ素、リン 

 
＜適用対象＞ 
 容器包装及び 

 添付文書 

①含有量表示（栄養表示基準第２条～第４条） 

②栄養強調表示（栄養表示基準第５条～第10条） 

③栄養成分の機能表示（栄養表示基準第２条） 

図１ 我が国の栄養表示制度の概要 
 

  販売されている食品について、①栄養成分の含有量の表示（栄養成分表示）や、②｢○○ゼロ｣｢○○％カット｣など 
栄養成分を強調する表示、③栄養成分の機能を表示する場合には、健康増進法に基づき、栄養表示制度のルール 
（栄養表示基準）に従い、必要な表示をしなければならない。 

図 1　�我が国の栄養表示制度の概要
　　　�販売されている食品について、①栄養成分の含有量の表示（栄養成分表示）や、②「○○ゼロ」「○○％

カット」など栄養成分を強調する表示、③栄養成分の機能を表示する場合には、健康増進法に基づき、
栄養表示制度のルール（栄養表示基準）に従い、必要な表示をしなければならない。

Figure�1 　�Overview�of�Nutrition�Labelling�System�in�Japan



は、公衆衛生的な観点に、新たに健康や栄養に配慮した
健康・栄養政策的な観点が加わり、戦後の国民の栄養摂
取状況や社会の変化に伴う疾病構造なども踏まえ、制度
が整理されてきていることがうかがえる。

消費者が望む食品の栄養成分に関する情報も、栄養成
分が補給できる旨だけでなく、エネルギーや脂質、ナト
リウムなど、とりすぎが問題となる栄養成分について、
適切な摂取ができる旨が標示されるなど、食品も多様と
なっていった。

また、昭和 50 年以降、食品業界による任意制度とし
て、国民の食生活の改善を図る公衆衛生上の観点から、
加工食品について栄養成分表示を行う JSD（Japanese�
Special-labeling�Diet）食品制度が実施され、昭和 61 年
からは、厚生省の指導の下に、栄養成分の表示を自主的
に管理し、その適正を認定するなど、より充実した新
JSD（Japanese�Standard�of�Dietetic�Information）制度
に引き継がれた 3）。

さらに、食を通じた健康づくりに対する国民の関心の
高まりを受け、市場では、栄養成分をアピールする商品

が増加していった。このような背景もあり、平成 6 年に
は、食品衛生行政をめぐる状況の変化に対応するため、
消費者団体、生産者代業、マスコミ代表等広い範囲から
委員を選考し、食と健康をめぐる当時の環境にあった食
品保健行政の基本的なあり方について検討する「食と健
康を考える懇談会」が開催された。ここでの議論も踏ま
え、平成 7 年に栄養改善法の一部改正案がまとめられ、
消費者の健康づくりに資するような食品選択を支援する
観点から、栄養成分に関して何らか表示を行う場合に
は、主要栄養成分等に関する標準的な表示を義務づける
とともに、栄養強調表示を行う場合には、厚生省が一般
的基準を定め、その基準に合致した食品について表示を
認めるなど、包括的な栄養表示制度が導入されることと
なった 4）。

平成 21 年 9 月には、健康増進法等に基づく食品の表
示に関する法令が各所管省庁から消費者庁へ移管された
ことを受け、現在、栄養表示制度は、消費者庁において
所管し、運用しているところである。
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【昭和27年】  
栄養改善法の制定 
特殊栄養食品制度の創設 

特殊栄養食品 

栄養成分が補給できる旨の標示 

【平成３年】  
特定保健用食品制度の創設 

【平成７年】  
栄養改善法の一部改正 
          （平成８年より施行） 

・栄養強化食品に関する許可制度の廃止 
・特殊栄養食品制度の廃止 

栄養強化食品 

特殊栄養食品 

乳幼児用、病者用その他特別の用途に供する旨の標示 
【昭和22年】  
食品衛生法の制定 

 妊産婦用強化脱脂粉乳の標示許可基準制定（昭和38年） 

 低ナトリウムしょうゆ、低ナトリウムみその標示許可基準制定（昭和47年） 

 低たんぱく質パン類、マカロニ、スパゲティ・乾めんの標示許可基準制定（昭和48年）

 病者用特別用途食品に成人肥満症食調製用組合わせ食品の追加（昭和51年） 

 乳児用調製粉乳の標示許可基準制定（昭和57年） 

【平成21年】  
特別用途食品制度の改正 
消費者庁への移管 

   栄養表示基準 特定保健用食品 

◆ 米    ◆ 押麦     ◆ 食パン ◆ ゆでめん 
◆ 乾めん ◆ 即席めん ◆ みそ     ◆ マーガリン 
◆ 魚肉ハム ◆ ソーセージ 

特別用途食品制度の整理 

特別用途食品 

特別用途食品 

特定保健用食品 特別用途食品 

特別用途食品 

強化食品に関する許可対象品目の限定化 

特定保健用食品 特別用途食品 

特別用途食品 

【一部移行】 
病者用単一食品（低ナトリウム食品、低カロリー
食品、低たんぱく質食品）については、栄養表示
基準に基づく栄養強調表示で対応。 

特別の用途に適する旨の標示 

国民が日常的に摂取する食品10品に限定（昭和46年） 

乳児用調製粉乳の標示許可基準制定（昭和57

食品

一般認証 

   栄養表示基準 一般認証 

図２ 健康や栄養に関する食品表示制度の変遷 ２～４） 

大臣許可 

大臣許可 
大臣許可 

大臣許可 

長官許可 

図 2　健康や栄養に関する食品表示制度の変遷 2）~4）

Figure�2 　Changes�to�health�and�nutrition�Food�Labelling�Systems



３．�諸外国における栄養表示制度の変遷及び義
務化の動向

諸外国に目を向けると、日本とほぼ同時期の 1975 年
（昭和 50 年）に、米国において、製造業者の選択によ
る自主規制として栄養表示制度が施行されている 2）。

また、消費者の健康の保護や食品の公正な貿易の確保
等を目的として、国際連合食糧農業機関（FAO）及び
世界保健機関（WHO）により設置されているコーデッ
クス委員会において、1985 年に、栄養表示制度の基本
となる「栄養表示に関するガイドライン」5）が策定され、
栄養表示の適用範囲や定義、表示すべき事項、表示方法
等原則が規定された。

その後、国際的に慢性疾患の予防や食事・栄養との関
連が明らかにされ、深刻な慢性疾患問題を抱える米国を
皮切りに、図 3 のように各国の栄養表示の義務化が進展
していった。

さらに、WHO は、2003 年に科学的根拠に基づき、「食
事、栄養と慢性疾患の予防」6）を公表するとともに、こ
の公表を踏まえ、2004 年に「食事、運動と健康に関す
る世界戦略」（以下、世界戦略）7）を発表し、第 57 回

WHO 総会において、同戦略を採択している。これは、
増え続ける非感染性疾患が国際的に大きな負担となって
いる現状と予防に向け、世界をあげて正しい食生活、身
体活動を推進するため、食生活や身体活動について勧告
したものである。食生活について、具体的には①エネル
ギーバランスと健康的な体重の維持、②総脂肪の摂取の
制限、飽和脂肪酸の摂取から不飽和脂肪酸への切替え、
及びトランス脂肪酸の排除、③果物・野菜、豆類、全粒
穀類、ナッツ類の摂取増加、④遊離糖類の摂取の制限、
⑤全ての摂取源からの食塩（ナトリウム）について摂取
の制限及び食塩のヨウ素化を確保することなど、集団及
び個人レベルで推奨事項を示している。加えて、同戦略
では、表示について、消費者が健康的な食品選択を行う
ために、食品の内容について正確で標準化され、かつ理
解しやすい情報を求めていることや、公共における健康
への取組を強化させる上で、コーデックス規格を活用す
ることについて言及している。

以上のような動きもあり、コーデックス委員会では、
世界戦略7）の実行、実現をめざし、2007年から新たに「栄
養表示に関するガイドライン」5）の拡充作業を進めてきた。

この改定の結果、下記 2 点が修正されている（図 4）。
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栄養表示に関する世界の動向 

 

図３ 栄養表示を義務化する諸外国の状況 
 

 本図は、2011年12月時点で、各国政府機関及び信頼できる関係機関等ホームページなどに、法令等情報が
英語で掲載されていたものについて消費者庁がとりまとめたものである。 
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栄養成分表示が義務（義務化予定も含む）の国・地域

【参考：栄養成分表示が任意の国の例：EU諸国・シンガポール・スイス・タイ・日本・フィリピンなど】

図 3　栄養表示を義務化する諸外国の状況
　　　�本図は、2011 年 12 月時点で、各国政府機関及び信頼できる関係機関等ホームページなどに、

法令等情報が英語で掲載されていたものについて消費者庁がとりまとめたものである。
Figure�3 　Situation�in�countries�where�mandatory�nutrition�labelling�has�been�adopted



◦�栄養表示を行う場合、必ず表示すべき事項として、
熱量（エネルギー）、たんぱく質、糖質（炭水化物
から食物繊維を除いたもの）、脂質が挙げられてい
たが、この他、糖類、飽和脂肪酸、ナトリウムが追
加された（2011 年）。
◦�国内事情が栄養表示を支持しない場合を除き、予め

包装された食品の栄養表示を原則義務とすべきと修
正された（2012 年）。

４．�日本における栄養表示の義務化に向けた検
討と課題

日本において、栄養表示の義務化に向けた議論は、前
述したとおり、諸外国の栄養表示の義務化の進展状況
や、日本でのトランス脂肪酸の表示に関する検討の中で
進められた。

トランス脂肪酸については、大量に摂取することで、
動脈硬化等による心疾患のリスクを高めることが報告さ
れるなど、国内外でトランス脂肪酸の健康影響に関する
科学的知見が明らかにされたことから、消費者庁では、

トランス脂肪酸について、ファクトシート8）やトランス脂
肪酸の情報開示に関する指針 9）を作成、公表している。

なお、当時、諸外国の動向等を調査した結果、諸外国
では、トランス脂肪酸の表示について検討する際、トラ
ンス脂肪酸のみの議論ではなく、トランス脂肪酸を栄養
成分表示に追加するか、あるいはトランス脂肪酸を含む
栄養成分表示の義務化をどうするか検討されていること
が分かった 8）。このため、日本でもトランス脂肪酸の表
示だけでなく、まずは任意制度として運用されている現
行の栄養表示制度について検討する必要性が挙げられ
た。そこで、栄養成分表示に関する課題を整理し、その
義務化に向けた検討を進める目的で、平成 22 年 12 月
から平成 23 年７月にかけて栄養成分表示検討会が開催
されることとなった。

栄養成分表示検討会は、消費者団体代表、事業者団体
代表、学識者など 15 名からなる検討委員で構成された。
海外の栄養表示制度の現状や日本の栄養成分表示の実態
を踏まえ、主に栄養表示制度のあり方などについて検討
を行い、平成 23 年 8 月に報告書がとりまとめられた 10）。 

また、栄養成分表示検討会後、消費者基本計画（平成
22 年 3 月 30 日閣議決定（平成 23 年 7 月 8 日一部改定））11）
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項目 改正内容 改正前 
3.2  
表示栄養成分の改定 
（2011年） 

3.2 Listing of nutrients  
   3.2.1 Where nutrient declaration is applied,  
            the declaration of the following should  
            be mandatory:  
      3.2.1.1 Energy value; and  
      3.2.1.2 The amounts of protein, available  
                  carbohydrate (i.e. dietary  
                  carbohydrate excluding dietary  
                  fibre), fat, saturated fat, sodium  
                  and total sugars; and  

3.2 Listing of nutrients  
  3.2.1 Where nutrient declaration is applied,  
            the declaration of the following should  
            be mandatory: 
     3.2.1.1 Energy value; and 
     3.2.1.2 The amounts of protein, available  
                 carbohydrate (i.e. carbohydrate  
                 excluding dietary fibre) and fat; 
and 

3.1  
栄養成分表示の適用の 
改正（2012年） 

 
 

3.1 Application of nutrient declaration  
 3.1.1 Nutrient declaration should be  
           mandatory for all prepackaged foods for  
           which nutrition or health claims, as  
           defined in the Guidelines for Use of  
           Nutrition and Health Claims (CAC/GL  
           23-1997), are made. 
   3.1.2 Nutrient declaration should be  
            mandatory for all other prepackaged  
            foods except where national 
            circumstances would not support 
such  
            declarations. Certain foods may be  
            exempted for example, on the basis of  
            nutritional or dietary insignificance or  
            small packaging. 

3.1 Application of nutrient declaration  
   3.1.1 Nutrient declaration should be  
            mandatory for foods for which 
nutrition  
            claims, as defined in Section 2.4, are  
            made.  
    3.1.2 Nutrient declaration should be  
             voluntary for all other foods.  

 GUIDELINES ON NUTRITION LABELLING （CAC/GL 2-1985）                       下線：変更箇所 

図４ コーデックス委員会における最近数年の「栄養表示に関するガイドライン」の規定の改正内容について 図 4　�コーデックス委員会における最近数年の「栄養表示に関するガイドライン」の規定の
改正内容について

Figure 4 　�Recent revisions to the “CODEX GUIDELINES ON NUTRITION LABELLING”



においては、「食品衛生法、JAS 法、健康増進法等の食
品表示の関係法令を統一的に解釈・運用を行うととも
に、現行制度の運用改善を行いつつ問題点等を把握し、
検討する」ことが掲げられた。これにより、食品表示に関
する一元的な法律について、平成 24 年度中の法案提出を
目指すこととなり、平成 23 年 9 月から平成 24 年 8 月に
かけて「食品表示一元化検討会」が開催され、この中で、栄
養表示の義務化についても引き続き議論が重ねられた12）。

現在は、食品の安全性の確保や消費者の自主的かつ合
理的な選択の機会の確保を目的とした表示基準の策定を
検討するとともに、食品表示制度における現行の制度的
な課題の解決と食品表示制度の充実・強化の実現に向
け、今通常国会へ新法を提出することを目指している。

栄養表示については、消費者及び事業者双方の環境整
備の状況を踏まえつつ、原則として、全ての加工食品に
表示を義務付けるとともに、これまでは、栄養表示をし
ようとする者だけが基準の遵守義務の対象であったとこ

ろを全ての事業者に広げていくこととしている。
なお、栄養表示の義務化の議論とは別に、幅広い食品

に栄養表示をつけられるようにするため、栄養表示基準
の改正 1）, 13）を検討するとともに、今後、より多くの事
業者が栄養成分の表示値を設定していけるよう、基本な
考え方やポイント、食品特性などを踏まえた限界などに
ついて、表示値の設定方法の各種留意点をガイドライン
としてまとめる予定である。

５．表示すべき栄養成分の優先順位について

シリーズの第 1 回となる本稿では、今後対象とすべき
栄養成分の考え方について、栄養成分表示検討会におい
てどのように検証が進められたのか、振り返ってみたい。

検討会では、栄養表示が義務化されることも想定し、
表示すべき栄養成分の優先順位をどのように検討するか
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図 5-1 　表示すべき栄養成分の優先順位の選定にあたって（1）
Figure 5-1 　Determination of the listing order of nutrients on labels（1）

エネルギー

○適正体重を維持する者の割合の増加
　　・肥満は各種疾病のリスクファクター
　　・肥満予防が疾病発症の予防につながる
　　　ため、成人の肥満者の割合の減少を
　　　めざす
　　・20～60歳代男性では、肥満者の割合の
　　　増加傾向が鈍化。40～60歳代女性では
　　　横ばい

○評価は困難
　・推定エネルギー必要量
　　以上の人は約3割存在

○健康的な体重の獲得
　　・高エネルギー食品の多量摂取は体重の
      増加を促進
　　・体重増加や肥満は糖尿病や心疾患の
　　　リスクを高める

常に表示すべき
もの

ナトリウム

○成人の１日あたりの平均食塩摂取量の
　減少（10g未満）
　・高血圧予防の観点から目標値の設定
　・食塩摂取量は男女とも減少

○問題あり
　・目標量以上をとっている
　　人は7割以上存在

○塩分の摂取制限
　・ナトリウムの取りすぎは、心疾患のリスク
　　を促進
　・食塩そのものが胃がんのリスクを促進

常に表示すべき
もの
（今後、総会にて
  了承の方向へ）

脂質
（総脂肪）

○20～40歳代の1日あたりの平均脂肪
　 エネルギー比率の減少（25％以下）
　・脂肪エネルギー比率を30％超える欧米
　 では、心疾患の死亡率が高く、日系移民
   研究では、耐糖能異常他や高脂血症が
   増加し、動脈硬化のリスクが高くなると
   報告

○問題あり
　・目標量（上限）以上をとって
   いる人が約半数存在

○総脂肪からのエネルギー摂取制限
   ・飽和脂肪酸及びトランス脂肪酸の摂取
    低減をめざすため、総脂肪を制限

常に表示すべき
もの

炭水化物

○問題なし
　　・7割以上の人が目標量の
　　範囲内

○３大栄養素のひとつ
○主要なエネルギー
　 源であり、摂取割合
　 が最も多い

　・食物繊維が少なく、高度に精製された
　　炭水化物の摂取の増加は糖尿病発症を
　　促進する可能性

常に表示すべき
もの

たんぱく質

○問題なし
　・9割以上の人が推定平均
    必要量以上の量をとって
    いる

○３大栄養素のひとつ
○人間の体の組織を
　　組成する主要な
    栄養素

常に表示すべき
もの

食物繊維

○通常の食事として摂取することを推奨
　　・循環器疾患やがんの予防

○問題あり
　・目標量をとれていない人
　　が約７割存在

○食物繊維の適切な摂取
○食事からの食物繊維摂取
　・食物繊維の多量摂取は2型糖尿病患者
    の耐糖能異常を改善
  ・ほとんどの食物繊維がコレステロールを
    低下
  ・高繊維食及び全粒穀物食が冠動脈疾患
    のリスクを低下

対象とする栄養成分の選定にあたって

(２）健康・栄養に関する
基本的な知識として、

すべての国民が
知っておくべきと
考えられるもの

コーデックス
規格

　（３）国内外の科学的根拠等をもとに、対応が求められているもの（１）健康・栄養政策を推進する観点から重要度が高い栄養成分

世界戦略及びその根拠
  ５～８)＊

○：世界戦略での推奨／・その根拠

②日本人の
栄養素摂取状況から

問題があると

考えられたもの
 ４)

① 養

目標を掲げているもの（根拠及び実態を含む）
 １～３）

＊

○：健康・栄養施策上の推奨／・その根拠

※ エネルギーについては、摂取と消費のバランスが反映された栄養状態として、体重増加や肥満を指標として検討するもの

資料７

図５-１ 表示すべき栄養成分の優先順位の選定にあたって 
 

（引用）平成23年7月15日開催 第7回「栄養成分表示検討会」資料７より 

（引用）平成 23 年 7 月 15 日開催　第 7回「栄養成分表示検討会」資料７より



がまず議論となった。そこで、これまでの日本における
健康・栄養政策と栄養表示制度との整合性や、国際的な
栄養表示制度の進展等動向を踏まえ、下記に示す 3 つの
視点で、優先度の高さを判断することとした（図 5）。

特に選定基準①について、日本人の現在の栄養摂取状
況を踏まえて検討していくことの重要性が示されたこと
から、国民の栄養摂取量等を明らかにするため、毎年、
厚生労働省が実施している「国民健康・栄養調査」の調

査結果を二次利用申請した。この中で、国民の健康の保
持増進に影響を与えている栄養成分として目標が掲げら
れている栄養成分について、現在の国民の栄養摂取状況
を確認する根拠として、図 6 のとおりデータを解析し、
優先順位を検証する参考とした。

一例として、ナトリウムと脂質の分布を示す。この図
から、ナトリウムについては、目標量（上限）以上とっ
ている人が 7 割以上存在している一方、脂質について

《選定基準》
①　�我が国の健康・栄養政策において、国民の健康の保持増進に影響を与えている栄養成分として目標が掲げら

れている栄養成分のうち、国民の栄養摂取状況から、その欠乏や過剰な摂取に問題があると考えられるもの
②　�我が国の健康・栄養政策において、適正な栄養素（食物）の摂取について目標が掲げられている栄養成分の

うち、国民の栄養摂取状況から、欠乏や過剰等問題があるわけではないものの、健康・栄養に関する基本的
な知識として、全ての国民が知っておくべきであると考えられるもの

③　�我が国の現在の健康・栄養政策では目標として具体的に栄養素名が挙げられていないが、健康の保持増進の
観点から、国内外の科学的根拠をもとに、今後、我が国においても表示すべき栄養成分として検討する必要
があると考えられるもの
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図 5-2 　表示すべき栄養成分の優先順位の選定にあたって（2）
Figure 5-2 　Determination of the listing order of nutrients on labels（2）

飽和脂肪酸

○問題あり
　・目標量の範囲外の人は
    約半数存在

○飽和脂肪酸の摂取から不飽和
   脂肪酸へ切り替え
○飽和脂肪酸の摂取量の低減

常に表示すべき
もの
（追加が決定）

トランス脂肪酸

○集団におけるトランス脂肪酸の
　 平均摂取量を最大でも総エネ
　 ルギー摂取量の１％未満に
○トランス脂肪酸の排除
　・トランス脂肪酸の取りすぎは心疾患の
　 リスクを促進。

摂取状況等が
公衆衛生上、
懸念される国は
考慮

コレステロール

○問題なし
　・8割の人が目標量をとって
　　いる

　・食事によるコレステロールは血漿コレステ
　　ロールを上昇させ、心血管疾患のリスク
　　を促進する可能性

糖類

○遊離糖類の摂取制限
　　・遊離糖類を含む飲料の多量摂取は
     体重増加を促進

常に表示すべき
もの
（追加が決定）

カルシウム

○通常の食事として摂取することを推奨
　　・循環器疾患やがんの予防

○問題あり
　・推定平均必要量をとれ
　　ていない人が約６割存在

ビタミンC

○通常の食事として摂取することを推奨
　　・循環器疾患やがんの予防

○問題あり
  ・推定平均必要量をとれて
　 いない人が約半数存在
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① 養

目標を掲げているもの（根拠及び実態を含む）
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＊

○：健康・栄養施策上の推奨／・その根拠

②日本人の
栄養素摂取状況から

問題があると

考えられたもの
 ４)

世界戦略及びその根拠
  ５～８)＊

○：世界戦略での推奨／・その根拠

コーデックス
規格

<ビタミン・ミネラル＞

カリウム

○通常の食事として摂取することを推奨
　　・循環器疾患やがんの予防

○問題あり
　・目標量をとれていない
　　人が6割以上存在

　・カリウムを多く含む食品の摂取により
  　心疾患のリスクは低下

図５-２ 表示すべき栄養成分の優先順位の選定にあたって 
 

（引用） 平成23年7月15日開催 第7回「栄養成分表示検討会」資料７より 

（引用）平成 23 年 7 月 15 日開催　第 7回「栄養成分表示検討会」資料７より
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図6 ナトリウム摂取量の分布

解析対象者:21943人（6歳以上全員）

目標量*未満:5513人 (25.1 %)
目標量*以上:16430人(74.9 %)
平均値(MEAN)::4333
標準偏差(SD):±1694
最小値:559
最大値:16161
*目標量の食塩相当量をナトリウム換算した
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図 6-1 　日本におけるナトリウム摂取状況について
	 �日本人のナトリウム摂取量データ（平成 17～19 年度の国民健康・栄養調査：6歳以上の対象者）と日本人のナ

トリウム摂取量の基準（日本人の食事摂取基準（2010 年版）：目標量）を比較した結果を示したもの。なお、目
標量（上限）は成人男性 9.0 ｇ、成人女性 7.5 ｇである。この結果から、■は目標量（上限）以上摂取していた人
であり、■は摂取量が目標量（上限）以内だった人を示しており、約 7割の人が目標量（上限）を超えていた。

Figure 6-1 　Sodium intake in the National Health and Nutrition Survey in Japan

（引用）栄養成分表示検討会報告書【参考資料７】国民健康・栄養調査データを用いた主要栄養素摂取量の分布
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図3 総脂質摂取量の分布

解析対象者:21943人（6歳以上全員）

目標量下限未満:5050人 (23.0%)
目標量範囲内：6947人 (31.7%)
目標量上限以上：9946人(45.3%)
平均値(MEAN):25 
標準偏差(SD):±7 
最小値:2 
最大値:58 
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図 6-2 　日本における脂質摂取状況について
	 �日本人の脂質摂取量データ（平成 17～19 年度の国民健康・栄養調査：6歳以上の対象者）と日本人の脂質摂取

量の基準（日本人の食事摂取基準（2010 年版）：目標量）を比較した結果を示したもの。この結果から、■は目
標量（上限）以上摂取していた人、■は目標量の範囲内で摂取していた人、■は目標量（下限）未満で摂取してい
た人を示しており、4割強の人が目標量（上限）を超えていた。

Figure 6-2 　Total fat intake in the National Health and Nutrition Survey in Japan

（引用）栄養成分表示検討会報告書【参考資料７】国民健康・栄養調査データを用いた主要栄養素摂取量の分布



は、目標範囲（上限以上、下限以下）を超える人が約半
数存在し、そのうち、4 割程度の人が目標量（上限）以
上とっていることが推測された。

このような背景もあり、健康・栄養政策において、高
血圧予防の観点から重要度が高く、現在の国民の栄養摂
取状況においてとりすぎを示す人が多数を占めるナトリ
ウムを表示すべき栄養成分の優先順位 2 番目とし、動脈
硬化等心疾患のリスクに影響し、とりすぎを示す人が約
半数存在する脂質を 3 番目としたところである。

一方、選定基準①の観点だけでは、2000 年以降の直
近数年間までの日本人の栄養摂取状況の実態を反映した
結果となるため、今後の慢性疾患の予防等、将来の健
康・栄養政策を見据えて政策を検討する場合には、国内
外問わず、明らかになっている科学的根拠も参考になる
と考えられた。そこで、選定基準③では主に海外の主要
な報告書の結果を踏まえて根拠を整理したところである

（図 5）。
食品表示一元化検討会報告書では、今後、対象となる

栄養成分について、一般表示事項（エネルギー、たんぱ
く質、脂質、炭水化物及びナトリウム）の他にも、飽和
脂肪酸や糖類なども含め、各国の義務表示の実態を踏ま
えつつ幅広く検討し、義務化施行までに対象成分を決め
ることが適当とされているが、栄養成分表示検討会にお
いて、丁寧に検証された栄養成分の優先順位も十分に有
効なデータであると考えられる。

５．最後に

栄養表示の義務化に向けた検討には、事業者が幅広い
食品に栄養表示をつけることだけでなく、消費者自身が
栄養表示の意味や具体的な活用方法を理解し、健康的な
食生活を実践していけるよう、行政は制度に関する積極
的な普及啓発を行う必要がある。

そこで、今回の連載を通じて世界の動向や調査研究結
果を読み解きつつ、消費者や事業者の視点からも実態や
課題を整理しながら、栄養表示の義務化に向けた各関係
者の今後の取組についても考えていきたい。

（※本稿は、2013 年 2 月に執筆したものです。）

今後の連載予定
　第２回：消費者の認識等実態から考える
　第３回：�事業者のこれまでの取組実態や役割か

ら考える
　第４回：�消費者の健康や食品選択に役立つ政策

づくりの観点から考える
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東京大学イルシー・ジャパン寄付講座「機能性食品ゲノミクス」は第Ⅱ期の最終年を迎えた。「機能性食品」へ
の社会的期待が高まる中で、その科学的エビデンスを検証するための産・官・学の取り組みが強く求められてき
た。呼応して、2003 年 12 月に東京大学にイルシー・ジャパン寄付講座「機能性食品ゲノミクス」が開設された。
本寄付講座は、特定の栄養素・機能性食品摂取後に体内標的組織でどのような特定遺伝子発現が生じるかを解析
し、摂取した食品因子のメリットの可能性を事前評価して学術面および産業面で貢献しようというものである。

第Ⅰ、Ⅱ期を通しての研究成果は、約 100 報の論文、300 回を超える国内外の学術講演などがあり、東京大学
「機能性食品ゲノミクス」講座は国際的にも高く評価されている。これまで本寄付講座は「機能性食品」の国内・
国際会議などにおいて数十件の招待講演をも受けている。また、海外からの研究者・技術者の研究室訪問は多く、
国際的知名度を得ていると言える。

わが国では、まもなく 65 歳以上の人々が全人口の 30 ％を超えようとしている。肥満など子供の生活習慣病も
大きな懸念材料である。こうした社会問題を考えるとき、我々の健康な人生に寄与するであろう新しい、そして健
全な（wholesome）食品の科学・技術を樹立することこそ極めて重要不可欠である。本講座の存在意義はこうした
学術面・社会面・産業面での貢献にある。

本講座の活動をさらに新しいゲノミクス・エピジェネティクスの方向で進めたく、第Ⅲ期への存続を強く希望し
ている。その活動内容を概説する。

* * * * * * * * * * * * * * * * * * * * 
<Summary>

The ILSI Japan endowed chair “Functional Food Genomics” at the University of Tokyo is going to finish its II-term 
activity.  The activity has had the background that, with an increase in social expectation for functional foods, a close 

イルシー・ジャパン寄付講座
「機能性食品ゲノミクス」の第Ⅲ期に向けて

要　旨

阿部　啓子

東京大学大学院農学生命科学研究科
イルシー寄付講座「機能性食品ゲノミクス」特任教授

東京大学大学院農学生命科学研究科
イルシー寄付講座「機能性食品ゲノミクス」特任准教授

中井　雄治

Outlook of the Third-term Action Plans 
in the ILSI Japan-Endowed Chair 
“Functional Food Genomics” 
at the University of Tokyo

YUJI NAKAI, Ph.D.
Associate Professor

KEIKO ABE, Ph.D.
Professor

ILSI Japan-Endowed Chair of
Functional Food Science and Nutrigenomics

Graduate School of Agricultural and Life Sciences
The University of Tokyo

イルシー・ジャパン寄付講座「機能性食品ゲノミクス」の第Ⅲ期に向けて

42― イルシー No.113  (2013.5)



１．はじめに

本寄付講座は、スタート時から 10 年目を迎えた。既
に延べ 50 社以上の企業との共同研究を実施している。
その成果として原著論文は 100 報以上、国内外の学会
発表も 300 回を超えた。本講座は国際的にも機能性食
品の科学的エビデンス研究のトップ集団として認識され
ている。

日本発の機能性食品科学を産官学のコンソーシアムと
して実践する本講座の活動は、学術的のみならず社会的
にも重要だと考え、第Ⅲ期の継続をお願いする次第であ
る。実際の研究・技術内容については、新しい方向性を
提案する。

日本はまもなく 65 歳以上の人口が 30 ％に達する。
そして、糖尿病やメタボリックシンドロームなどの生活
習慣病の爆発的増加など、医療費の面からも多くの問題
が生じている。本講座は生活習慣病の予防や Quality of 
Life の改善を目指した食品機能など、機能を根源的に、
しかも短期間で評価することにある。研究対象の広さ、
機能解析の深さ・正確さが求められる所以である。

本稿では、第Ⅲ期における本寄付講座の具体的な活動
計画として、研究を中心に述べたいと思う。

２．研究内容

（1）ニュートリゲノミクス解析による研究成果
食品因子の機能性は 3 つの機能が重なり合っている

（図 1）。最近、栄養性・嗜好性・生理機能性を統合的に
解析する研究に注目が集まっている。ニュートリゲノミ
クス解析による研究成果を紹介する。

industry-government-academia collaboration is required to verify scientific evidence of individual functional food prod-
ucts.  Against this backdrop, the endowed chair was founded at the University of Tokyo in December 2003.  The chair 
has been engaged in analyzing the up- or down-regulation of particular genes in target tissues after ingestion of nutri-
ents and/or functional foods and thus in assessing the potential merits or demerits of these ingested factors, in 
expectation of academic and industrial contributions. 

The accomplishments attained through I- and II-terms include more than 100 original papers and 300 presentations in 
national and international conferences, with highly satisfactory results.  In particular, the chair has been invited to in-
ternational as well as domestic congresses many times, and has also had many overseas scientists visit.  The activity of 
the chair has thus been internationally famous.  

In Japan, higher than 65-year-old people are going to exceed 30 % of the total population.  Obesity of infants and their 
lifestyle-related diseases are also of a matter of concern.  In considering these social problems, it is of pressing importance 
to make up science and technology on wholesome foods for consumersʼ healthy life.  The significance of the endowed 
chairʼs activity must lie just at this point.

To add value to this chair, we are enthusiastically looking forward to continuing its activity to III-term.  The plans 
are overviewed here.
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次世代統合食品産業 

新食品機能科学 

   

 
 

   

 
 

栄養代謝 
（情報発現） 

生体調節 
（情報変換） 

感性認知 
（情報導入） 

嗜好性も機能性も栄養性・安全性もすべて 
考慮に入れた“wholesome”の科学  

安全性 

図 1 　次世代機能性食品産業
Figure 1 　�Functional food industry for the next 

generation



・ 栄養性と嗜好性研究：亜鉛欠乏食を 1 週間摂取した
ラットは、正常食ラットに比べ 300mM NaCl を有意
に嗜好する（Biofactors, 20121））。

・ 栄養性と機能性研究：高リン食摂取ラットでは腎臓の
石灰化を生じる。その際、腎臓でのリンの排出に向け
て、SlC34a2 ナトリウム依存性リン酸トランスポー
ターが顕著に発現亢進する（PLoS One, 20122））。

・ 生理機能性と嗜好性研究：拘束ストレス下において、
リナロールを嗅がせることにより、ストレスを緩和す
ることを血中の遺伝子変動を指標に示した。また、香
りが脳の神経細胞のアポトーシスを抑制していること
がわかった（J. Agric. Food Chem., 20093）, 20104））。
第Ⅲ期では、食品因子の総合的機能性、すなわち栄養

性・安全性、嗜好性、生理機能性の全てを考慮した
“wholesome” の科学（図 1）が商品開発に重要になると
考える。しかも新しい遺伝子科学であるエピジェネティ
クスを加える。

（2）エピジェネティクス研究
機能性発現の背後には、摂取した生体の遺伝子要因の

みならず、環境要因（食歴を含む）の両者がほぼ 50：
50 で存在するとされ、前者はゲノミクスで解明される
ものの、後者はほとんど手がつけられていなかった（図
2）。ところが最近、食歴の影響（しかも世代を越えたそ

の影響）がエピジェネティクスによって解析できるよう
になった。例えば、「過剰なダイエットによるヤセの母
から生まれる子は肥満児になりやすく、栄養学的には説
明できない現象である。これは摂食が妊娠中の女性の肥
満遺伝子の発現を促進したためである」という報告（図
3）がある。以来、機能性食品科学の分野でもエピジェ
ネティクスの論文が出始めていることから、本寄付講座
でも、いままで気づかなかったこうした事象を考慮した
新たな研究貢献・産業貢献の方向を打ち出したい。

（3）ヒト介入試験に向けた取り組み
・ 第Ⅱ期では、大学や病院などの医療機関と共同研究を

行っている企業（食品素材）が数社あった。患者の組
織、とくに血液のマイクロアレイ解析を計画してい
る。ヒト介入試験では血液サンプルを用いることが予
想される。そのために動物実験におけるターゲット組
織の機能性と相関する、血液中のマーカー遺伝子を特
定し、ヒト介入試験の血液データの解析に用いて、機
能性評価する。

・ 阿部および中井が関わる神奈川科学技術アカデミー
「健康・アンチエイジングプロジェクト」5）は本年 4 月
より川崎市殿町に移り、国際医療特区構想の研究を実
施する。ここでは医療機関と連携し、ヒト介入テスト
を規制緩和の枠組みで実施することが可能となる。ま
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「親から子へ伝わるエピジェネティクス」 

環境因子 遺伝要因 

エピジェネティクス制御 
（DNA・メチル化 

  ヒストン修飾など） 

単一遺伝子変異 
SNPs 

相互作用 

肥満・生活習慣病 
体質（罹患性）の決定 

代謝関連疾患 

実験医学29 (14), 2011 

図 2 　ゲノミクス（右）とエピジェネティクス（左）
Figure 2 　Epigenetics （left） vs. genomics （right）



た、他の公益財団、東京大学ジェロントロジー機構、
東大医学部、他大学医学部との共同研究も実施できる
状況にある。

・ 本講座の目指すゴールは「機能性がどの組織・細胞に
どのような生理効果があり、そのターゲットはどのよ
うな分子なのか」を動物・細胞実験で突き止め、ヒト
介入試験におけるピンポイントの焦点を絞り込むこと
にある。つまり、ヒトにおける効果を予測することこ
そ、本講座の目指すゴールといえる。

３． 研究手法：ニュートリゲノミクス解析を起点
とするメタボローム・プロテオーム解析

（1）ニュートリゲノミクス解析
当寄付講座では、いわゆる「ニュートリゲノミクス」

の研究を、トータルで行ってきている。図 4 にニュート
リゲノミクス研究の流れを示す。データを取得する実験
の部（Wet）と、取得したマイクロアレイデータの解析
の部（Dry）に大きく分かれるが、いずれも当寄付講座
で一貫して行うことができる。実験の部については、た

だ実験を行うだけでなく、マイクロアレイ解析を熟知し
た我々ならではの実験デザインにとくに重点を置いてい
る。DNA マイクロアレイのような網羅的解析を行う場
合、実験デザインを含めた実験の部を最適化することに
よって初めて、得られる結果の精度を上げることが可能
となる。当寄付講座と企業や他の研究機関との共同研究
では、場合によってはデータをお預かりして解析結果を
お返しする、というサポートも行っているが、多くの場
合、実験デザインの検討から一緒に進めることによっ
て、成果を挙げている。また、研究を行えば最後は論文
としてアウトプットしていくのが当寄付講座にとって最
も重要なミッションとなる。当寄付講座では当然のこと
ながら、入り口の研究デザインだけでなく、出口の論文
作成についてもDNAマイクロアレイデータのまとめ方、
図表での表現の仕方まで細やかにサポートしている。

一方、解析の部については、とくに第Ⅱ期に入ってか
らは最新のバイオインフォマティクスの手法を取り入れ
ている。当寄付講座が採用している Affymetrix 社の
GeneChip® では、他のプラットフォームと異なり、一つ
の遺伝子に対して、25 mer からなる塩基配列（probe）
が通常 11 か所設定されているのが特徴である。この 11
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通常食あるいは高脂肪食を13週間投与
  Fed control diet and mated for 8 days 

雄親ラット  

 

 
 

 
・

通常食あるいは低タンパク質食を12週間投与 
 

 
Fed control diet and mated for 2 days

 

雄親マウス  

  

離乳後通常食を投与、3週齢で解剖
・脂質生成とコレステロール合成
関連遺伝子の発現が有意に増加
PPARαエンハンサー領域の低メチ

ル化 
(Carone et al. Cell 143, 2010)

仔マウス

  離乳後通常食を投与、13週齢で解剖
・インスリン分泌低下 
・グルコース耐性障害 

(Ng et al. Nature 467, 2010)

仔ラット(雌) 

エピジェネティックな 
DNAメチル化など 
として伝わる 

母親の妊娠中 

その影響が胎児に 
胎盤を介して 

なぜ痩せた親から太った子が？ 
成人になっても 

肥満体質が維持される 

例えば極端な 
ダイエット（環境因子） 

図 3 　エピジェネティクスの実例—生活習慣病と関連して
Figure 3 　An example of epigenetics in reference to lifestyle-related diseases



個の probe（probe set）の蛍光強度情報を総合評価して
その遺伝子の発現量を決定する。この過程を正規化と呼
び、「総合評価」の方法がバイオインフォマティクスの
分野で数多く提案されており、正規化手法が異なると結
果が異なることがわかっている。また、発現変動遺伝子
を決定する手法についても従来からよく使われてきた
fold change や t- 統計量をはじめ、多くの統計手法が同
様に提案されている。当寄付講座では、同じく東京大学

大学院農学生命科学研究科内にあるアグリバイオイン
フォマティクス教育研究ユニットと連携して、正規化手
法と発現変動遺伝子を見積もる方法の最適な組み合わせ
を採用してきた（図 5）。さらには、得られた発現変動
遺伝子の機能的特徴を解析する Web ツールである 
DAVID や QuickGO 等を積極的に利用し、解析のパイ
プラインを確立した。これらの解析法については、当寄
付講座に参画される企業の方を中心とした研究報告会
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1. 実験デザインの決定 

3. DNAマイクロアレイデータの解析 

4. 得られた結果の解釈・論文作成 

 文献調査（餌、飼育法、動物種） 
 予備実験 
 アッセイポイント・対象臓器の決定 

（生理・生化学データの取得、 
DNAマイクロアレイデータの取得） 

2. 動物実験・マイクロアレイ実験  表現型の解析 
 解剖・臓器摘出 
 RNA抽出 
 DNAマイクロアレイサンプル調製 
 ハイブリダイゼーション・スキャン 

 データの正規化 
 群間比較（多くの場合2群間比較） 
 発現変動遺伝子抽出 
 機能的特徴の変化の解析 

 国際誌発表 
 国内外の学会発表 

解析は世界トップ 

図 4 　ニュートリゲノミクス研究の流れ
Figure 4 　Flow of our nutrigenomics studies

  正規化法      ランキング法（二群間比較） 

 

• MAS 

• mmgMOS                     

 

• RMA 

• GCRMA 

• MBEI 

• DFW 

• FARMS 

 

WAD 

RP（Rank products） 

Kadota, K., Nakai, Y., and Shimizu, K. (2009) Algorithms Mol. Biol. 4: 7. 

図 5 　DNA マイクロアレイデータ解析手法の最適化
Figure 5 　�Optimization of DNA microarray data analyses



（2010.12.15 開催）でご紹介した他、必要に応じ個別に
指導も行ってきた。解析手法については、今後も新しい
手法や有用な Web ツールがあれば、積極的に取り入れ
ていこうと考えている。このように、これまで敷居が高
かった DNA マイクロアレイ解析のような大規模データ
を扱う手法を、実際に各研究者が使用しやすいレベルま
で咀嚼して伝えていくのも当寄付講座の使命であると考
えている。

（2）プロテオーム・メタボローム解析
これまで、ニュートリゲノミクス研究は DNA マイク

ロアレイを用いたトランスクリプトミクスが中心だっ
た。やはり対象である RNA の化学的な均質性や網羅性
を考えると、今後もそれが中心であることは変わらない
と思われる。しかし、研究がより進むにつれ、より表現
型に近いプロテオーム、メタボロームの解析は徐々に重
要性を増してきている。しかしながら、その対象物質で
あるタンパク質・代謝産物は、いずれも化学的な性質が
きわめて多様であり、またその発現量、存在量のダイナ
ミックレンジはきわめて大きく、現在の技術では（おそ
らく将来的にも）一つの実験で全てを網羅することは不
可能である。そこで、対象を絞り込んだ上で得られた一
定の集団を全て解析する、という戦略をとる必要がある。

その、対象を絞り込む際に鍵を握るのがトランスクリ
プトミクスである。DNA マイクロアレイ解析から発現
変動遺伝子群を抽出し、KEGG パスウェイ、ジーンオ

ントロジーなどのアノテーションに基づく機能解析を行
うことによって、どのような代謝経路がどういう方向へ
変動するのかが予測できる。また、発現変動遺伝子のリ
ストから、これら遺伝子の上流で動く、転写因子を中心
とした制御系の予測が可能となる（図 6）。これらの結
果を受けて、タンパク質量、酵素活性、リン酸化状態の
変化、さらには蓄積・減少が予測される代謝産物量など
をプロテオーム／メタボローム解析によって測定・確認
することにより、トランスクリプトミクスをキーとした
システムバイオロジーへの道が拓けつつある。例えば、
柿果皮抽出物を非肥満型糖尿病モデルの GK ラットに摂
取させると、インスリンシグナリング・パスウェイが活
性化することがマイクロアレイデータから推定された。
実際にインスリン受容体（IRβ）のリン酸化が亢進す
ることをウェスタンブロッティング解析から確認した

（J. Agric. Food Chem., 20116））。さらに、メタボロミクス
を得意とする他大学工学系研究科や、質量分析によるタ
ンパク質同定を専門とする研究機関との人的ネットワー
クを活かし、当研究室だけではできない研究の拡がりも
期待できる。

４．研究組織

・�イルシー寄付講座は、企業の研究のデザイン・実験計
画・実験技術・統計解析・データのとりまとめ・論文
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図 6 　食品システムバイオロジーへの道
Figure 6 　Road map to the system biology of food



発表など一連の研究をシームレスで指導する。
・ 東京大学大学院農学生命科学研究科の食品関連研究室
（味覚、脂質代謝、免疫など）、食の安全研究センター
（腸管消化・吸収、プレ・プロバイオティクスなど）、
アグリバイオインフォマティクス（統計解析など）、
そして東大病院（老年科、糖尿病、血管疾患、感覚な
ど）と共同研究を進める体制にある（図 7）。

・ 企業の若手研究者の育成に努める。受託研究員の受け
入れ、研究・論文作成、国内外の学会発表の指導など
を積極的に行う。既に論文博士の学位授与者は 10 名
以上に及んでいる。

５．おわりに

「機能性食品ゲノミクス」講座はこれまでの実績に立
ち、さらに先端的な学術データを得ることにより、ます
ます世界の「機能性食品科学」のリーダー機関として発
展し、社会に真の機能性食品を開発し提供するための科
学的エビデンスを呈示することを目指している。

何卒、第Ⅲ期寄付講座の継続にご高配・ご助力賜りた
くお願いする次第である。
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図 7 　イルシージャパン「機能性食品ゲノミクス」の多様な活動
Figure 7 　Versatile activities of ILSI Japan-endowed chair “Functional Food Genomics”
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Report of the 6th Asian Conference on 
Food and Nutrition Safety

The 6th Asian Conference on Food 
and Nutrition Safety

山口　隆司
ILSI Japan 事務局長

On November 26-28, 2012, ILSI Southeast Asia Region （ILSI SEA Region） together with its co-organizer, the 
Agri-Food & Veterinary Authority of Singapore （AVA）, Organized the 6th Asian Conference on Food and Nutrition 
Safety at the Raffles City Convention Centre in Singapore.  Several other local and international organization, 
including the Commonwealth Scientific and Industrial Research Organisation （CSIRO） of Australia, National 
Environment Agency （NEA） of Singapore, International Commission on Microbiological Specifications for Food 

（ICMSF） and Singapore Workforce Development Agency （WDA）, also porovided their support to the conference.
The theme of this edition of the conference was “Minimizing Risks, Maximizing Benefits -A Role for Food 

Safety and Nutrition”, highlighting the increasing awareness in Asia of the complexities and needs for considering 
both the risks and benefits when assessing food and nutrition safety concerns.  The conference was well attended 
by more than 350 participants representing academic, government and industry stakeholders from 25 countries 
across Asia and beyond.

RYUJI YAMAGUCHI, Ph.D.
Executive Director

ILSI Japan

１．はじめに

ILSI 東南アジア支部（ILSI Southeast Asia Region）
では、4 年に一度 Food and Nutrition Safety に焦点を当
てた会議を開催しており、今回はその 6 回目にあたる。
2012 年 11 月 24 日～29 日、シンガポールで開催された
第 6 回 Asian Conference on Food and Nutrition Safety

（ACFNS）のテーマは「リスクの最小化、ベネフィッ
トの最大化－食品安全と栄養における役割」であった。
この会議は、ILSI の創設者である Alex Malaspina が、
ILSI Japan に対して栄養とエイジングの会議を創立 10
周年（1991 年）の記念イベントとして提案した同時期

（1990 年）に、東南アジアに対しても同様に国際会議の

提案をしたのが発端と考えられる。今回の会議では、次
のことに焦点を当てている。①食品安全並びに公衆衛
生、流通、食品安心への係わり合いの世界的な状況、②

Summary
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リスク評価、リスク管理、リスクコミュニケーションを
通じてどのようなリスクが考えられるのか、③事例を示
しながら食品のリスクとベネフィットのバランスを取る
こと、④微生物学的食品安全におけるリスク評価、⑤食
品包装や接触材の安全性評価、⑥新技術と食品安全、⑦
消費者に対する食品安全リスクコミュニケーション。

本会議には、ILSI Family として、欧州、韓国、中国、

日本の事務局長、並びに研究財団からの参加があった。
スピーカーとしては、東南アジア以外にも米国、欧州、
日本そして、WHO、FAO の東南アジア地域事務所から
の参加を得ており、総勢 350 名を数えた。日本からは、
国立医薬品食品衛生研究所の河村先生にビスフェノール
の評価について講演をお願いした。

本会議の概略を下記に示す。

プログラム
11 月 26 日（月）

08：30 - 08：40 Introduction
Mr. Geoff Smith, President, ILSI Southeast Asia Region

08：40 - 08：50 Welcome Remarks
Ms. Tan Poh Hong, CEO, Agri-Food & Veterinary Authority Of Singapore （AVA）, Singapore

08：50 - 09：10 Keynote Address & Official Opening
Dr. Maliki Osman, Senior Parliamentary Secretary, Ministry of National Development, Singapore

09：10 - 09：35 Nutrition, Food Safety and Public Health in Asia
Dr. Tommaso Cavalli-Sforza, World Health Organization Regional Office for the Western Pacific （WHO 
WPRO） Philippines

Opening 
Plenary 

The Global Context of Food and Nutrition Safety
Chaired by: Dr. Aman Wirakartakusumah,Bogor Agricultural University

10：05 - 10：30 Role of Food Safety and Nutrition in Food Security
Dr. Iddya Karunasagar, Food and Agricultural Organization of the United Nations （FAO）, Italy

10：30 - 10：55 “Whole of Chain” Approach to Managing Safety of Foods of Animal Origin
Prof. Martyn Jeggo, Commonwealth Scientific and Industrial Research Organisation （CSIRO）, Australia

10：55 - 11：20 Codex Alimentarius – Fostering Harmony for Better Food Safety
Mr. Sanjay Dave, Chairperson, Codex Alimentarius Commission （CAC）

11：20 - 11：45 Meeting Emerging Food and Nutrition Safety Challenges
Dr. Anthony Huggett, Nestle Quality Assurance, Switzerland

Plenary 
Session 2

Defining “Risk” in Food Safety 
Chaired by: Dr. Sonsak Srianujata, Mahidol University, Thailand

13：00 - 13：25 Overview on Risk Analysis in Food Safety
Dr. Junshi Chen, China National Centre for Food Safety Risk Assessment

13：25 - 13：50 GUIDEA – A New Tool for Exposure Assessment
Prof. Diana Banati, ILSI Europe, Belgium

13：50 - 14：15 Applying Risk Assessment Outcomes to Establish Food Standards
Dr. Peter Abbott, Biosearch Consulting, Australia

14：15 - 14：40 Aligning Safe Food Production to Risk - Based Food Safety Management
Dr. Leon Gorris, Director for Foods Regulatory Affairs, North Asia, Unilever, Shanghai, China

Plenary 
Session 3

Communicating Food Safety Risks
Chaired by: Prof. Lynn Frewer, Newcastle University, UK

15：25 - 15：35 Risk Communication Within the Risk Analysis Framework
Prof. Lynn Frewer, Newcastle University, UK

15：35 - 16：00 Risk Perception and Food Safety - A study on the perceived risks associated with using recycled 
water in food products
Dr. David Cox, Commonwealth Scientific and Industrial Research Organisation （CSIRO）, Australia

16：00 - 16：25 Food-Risk Benefit Communication: A Systematic Review
Dr. Mary Brennan, Newcastle University, UK

16：25 - 16：50 Communicating Food Safety Risks - The Hong Kong Experience
Dr. Yuk-Yin Ho, Hong Kong Centre for Food Safety （CFS）, China

16：50 - 17：15 Risk Communication for Complex Food Safety Issues
Ms. Lorraine Belanger, Food Standards Australia New Zealand （FSANZ）, Australia
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11 月 27 日（火）
Concurrent 
Session 1

Balancing Risks and Benefits of Food
Chaired by: Prof. Pingfan Rao, IUFoST

08：30 - 08：55 Benefit - Risk Assessment in Foods （BRAFO）
Dr. Alessandro Chiodini, ILSI Europe, Belgium

08：55 - 09：20 Risks and Benefits of Mandatory Folic acid Fortification
Dr. Mark Lawrence, Deakin University, Australia

09：20 - 09：45 Benefits and Risks of the Use of Chlorine-Containing Disinfectants
Prof. Gary Dykes, Monash University, Malaysia

Concurrent 
Session 2

Managing Food Safety Risks at the Retail Level
Chaired by: Mr. Derek Ho, National Environment Agency, Singapore

08：30 - 08：55 Initiatives to Support Risk Management for Retail Food Safety in Asia
Ms. Shashi Sareen, FAO Regional Office for Asia and the Pacific, Thailand

08：55 - 09：20 Managing Retail Food Safety: The Singapore Story
Assoc. Prof. Lee Ching Ng, National Environment Agency, Singapore

09：20 - 09：45 Assuring Food Safety at Retail Level in the Philippines
Dr. Mario Capanzana, Food and Nutrition Research Institute, Philippines

Concurrent 
Session 3

Chemical Food Safety
Chaired by: Dr. Frederic Aymes, Nestle, Singapore

10：35 - 10：55 3-MCPD Esters in Edible Oils – Current Knowledge
Dr. Nuzul Amri Ibrahim, Malaysian Palm Oil Board, Malaysia

10：55 - 11：15 Phthalates in Food – Risk Assessment and Risk Management
Dr. Thierry Cachet, International Organization of the Flavor Industry （IOFI）, Belgium

11：15 - 11：35 Evaluation of Artificial and Natural Food Colours – Recent Developments in Europe
Dr. John Gilbert, Food Life, Turkey

11：35 - 11：55 Arsenic Contamination in Food & Water
Prof. Jack Ng, The University of Queensland, Australia

Concurrent 
Session 4

Microbiological Food Safety
Chaired by: Mr. Leslie Phua, Agri-Food and Veterinary Authority, Singapore

10：35 - 10：55 Review of Microbiological Food Safety Issues in Southeast Asia
Dr. Ratih Dewanti-Hariyadi, Bogor Agricultural University, Indonesia

10：55 - 11：15 Managing Microbiological Food Safety in China
Prof. Xiumei Liu, China National Center for Food Safety Risk Assessment, China

11：15 - 11：35 Risk of Norovirus Transmission Linked to the Consumption of Raw Vegetables
Prof. Son Radu, Universiti Putra Malaysia, Malaysia

11：35 - 11：55 Microbiological Risk Assessment and Food Safety Management in Product and Process Design
Mr. Suchart Chaven, PepsiCo, UAE

Concurrent 
Session 5

Mycotoxins in the Food Chain
Chaired by: Prof. Warapa Mahakarnchanakul, Kasetsart University, Thailand

13：20 - 13：45 Overview of Mycotoxins in the Food Chain
Dr. Nai Tran-Dinh, CSIRO, Australia

13：45 - 14：05 Climate Change and Potential Impact on Mycotoxin Contamination in Food
Dr. Hyang Sook Chun, Korea Food Research Institute, Korea

14：05 - 14：25 Controlling Aflatoxins in the Food Chain – The Indonesian Experience
Prof. Endang Rahayu, Gadjah Mada University, Indonesia

14：25 - 14：45 Framework for Managing Mycotoxin Risks in the Food Industry
Mr. Robert Baker, MARS Incorporated, Thailand

Concurrent 
Session 6

Analytical Issues in Food Safety
Chaired by: Dr. John Gilbert, FoodLife International

13：20 - 13：45 Addressing the Emerging Risk of Food Fraud
Dr. Markus Lipp, UP Pharmacopeial Convention, USA

13：45 - 14：05 The Role of Analytical Science in Food Authentication
Ms. Yun Wei Yat, Health Sciences Authority, Singapore
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14：05 - 14：25 Accelerating Workflows for High-throughput Screening of Food Contaminants
Ms. Sandy Nargund, Shimadzu Asia Pacific, Singapore

14：25 - 14：45 GC/MS and LC/MS Solutions for Food Safety Analysis – Screening Potential Threats
Dr. Hans-Joachim Hubschmann, Thermo Fischer Scientific Asia Pacific, Singapore

Concurrent 
Session 7

Current Issues for Nutrition Safety in Asia
Chaired by: Dr. Mario Capanzana, Food and Nutrition Research Institute, Philippines

15：30 - 15：55 Setting Tolerable Upper Intake Levels – Approaches and Challenges
Dr. Songsak Srianujata, Mahidol University, Thailand

15：55 - 16：20 Trans-fatty Acids – Dietary Exposure in China
Dr. Zhaoping Liu, China National Center for Food Safety Risk Assessment, China

16：20 - 16：40 Interactions of Probiotics and Mycotoxins – Benefits to Human Health?
Assoc. Prof. Hani El-Nezami, University of Hong Kong, China

Concurrent 
Session 8

Climate Change, Water and Sustainability Issues for Food Safety
Chaired by: Ms. Shashi Sareen, Food and Agriculture Organization of the United Nations

15：30 - 15：55 Food Safety Challenges due to Climate Change
Prof. Ki-Hwan Park, Chung-Ang University, Korea

15：55 - 16：20 The Role of Water in Food Safety and Security
Dr. Mathew Lau, Nanyang Polytechnic, Singapore

16：20 - 16：40 Guidance for Efficient Water Use in Bottling Facilities for Food and Beverage Industry
Dr. Richard Canady, ILSI Center for Risk Science Innovation and Application, USA

Oral Presentation 
Sessions

Session 1: Food Safety Research in Asia （i）
Chaired by: Dr. Myeong-Ae Yu, ILSI Korea

16：55 - 17：55 Oral Presentations
Oral Presentation 
Sessions

Session 2: Food Safety Research in Asia （ii）
Chaired by: Dr. Alessandro Chiodimi, ILSI Euroope

16：55 - 17：55 Oral Presentations

11 月 28 日（水）
Plenary 
Session 4

Emerging Technologies and Food Safety
Chaired by: Dr. Ryuji Yamaguchi, ILSI Japan

08：30 - 08：50 Food Irradiation – Opportunities and Challenges
Prof. Purwiyatno Hariyadi, Southeast Asia Food and Agriculture Science and Technology（SEAFAST） 
Centre, Bogor Agricultural University, Indonesia

08：50 - 09：10 Nanotechnology in Food – Current Status, Issues and Approaches to Safety Assessment
Dr. Alessandro Chiodini, ILSI Europe, Belgium

09：10 - 09：30 Measuring Absorption of Engineered nanomaterial （ENM）- A Critical First Step in Safe Development 
of ENM for Food Applications
Dr. Richard Canady, ILSI Center for Risk Science Innovation and Application, USA

09：30 - 09：50 Factors Influencing Malaysian Public Attitudes to Agro-Biotechnology
Assoc. Prof. Latifah Amin, Universiti Kebangsaan Malaysia, Malaysia

09：50 - 10：10 Consumer Response to Emerging Food Technologies
Prof. Lynn Frewer, Newcastle University, UK

Plenary 
Session 5

Technological Innovations to Improve Food Safety
Chaired by: Dr. Leon Gorris, Unilever, China

10：55 - 11：15 Emerging Non-Thermal Technologies for Improving Microbial Quality and Safety of Juice Products
Asst. Prof Hyun-Gyun Yuk, National University of Singapore, Singapore

11：15 - 11：40 Interventions for the Elimination of Pathogens in Low Moisture Foods
Dr. Linda Harris, University of California-Davis, USA

11：40 - 12：00 “Non-targeted Food Safety Screening: A New Approach for Food Safety Risk Profiling and Regulatory 
Controls”
Dr. Yuansheng Wu, Agri-Food & Veterinary Authority of Singapore, Singapore

12：00 - 12：25 Application of “Omics” Technologies in Food Safety
Dr. Kari Gobius, Commonwealth Scientific and Industrial Research Organisation （CSIRO）, Australia

The 6th Asian Conference on Food and Nutrition Safety

イルシー No.113  (2013.5)  ― 53



２．会議概略（抜粋）

（1）第一日目（11 月 26 日（月））
第一日目は、全体会として、下記報告がなされた。

Introduction
Mr. Geoff Smith,

President, ILSI Southeast Asia Region
ILSI 東南アジア支部会長の Geoff は、世界の人口動

態（2050 年には、全世界で 92 億人、そのうち 60 ％は、
インド、中国、東南アジア）を考慮するとアジア地域の
重要性が増すことを紹介。さらに、これまでの ACFNS
の歴史概略を紹介した。

Nutrition, Food Safety and Public Health in Asia
Dr. Tommaso Cavalli-Sforza,

World Health Organization Regional Office for the 
Western Pacific （WHO WPRO） Philippines

WHO の 21 世紀開発目標の中心的な課題となってい
るのが、栄養と食品安全の改善である。2010 年のデー
タでは、全世界で 9 億人の栄養不良のうちアジアパシ
フィック地域で 6 億弱を占めている。ただし、5 歳未満
児の栄養不良がこの 20 年、各国で確実に減少している。
また、低出生体重は妊産婦の低栄養に関係しており、新
生児の低栄養による内臓疾患を抱え、成長後の非感染性
疾患の大きなリスクになっている。また、妊産婦と子供
の栄養不良は、世界的に疾病の原因の 11 ％に及んでお

Plenary 
Session 6

Safety of Food Packaging and Contact Materials
Chaired by: Dr. Ali Lee Ch’ng, Agri-Food and Veterinary Authority, Singapore

13：45 - 14：15 Risk Assessment of Food Packaging and Contact Materials
Dr. Forrest Bayer, Coca-Cola, USA

14：15 - 14：40 Bisphenol A in Canned Food
Dr. Yoko Kawamura, National Institute of Health Sciences, Japan

14：40 - 15：00 Meeting Food Packaging Regulatory and Safety Requirements – A French Initiative
Mr. Alain Bebius, ANIA - CLIFE, France

15：00 - 15：20 Current Status of Regulations and Standards for Food Contact Materials in ASEAN
Ms. Sumalee Tangpitayakul, Department of Science Services, Ministry of Science and Technology, 
Thailand

Closing 
Plenary

Future Directions for Managing Risks and Benefits for Foods
Chaired by: Dr. Paul Chiew King Tiong, Agri-Food and Veterinary Authority, Singapore

16：00 - 16：20 Role of Science in Enhancing Food Safety and Stability
Dr. Kari Gobius, CSIRO, Australia

16：20 - 16：40 Translating Traditional Knowledge on Asian Foods into Future Food Solutions for the World
Prof. Pingfan Rao, International Union of Food Science and Technology （IUFoST）

16：40 - 17：00 Building Risk Assessment Capacities to Minimize Risks and Maximize Benefits in Foods
Dr. Roy Sparringa, National Agency for Drug and Food Control, Indonesia

17：00 - 17：30 Panel Discussion on ‘Future Directions for Managing Risk and Benefits for Foods ’
17：30 - 17：40 Closing Remarks
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開催年 場所 テーマ

1990 年 クアラルンプール
（マレーシア） 1990 年代の挑戦（The Challenge of The ‘90s）

1994 年 バンコク（タイ）

2000 年 北京（中国） 新世紀にむけての栄養改善と食品安全
（Improving Nutrition and food safety for the New Millenium）

2004 年 バリ（インドネシア）
食品と栄養安全における新たな案件とそれらの科学、健康、経済への影響

（Emerging Food and nutrition Safety Issues and their Impact on Science, 
Health safety and Economics）

2008 年 セブ（フィリピン） 科学に基づく解決─継続活動─
（Science-based Solutions -Sustainable Action-）



り、西太平洋地域で毎年 16 万人以上の子供が亡くなっ
ている。食物、水に起因する下痢により毎年 220 万人
が亡くなり、そのうち 190 万人は子供である。低体重
問題、母乳保育、ビタミン・ミネラル・ヨウ素、亜鉛、
葉酸不足等の解決が必要である。食品安全や栄養に関し
て各国が政策やプログラムに取り入れるようになってき
たが、残された栄養不良の軽減、社会部門間格差の軽
減、肥満や非感染性疾病の恐れの増大を制御することが
重要である。

Opening Plenary Sesssion: The Global Context of 
Food and Nutrition Safety

Chaired by: Dr. Aman Wirakartakusumah,
Bogor Agricultural University

Role of Food Safety and Nutrition in Food Security
Dr. Iddya Karunasagar,

Food and Agricultural Organization of the 
United Nations （FAO）, Italy

1992 年から FAO/WHO 共同で、栄養に関する世界宣
言で、「栄養学的に十分で安全な食品へのアクセスは、
基本的な個人の権利である」と述べている。現在、地域
によって栄養不良者の数が大きな問題となっているが、
今後の人口増加を見込むと、食糧生産自体の増加と食料
廃棄（13 億トン）の減少を考える必要がある。それには、
基本的なインフラ、輸送システム、冷蔵設備の整備が急
務となる。同時に WHO と FAO が共同で進めている食
品の規格・基準、作業実施規範の設定により、食品の安
全を維持する作業が重要である。FAO では、食品安全
の管理における弱点の確認、食品連鎖における成功事例の
応用を推進する戦略立案、そして国家、国際間の食品安全
要求事項の保証をステークホルダーとともに進めている。

 “Whole of Chain ” Approach to Managing Safety of 
Foods of Animal Origin

Prof. Martyn Jeggo,
Commonwealth Scientific and Industrial Research 

Organisation CSIRO, Australia
食品は、広範囲の感染症伝搬の主要媒体の一つであ

る。これらの感染症防御能は、より複雑になりつつある。
その生産や販売システムが統合され、製品流通が国際

レベルになるにつれ、そのリスクは同様に増加してきて
いる。これまで食品由来感染症の食品安全リスクは全て

の農産物に適用されてきたが、その大部分は家畜由来の
製品に起こっている。これまで食品安全リスクは、農場
を出てからのプロセス（post-farm）に焦点を当ててい
たが、最近では、農場での活動（on farm）で、汚染物
質や化学物質より家畜自体に影響する病原菌に焦点を当
てている。

CSIRO は、豪州の主要な国立研究機関として農場で
の家畜研究を進めてきた。本分野での研究価値を最大化
し、食物連鎖でのリスク管理結果を推進するため担当部
局の統合を進めてきた。食品安全における完全性とト
レーサビリティーの確保を目指し、①安全な食品に対す
る評判と要求を維持するシステム、②新たに浮上する脅
威に対応するための戦略的研究能力、③食物由来疾病の
減少、公衆衛生への最大限の影響を持って重点的に取り
組む、④食品供給連鎖とプロセス革新における安全性の
支持と確保、⑤農場におけるバイオセキュリティー・リ
スク管理の支持、を推進するため、新しい部局 CAFHS

（CSIRO Animal, Food and Health Sciences）を設置した。

Codex Alimentarius – Fostering Harmony for Better 
Food Safety

Mr. Sanjay Dave,
Chairperson,

Codex Alimentarius Commission （CAC）
Codex は、来年 50 周年を迎える。1963 年当時、世界

の人口は 32 億人であったが、2011 年に 70 億人に到達
した。その 70 ％は、発展途上国に住んでいる現状であ
る。食品の消費量もその期間で 2 倍強に膨れ上がって
きた。食品安全に対処しながら食品生産も大幅に増大さ
せてきた。同時に食品の国際貿易の増大を導いてきた。
大きな変化の中、Codex としては、①食品規格、②実施
規則、③ガイドライン、④協同作業を通じた合意形成、
⑤メンバー国に対する Codex の関連性、等について議
論し、採択している。開発途上国に関連する問題とし
て、メラミンやダイオキシン、農産物中のマイコオキシ
ン、重金属（担当部会：CCCF（以下同様））、食品添加
物の一般基準（CCFA）、食品中のウィルス管理、実施
規則（CCFH）、食品管理システム（CCFICS）、リス
ク分析原則（CCGP）、有機製品の詐称（CCFL）等が
挙げられる。現在 Codex で議論されている問題として
は、① Codex の 2014 年～2019 年戦略計画、② Private 
Standard（高い要求の私企業間規格）の取り扱い、③発
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展途上国からの Codex 参加、④ Codex 会議の共同ホス
ト、⑤動物飼料、動物薬、等が挙げられる。将来の課題
として、①生産方式変更、②技術革新、③消費者利益の
変化、④予期せぬ食品安全リスク、⑤経済不正、⑥気候
変動、⑦ Private standard の蔓延、等が考えられる。そ
の解決策として、Codex との協調、例えば、①輸入食料
品監視、②国家規格未設定への援助、③食品安全プロセ
スの標準化、④消費者の健康安全の総合開発、⑤プロセ
ス等価性の促進、⑥先進国市場への輸出促進、等が考え
られる。開発途上国がすべきことは、①能力開発の必要
性確認、② Codex と基準を協調して強力にする、③ガ
イダンス文書の導入、④トレーサビリティーの実践、検
査所の増強、⑤食品安全教育の導入、⑥ Codex におけ
る活発な役割を担う、等である。

Meeting Emerging Food and Nutrition Safety Chal-
lenges

Dr. Anthony Huggett,
Nestle Quality Assurance, Switzerland

安全な食品は、ますます複雑で相互依存の地球的食品
システムに依存している。新しい現実への課題として、
①経済粗悪化のリスク増加を導く原材料の圧迫、②デー
タ分析の進歩によって強化される、より精度の高く、簡
単で、手頃な分析方法、③ガイドラインの欠如、または
非調和ガイドライン、④食品安全への増加する懸念、⑤
デジタルメディアを通じた食品安全性に関する問題の即
時国際化、が考えられる。原材料の粗悪化リスクの増加
に向けた対応が必要（例えば食品に存在する超微量の化
学物質や生物由来物質の検出を可能にする、より高感度
な分析法による食品安全基準のハーモナイゼーションが
現在は欠如しているので、それに対応する必要がある）。
食品供給連鎖の全てを理解し管理する必要性がある。

Plenary Session 2: Defining “Risk” in Food Safety
Chaired by: Dr. Sonsak Srianujata,

Mahidol University, Thailand
Overview on Risk Analysis in Food Safety

Dr. Junshi Chen,
China National Centre for Food Safety Risk Assessment
リスク分析フレームワーク（リスク評価、リスク管理、

リスクコミュニケーション）の歴史的背景、Hazard と Risk
の違い、リスク評価の重要性、暴露評価について紹介。

国際的なリスク評価団体【JECFA（FAO/WHO 合同
食品添加物専門家会議）、JMPR（FAO/WHO 合同残留
農薬専門家会議）、JEMRA（FAO/WHO 合同微生物学
的リスク評価専門家会議）】、特に JECFA を例にとり、
その役割とリスク管理を行なう Codex の部会（CCFA、
CCCF、CCRVD）との関係について説明。また、地域、
国レベルのリスク評価団体にも言及。

GUIDEA – A New Tool for Exposure Assessment
Prof. Diana Banati,

ILSI Europe, Belgium
ILSI Europe の新事務局長として会議に初参加。ILSI 

Europe の組織、Task Force 活動概況について説明。
次に、1995年に活動を開始した Food Intake Methodology 

Task Forceが進めている GUIDEA（Guidance for Dietary 
Exposure Analysis）活動を紹介。リスク評価をする際、
正確な摂取量（暴露量）を算出することは重要である。
ILSI Europe では、1991 年から本テーマに取り組んで
いる。この GUIDEA は、食品中に存在する広範囲の化
学物質の暴露評価を可能にする実際の手引書を作成する
ことを目標にしている。この活動は、暴露評価において
簡潔なガイダンスを提供し、ステークホルダーの貴重な
情報源となりうるものである。現在、インターネットを
使った実用レベル段階に来ており、2011 年の 11 月 29
～30 日にワークショップを開催し、広く専門家の意見
を聞く機会を得た。その意見を更なる改良につなげ、最
終形態でのwebsite立ち上げを2012年10月に完了した。
その会議での反響は、
◦�Webisite は、リスク管理者や他のステークホルダー

にとって有効な資源となり得る。
◦�GUIDEA は、規制当局にとって重要な情報源となる

であろう。
◦�他の関連ステークホルダーの活動にリンクしているの

で、暴露評価の初心者にとって有効なツールである。

Aligning Safe Food Production to Risk - Based Food 
Safety Management

Dr. Leon Gorris,
Director for Foods Regulatory Affairs, North Asia, 

Unilever, Shanghai, China
Unilever の紹介の後、企業における微生物リスク評

価（MRA: Microbial Risk Assessment）の関連性、食
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品安全の管理。MRA 技術を用いた製品イノベーション
の支援について紹介。SEAC（Safety & Environmental 
Assurance Center）という部署が、自社の製品、生産に
関して保証、サポートを行っている。独立した安全評価
は、ヒトの安全、環境への配慮を保証する一環として考
えられており、その決定は、商業的な配慮とは独立した
ものと位置付けられている。

MRA は、 農 場 か ら 口 に 入 る ま で（Farm to Fork 
Chain）の一連のステージでのリスク評価が必要。新し
いコンセプトとして、リスクベースの判定基準（risk 
based metrics）が考えられている。この中には、適正な
防御水準（ALOP: Appropriate Levels of Protection）、
食品安全目標（FSO: Food Safety Objective）、パフォー
マンス目標（PO: Performance Objectives）、そして、
性能基準（PC: Performance Criterion）といった項目
が含まれている。ALOP や FSO というのは、権限のあ
る国家機関に一意的に定められる。一方、PO や PC は、
政府が設定した FSO 基準に見合うように農場から口に
入るまでの一連のステージに沿った食品安全管理システ
ム作成の一部として企業によって設定される。現在、多
様な新しいコンセプトが設計段階であり、作業実施過程
での実用性については、正に議論の最中である。

Plenary Session 3: Communicating Food Safety Risks
Chaired by: Prof. Lynn Frewer,

Newcastle University, UK
Risk Communication Within the Risk Analysis Frame-
work

Prof. Lynn Frewer,
Newcastle University, UK

リスク分析過程におけるリスクコミュニケーションの
位置づけについて総括。過去の出来事として、BSE 問
題と一般大衆のリスク認識について紹介。現在から今後
の事項として、① GM 技術、②ニュートリゲノミクス
とパーソナライズ栄養、③ナノテクノロジー、④構成的
生物学（Synthetic Biology）等が挙げられる。

Risk Perception and Food Safety - A study on the 
perceived risks associated with using recycled water 
in food products

Dr. David Cox,
Commonwealth Scientific and Industrial Research 

Organisation （CSIRO）, Australia
リスク認識は、バイオテクノロジー支持、環境問題、

疾病リスクスクリーニング、ワクチン接種や食品安全と
いった広範囲にまたがる行動に影響を及ぼす。食品リス
クとしては、①微生物学的（細菌）、②技術的（広範囲
のバイオテクノロジー）、③化学的（残留）、④汚染物質、
添加物、保存料、がある。

リスクの考え方（容認の可否）の事例として、例えば
ミートボールの製造に再生水を用いる場合、再生水は床
掃除にだけ用い、器具洗いや材料には再生水は用いない
ケース、再生水は床掃除と器具洗いまで用いるが、材
料には用いないケース、あるいは床掃除・器具洗い・
材料にまで再生水を用いるケース等が考えられる。そ
うした再生水の使用条件と、どんな種類の肉を用いる
か（Angus か Regular か）、脂肪含量の多少、値段の高
低等、さまざまな条件を組み合わせて選択し、どの条件
の組み合わせなら容認できるかという消費者の容認条件

（消費者の嗜好）を検討した。仮の結果として、再生水
使用の場面が、食事摂取に近いことと否定的情動との線
形応答が見られる証拠は無かったが、追加の試験が必要
である。ただし、信頼ある研究所内での結果でも否定的
情動の証拠はほとんど見られてない。食品リスクへの一
般的な方法として、次のことを考慮すべきである。①質
問の仕方、②経済学、心理学、感覚、消費者科学、③市
民ではなく消費者として扱う、④トップダウン判定では
なく、ボトムアップ判定、⑤仮想シナリオではなく経験
に基づく、等。

Food-Risk Benefit Communication: A Systematic 
Review

Dr. Mary Brennan,
Newcastle University, UK

ILSI EuropeConsumer Science Task Force が 進 め
てきた “Food Risk-Benefit Communication”に関する
Systematic Review について紹介。2011 年 9 月に文献検
索を行い、369 報の論文がヒットし、基準に従い 205 の
論文をピックアップし、そのうち 199 文献を入手。次
のステップとして、主分類を含む 9 つのコード体系に照
らし合わせ、全てのコード体系を含む 57 論文を選択し、
論文内容を評価した。
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Communicating Food Safety Risks - The Hong Kong 
Experience

Dr. Yuk-Yin Ho, 
Hong Kong Centre for Food Safety（CFS）, China

香港は、中国から大量の農産物、家畜を輸入してい
る。また、りんごを例に取ると、輸入先は中国、欧州、
米州、オセアニア、東南アジア、日本、南アフリカと全
世界にわたる。多くの国とのかかわりを持っている。

リスクコミュニケーションとは、リスク評価者、リス
ク管理者、そして他の利害関係者間のリスクに関する情
報、意見交換の相互作用の過程である。そういった状況
下、効果的なリスクコミュニケーションを行なうための
7 つの原理について紹介。
 1）�正当なパートナーとして、一般市民、顧客を認め、

関わる。
 2）�市民や顧客の特別な心配に耳を傾ける。
 3）�正直であれ、率直であれ、公平であれ。透明性を持て。
 4）�メディアの要望に沿う。
 5）�はっきりと思いやりを持って話す。
 6）�確かな情報筋と連携し協調する。効果的に連絡する。
 7）�注意深く計画を立て、業績を評価する。

上記の原理で取り組むことにより、香港 CFS は、産
官学協調を通じて、食品安全の推進において顧客と市民
に対して積極的に関与している。

（2）第二日目（11 月 27 日（火））
第 二 日 目 は、Concurrent Session が 開 催 さ れ た。

Session 1 は、食品摂取におけるリスクとベネフィット
の考え方、その釣り合いのとり方に焦点を当てたセッ
ションであった。

Concurrent Session 1: Balancing Risks and Benefits 
of Food

Chaired by: Prof. Pingfan Rao
International Union of Food Science and Technology 

（IUFoST）

Benefit - Risk Assessment in Foods （BRAFO）
Dr. Alessandro Chiodini,

ILSI Europe, Belgium
欧州委員会がサポートした ILSI Europe の BRAFO

タスクフォース（3 年間）について紹介。食品摂取にお

けるリスクとベネフィットの適当な評価方法論の開発を
行なってきた。評価基準を生活の質と長さ（寿命）にお
き、QALY or DALY の数量化で示した。この考え方／
評価方法論に透明性を持たせるため、EU 内から世界へ
展開すべく活動を行なっている。ILSI Europe では、本
BRAFO プロジェクトの前にも欧州委員会から同様に
サポートを得て 3 つのプロジェクトを進めてきた。①
FOSIE（Food Safety in Europe, 2000-2004：2000 年
にセッティングされた、リスク評価に関する科学情報
の集積、食物連鎖における化学物質の新規リスク評価
方法に関するプロジェクト）、② FUFOSE（Functional 
Food Science in Europe, 1995-1997：特殊栄養素が生理
作用に良い影響を及ぼすかどうかを科学ベースで評価
するプロジェクト）、③ PASSCLAIM（Process for the 
Assessment of Scientific Support for Claims on Foods, 
2001-2005：FUFOSE で得られた原則の応用、健康へ
の食餌影響を判断する有効な研究デザイン、マーカー選
択を行うプロジェクト）。これら 3 つのプロジェクトを
踏まえ、BRAFO プロジェクトが推進されてきた。本手
法を使ったケース・スタディーとして、大豆タンパク、
養殖サケ摂取のリスク・ベネフィット評価を説明。

Risks and Benefits of Mandatory Folic acid Fortifica-
tion

Dr. Mark Lawrence,
Deakin University, Australia

葉酸は、核酸、アミノ酸代謝に重要な役割を持ち、米
国において栄養所要量は、大人で 400 µg、妊産婦で、
600 µg、授乳期で 500 µg とされている。緑葉野菜、豆
類、柑橘類に多く含まれており、神経管閉鎖障害のリス
クを軽減すると言われている。

葉酸の義務的強化におけるリスクとベネフィットにつ
いて紹介。2012 年の段階で 66 か国が義務化へと進んだ
が、同じ疫学データを評価しているにもかかわらず、世
界中の政策立案者が異なる政策介入を進めてきている。
その理由は、リスクとベネフィットの解釈の違いに基づ
いていると言える。

【結論】
・�食品への義務的強化は、強力な公衆衛生政策手段である。
・�しかしながら、葉酸の義務的強化については議論の余

地がある。
・�政策に対する反応として、問題の根本原因に関して十
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分に対処していない。
・�多くのリスク、ベネフィット、倫理的配慮が必要。
・�複数の代替政策を組み合わせて介入するのが望ましい

のかもしれない。

Benefits and Risks of the Use of Chlorine-Containing 
Disinfectants

Prof. Gary Dykes,
Monash University, Malaysia

塩素系消毒剤は、食品企業で、食品に直接用いる、も
しくは食品接触材の表面に用いるという両者の使用方法
がある。その使用目的は、一般には食品安全であるが、
品質や保存可能期間の延長の場合も考え得る。潜在的な
有害事象としては、このような消毒剤の食品への残留の
懸念や公衆衛生への影響が考えられる。塩素系物質その
もの、またはその分解物の化学的な研究が進められてお
り、健康リスクの理解が進んできている。特にヒトへの
暴露に関する評価が研究されてきた。逆に食品由来病原菌
へのヒトの暴露軽減効果についても研究されてきている。

Concurrent Session 2: Managing Food Safety Risks at 
the Retail Level

Chaired by: Mr. Derek Ho,
National Environment Agency, Singapore

小売り段階での食品安全リスクの管理について、タ
イ、シンガポール、フィリピンから報告。

Concurrent Session 3: Chemical Food Safety
Chaired by: Dr. Frederic Aymes,

Nestle, Singapore
食品中に存在する化学物質の安全性について。

3-MCPD Esters in Edible Oils – Current Knowledge
Dr. Nuzul Amri Ibrahim,

Malaysian Palm Oil Board, Malaysia
3-MCPD エステルは、非遺伝毒性発がん物質と疑わ

れている食品加工中に生じる不純物であり、食品中の存
在が重要な問題になっている。この物質は、食用油の高
温脱臭工程で生成される。未処理の油では、未検出かト
レースレベルであるが、精製油では検出濃度が高くなる
ため、食用油、油脂業界では重要な問題になっている。
3-MCPD エステルの生成プロセス、問題となる加工段

階、分析方法の検討、軽減方法の検討について報告。作
業工程での酸性度が関わっていることは別の報告と一致
するが、エステル形成にジアシルグリセロール（DAG）
や塩素が直接の前駆体ということではなさそうである。

Phthalates in Food – Risk Assessment and Risk 
Management

Dr. Thierry Cachet,
International Organization of the Flavor Industry 

（IOFI）, Belgium
ポリ塩化ビニルや他のポリマー素材を柔軟にするため

の可塑剤として広範囲に使用されているフタル酸エステ
ル（PAE）の環境への漏出、揮発が至る所で見られて
いる。一方、化粧品やパーソナルケア製品の香料のキャ
リアとして認められているのは、ジエチルフタレート
だけで、それ以外の PAE については香料、香味料とし
ての使用が認められていない。2011 年の初頭に台湾で
PAE の違法使用があり、大きなリコール問題となった。
特に中国の厚生省では、早々に各 PAE の食品中の上限
値を設定した。一方、IOFI では、香料企業内でリスク
評価、リスク管理のプロジェクトを始動した。この場合、
香料からの暴露量は、環境からの暴露も含めた暴露量の
総計に比較して、無視できるレベルである。IOFI では、
食品中の PAE の分析方法について包括的な文献調査を
行なっている。

Evaluation of Artificial and Natural Food Colours in 
Europe

Dr. John Gilbert,
Food Life, Turkey

合成着色料への懸念、天然着色料使用への流れ、
EFSA による着色料の再評価、天然着色料評価の難し
さ、今後の展望（添加物承認で要求される、より詳細な
データ、規格の厳格化、体内動態、安定性、要求される
安全性試験分類）について紹介。

Arsenic Contamination in Food & Water
Prof. Jack Ng,

The University of Queensland, Australia
ヒ素は環境中の至る所に存在し、無機ヒ素は、国際が

ん研究機構（IARC）で Group Ⅰ発がん物質（ヒトに対
する発がん性が認められる）にクラス分けされている。
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地球レベルでみるとおよそ 1～2 億人は許容できるレベ
ルを超えたヒ素を含む飲料水（地下水）を使用している。
バングラデシュ、西ベンガル、中国、ベトナム、台湾、
カンボジア、タイ、アルゼンチン、チリは、かなり高レ
ベルのヒ素汚染地域である。無機ヒ素は体内で代謝され、
酸化物、メチル化物となった代謝産物が生成されるが、
その毒性の程度についても研究されている。一方、海産
物由来のヒ素化合物は毒性が低いと考えられている。ヒ
素のバイオアベイラビリティーや毒性はその化学構造や
溶解性に依存しているので、ヒ素の化学形を決めること
も重要である。

最近の JECFA によるヒ素の再評価によると、最低ベ
ンチマークドーズ（最小毒性投与量）は 2 µg/kg ･ 日と
設定され、以前の耐容一週間摂取量（PTWI） 2.14 µg/
kg ･ 日と同程度であることが判明し、その値は撤回さ
れた。そこで PTWI 値を再設定するため、多種の食品
中や水に含まれるヒ素の化学形とバイオアベイラビリ
ティーを確認した。最近の研究成果から、米と豆に相当
量のヒ素が含有する恐れのあることが判明した。

Concurrent Session 4: Microbiological Food Safety
Chaired by: Mr. Leslie Phua,

Agri-Food and Veterinary Authority, Singapore
東南アジア、中国、アラブ首長国連邦の専門家から食

品安全における微生物汚染管理について紹介。
また、マレーシアにおける生野菜摂取を介したノロ

ウィルス感染の管理について報告。

Concurrent Session 5: Mycotoxins in the Food Chain
Chaired by: Prof. Warapa Mahakarnchanakul,

Kasetsart University, Thailand
食物連鎖におけるマイコトキシン汚染管理に焦点をあ

てたセッション。

Concurrent Session 6: Analytical Issues in Food 
Safety

Chaired by: Dr. John Gilbert,
FoodLife International

食品安全における分析技術に焦点を当てたセッショ
ン。食品偽装に伴う新たなリスクへの対応、stable 
isotope を用いた産地特定技術、マイコトキシンの食品
汚染迅速検出法等、最新機器を用いた検出現況を紹介。

Concurrent Session 7: Current Issues for Nutrition 
Safety in Asia

Chair by Dr. Mario Capanzana,
Food and Nutrition Research Institute, Philippines

栄養領域での安全性関連についての報告。中国におけ
るトランス酸の暴露評価、ヒトの健康への恩恵という観
点でのプロバイオティクスとマイコトキシンとの相互作
用研究について報告。

Setting Tolerable Upper Intake Levels – Approaches 
and Challenges

Dr. Songsak Srianujata,
Mahidol University, Thailand

食品は栄養素として我々の健康に影響を与えている。
ヒトの体が食品の効果をより多く享受するためには、食
品を栄養素として考えることが重要である。しかしなが
ら栄養の効果は、食品から最適に摂取された場合に得ら
れるものである。したがって、栄養素摂取の安全性は、
欠乏状態と過剰状態の両方を考慮しなければならない。
必要とされる栄養素を健康のため、あるいは病気予防の
ために摂取するように指導することは、積極的に推進さ
れている。一方、ある栄養素の過剰摂取は消費者に悪影
響を及ぼしかねない。したがって、栄養素摂取の安全性
を確証することは、各栄養素摂取の上限値を考慮する基
本となる。

栄養素の耐容上限値の設定にはリスク評価の原理が適
用されており、Codex でもその考え方が採用されている。
FAO/WHO は、2006 年 に “A Model for Establishing 
Upper Levels of Intake for Nutrients and Related 
Substances” を刊行した。そこで、4 つのキーとなる言葉

【adverse health effect（健康への悪影響）,  Hazard（危険）, 
habitual intake（習慣的摂取）, upper level of intake（摂
取上限値）】の定義を行った。

しかしながら栄養素摂取のリスク評価は、ずっと複雑
である。摂取評価は通常の食品からの摂取を考慮しなけ
ればならず、それは地域や国によって大いに変わるもの
である。このため、栄養素の国際的な耐容上限摂取値を
設定することは非常に難しい。2005 年以降、栄養素の
リスク評価モデルが提唱され、国際レベル、地域レベ
ル、国レベルで採用されてきた。
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（3）第三日目（11 月 28 日（水））
Plenary Session 4: Emerging Technologies and Food 
Safety

Chaired by: Dr. Ryuji Yamaguchi,
ILSI Japan

本セッションの座長を務めた。発表時間が超過したた
め、最終的には各発表者からリスクコミュニケーション
という観点でコメントを戴き、Q&A セッションを終了
する形となった。

Food Irradiation – Opportunities and Challenges
Prof. Purwiyatno Hariyadi,

Southeast Asia Food and Agriculture Science and 
Technology （SEAFAST） Centre,

Bogor Agricultural University, Indonesia
食品照射は、著しく品質を損なうことなく汚染菌の不

活化を可能とする技術である。本技術は、①微生物汚染
問題を減少、撲滅させる。②腐敗、劣化による食品廃棄
を減少させる可能性を持っている。現在、全世界で 40
余りの国で食品汚染の管理、食品の新鮮さの延伸のため
本技術が使用されている。それ故、本技術は食品安全の
改良という観点で大きな可能性を秘めており、同時に国
際貿易を通じた経済発展を推進することが考えられる。
それには、技術的な専門知識の限界問題、民間セクター
の不参加問題に加えて社会基盤問題の克服が必要である。

Nanotechnology in Food – Current Status, Issues and 
Approaches to Safety Assessment 

Dr. Alessandro Chiodini,
ILSI Europe, Belgium

食品中のナノマテリアルの安全性を評価する系統的か
つ段階的アプローチについて紹介。加工ナノ材料に特別
な評価方法の必要性の有無を判断するため、非ナノ材料
との比較を行なった。毒性学的に見て最も懸念される問
題は、不溶性加工ナノ材料が全身のどこに存在するかで
ある。階層 1 スクリーニングで、次の可能性を考慮す
る。①生物学的な防御システムを通過する移動、②細胞
毒性、③活性酸素種の発生、④炎症反応、⑤遺伝毒性、
⑥一般毒性である。このスクリーニングでは、亜急性反
復投与試験（げっ歯類）と同様に in silico、in vitro 試
験が考慮される。階層 2 では、幅広いエンドポイントと
ケースバイケースで考慮される追加パラメーターを有す

る 90 日げっ歯動物試験を基本とする。物理化学的特性
化は、食品や生体マトリックスの分野で実施される必要
がある。加工ナノ材料を生体が 100 ％利用するという
のは、ワーストケース暴露シナリオである。安全性試験
戦略は、加工ナノ材料の種々のサイズにも、新規材料に
も適用できるように考えられている。

Measuring Absorption of Engineered nanomaterial 
（ENM） – A Critical First Step in Safe Development of 
ENM for Food Applications

Dr. Richard Canady,
ILSI Center for Risk Science Innovation and 

Application, USA
ILSI Europe の研究活動を受け、ILSI 研究財団の加

工ナノ材料における活動、特に生体防御システムを通
過したナノ材料（階層 1）を評価する方法を紹介。階層
1 での解釈が大きさの違いを区別する本質であると考え
ている。経口摂取したナノ材料を評価する方法で広く
承認されたものが無いことは大きな問題となっている。
NanoRelease Food Additive プロジェクトが評価方法の
開発を手掛けている。本プロジェクトは、複数国の官民
パートナーシップで行われている。報告書は、2012 年
末に完成する。その焦点は、①材料の特徴 - 消化管に
おける吸収や性質に影響を及ぼす特徴、②消化管環境 - 
消化管におけるナノマテリアルの性質や吸収に積極的に
作用するであろう消化管の性状、③消化管モデル - 消
化管の状況、プロセスをシミュレーションしたりモデル
化する方法、④測定方法 – 容器・用材からヒトの食餌
へのナノマテリアルの移動や消化管におけるナノマテリ
アルの性質や摂取を検出したり特徴化する方法、であ
る。公表された情報や未公表の知識を専門家がまとめた。
さらに、運営委員会で最終化され、2013 年の施設間試
験で実行される方法の開発のための作業計画を専門家が
作成する。本プロジェクトの長期目標は、研究ニーズを
見出し対処することであり、究極的な目標は、基準とな
る方法の設定である。

Factors Influencing Malaysian Public Attitudes to 
Agro-Biotechnology

Assoc. Prof. Latifah Amin,
Universiti Kebangsaan Malaysia, Malaysia

マレーシアにおける GM 農産物のパブリック・アクセ
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プタンスに影響を及ぼす因子を判断する方程式について
紹介。本方程式は、農業バイオテクノロジーのような複
雑な問題に対する考え方は、多面的なものとして考慮さ
れるべきであることを確認した。パブリック・アクセプ
タンスの様式は、特殊性と一般性の態度因子のバランス
で説明される。農業バイオテクノロジーのような複雑な
問題に対する考え方は、より一般的な問題に対する考え
方に影響されることが判明してきた。それは、科学や技
術に対する考え方、主要関係者に対する信頼、自然や材
料に対する考え方、バイオテクノロジーや宗教へのかか
わりと同様に表示や特許に対する考え方等である。新興
国では、GM 農産物に対するパブリック・アクセプタン
スの社会的構成概念を理解するため、有用な指針を専門
家から示す必要がある。

Consumer Response to Emerging Food Technologies
Prof. Lynn Frewer,

Newcastle University, UK
遺伝子組換え食品、農産物に対する欧州国民の拒否反

応は、新技術に対する規範的な社会反響を示していると
しばしば考えられている。ILSI Europe の専門家グルー
プが行った食品製造における新技術の消費者受容の再評
価では、リスクとベネフィット両方の受容が判断に影響
を示す、と結論付けている。同様の結果が食品製造のた
めの遺伝子組換え動物領域でも考えられる。ただし、全
てがそういうケースばかりではない。消費者の反応は技
術の特徴により変わるものである。消費者にとって受容
したベネフィットは、考慮すべきリスクを軽減してい
く。したがって、新製品を開発する早期の段階で何が消
費者にとってのベネフィットになるかを考慮すべきであ
る。このような考え、ならびに GMO 製品の教訓を基に
最近のナノテクノロジーの開発を進めるべきである。

Plenary Session 5: Technological Innovations to 
Improve Food Safety

Chaired by: Dr. Leon Gorris, 
Unilever, China

Plenary Session 6: Safety of Food Packaging and 
Contact Materials

Chaired by: Dr. Ali Lee Chʼng,
Agri-Food and Veterinary Authority, Singapore

食品包材、食品接触材の安全性について報告。

Bisphenol A in Canned Food
Dr. Yoko Kawamura,

National Institute of Health Sciences, Japan
ビスフェノール A（BPA）は、エストロゲン様効果

を呈する内分泌かく乱物質と疑われている物質であり、
ポリカーボネート（PC）やエポキシ樹脂のモノマーと
して使用されている。したがって、そのような原料を
使った食品包材は、未反応のモノマーや PC の分解物と
してのBPAを含有したり、食品に移行する傾向がある。
以前、BPA は、赤ちゃん用食器に 5～80 ppm、哺乳瓶
に 18～37 ppm 検出されが、その移行レベルは 5 ppb 以
下であった。それに対して、日本の消費者は 1998 年か
ら 2000 年にかけて PC 製食器や哺乳瓶の購入をやめた
結果、生産者もその製造を辞めてしまった。2007 年の日
本市場における PC 製哺乳瓶のシェアは 1 ％程になった。

ポリアミド硬化剤とエポキシ樹脂の反応により生成さ
れる熱硬化性共重合体がエポキシである。最も良く知ら
れたエポキシ樹脂が、BPA とエピクロルヒドリンから
生成される BPA のジグリシジルエーテルである。

エポキシ樹脂は、金属缶や食器のコーティング剤、ラ
ミネートフィルムの接着剤として使用されている。通常、
エポキシ樹脂は安定であるが、加熱され 105 ℃以上に
なると樹脂から BPA が移行して来る。これが、ヒトへ
の BPA 暴露の主要因である。

缶詰食品中の BPA 濃度のサーベイが、1998 年以降、
各国で行なわれた。魚、肉、野菜、その他食品の缶詰で
BPA が検出された。その平均値は 14～72 ng/g、最大
値は 790 ng/g であり、PC から移行する量より格段に
多いことが判明した。

日本の缶詰製造業者は、2000 年より前に BPA 削減
缶詰の製造に取り組んでおり、自主規制値（食品缶で
10 ppb、飲料缶で 5 ppb）を設定している。それを受け、
2011～2012 年に国内缶詰（100 サンプル）の BPA 含
量についてサーベイを行なった。その値は劇的に減少し
ており、最大で 30 ng/g となっている。

検出値ならびに各缶詰食品の摂取量から換算すると、
現在、BPA の摂取量は国内缶詰から 84 ng/人/日、総計

（海外缶詰も含め）522 ng/人/日であり、10 年前の値、
2636 ng/人/日と比べて 1/5 となった。これは、缶詰製
造技術の向上によるものである。
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Closing Plenary: Future Directions for Managing Risks 
and Benefits for Foods

Chaired by: Dr. Paul Chiew King Tiong,
Agri-Food and Veterinary Authority, Singapore

Translating Traditional Knowledge on Asian Foods 
into Future Food Solutions for the World

Prof. Pingfan Rao,
International Union of Food Science and Technology 

（IUFoST）
中国やインドといった長い歴史を持った国では、大き

な経済発展、急速な社会変革があったにもかかわらず、
先人の知恵が人々の健康維持においてまだ重要な役割を
担っている。科学的に立証された伝統治療が容易に現代
の医療システムに統合されつつあるが、立証されていな
い伝統治療は、日常生活に未だに生き残っているにもか
かわらず、科学的研究から明らかに外されている。

ヒトの各臓器に、さまざまな食品が良い作用をもたら
すという、古来からの言い伝えを科学的に立証する中
で、食品摂取が心臓の鼓動に影響を及ぼし、それが各内
臓の状態に反映されることが確認されてきた。その結果
は、最新技術（血清バイオマーカー分析等）で確認され
る。先人の知恵を明らかにしようとしたこれらの試みは
成功し、先人の知恵の科学的実証が可能であることを示し
ている。最新技術による成分分析の結果が、ナノテクノロ
ジーによる解釈に通じることも考えられる。治療不可能
な健康状態を馴染みのある物質（新薬ではなく食品）で直
すことも可能かもしれない。医療費の減少も考えられる。

しかし、それらの奥にある原理の解明が、食と健康に

ついて新たな知見を提供しているということが、より重
要であると考えられる。それは、大きな応用価値のある
ものであるが、容易く見つけられるものではない。

Building Risk Assessment Capacities to Minimize 
Risks and Maximize Benefits in Foods

Dr. Roy Sparringa,
National Agency for Drug and Food Control,Indonesia
食品においてリスクを最小にし、ベネフィットを最大

にするような判断を行う過程でのリスク評価について紹
介。リスク分析の構造は、リスク管理者（政策立案者）
と科学データを生み出すリスク評価者（科学者）間で繰
り広げられる、継続的な対話を持った政策決定の過程で
ある。リスク管理は、経済的、政治的、倫理的、社会的、
文化的な要因とは別に、信頼のおける科学によって決定
される。リスク評価は、リスク管理とは独立した機能を
持っていなければならない。双方は緊密に進めなけばな
らないが、各々の機能を発揮する際に利害の衝突を避け
ようとしてはならない。リスク評価者は、必要に応じて、
食品安全問題の同定、リスク・プロファイリング、科学
的証明の提供、リスク評価の実施といった、リスク管理
の予備活動を積極的に提供すべきである。またリスク管
理者は、履行されるリスク評価の骨組みの中で必要条件
であることに気づくべきである。骨組みとは、法規、制
度の取り決め、資金、ネットワーク、プログラムの優先
順位、主なステークホルダーとの情報共有の重要性など
のことである。

ASEAN に独立した食品リスク評価組織を持つ必要が
あるとの見解を示した。
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３．まとめ

今回の会議は、アジアにおいて食品や栄養素の安全性
に対する懸念を評価する際、その複雑さの認識やリスク
とベネフィットの両方を考慮する必要性の認識が増加し
ていることに焦点を当てた会議であった。FAO、WHO、
Codex の主要メンバーを始め、350 名強の参加者があり、
広範な領域をカバーした盛況な会議となった。今回が 6
回目であり、そのうち 5 回（うち１回は本部主催）は、
東南アジアでの開催である。そこで、次回（2016 年）
の開催を他のアジア地域に要請したいという意向があ
り、日本ではどうかとの打診もある。ILSI Japan では、
栄養とエイジングの国際会議の開催（2015 年）もあり、
なかなか手を挙げる状況にはない。食品安全と言う切り
口で是非、開催したいという研究部会やグループがあれ
ば、歓んで御相談に応じたい。

1983 年　東北大学大学院理学研究科博士課程前期　修了

1983 年　味の素株式会社入社　基礎研究所配属

1992 年　東北大学大学院博士号取得

1993 年　味の素株式会社製品評価室

1999 年　味の素株式会社欧州本部パリ事務所

2001 年　米国味の素ワシントン DC 事務所

2005 年　味の素株式会社品質保証部

2011 年　ILSI Japan 事務局長

略歴
山口　隆司（やまぐち　りゅうじ）博士（理学）
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The 34th Session of the Codex Committee on Nutrition and Foods for Special Dietary Uses （CCNFSDU） was 
held in Bad Soden am Taunus, Germany from 3 to 7 December 2012. The Committee was attended by 274 delegates 
representing 62 Member Countries, one Member Organization （EU） and 31 International Organizations （NGOs）. 
The Session reached the following conclusions:
◦�The Committee advanced to Step 8 the Draft Revision of the Guidelines on Formulated Supplementary Foods 

for Older Infants and Young Children and the Draft Nutrient Reference Values for Saturated Fatty Acids 
and Sodium, and to Step 5/8 the General Principles for Establishing Nutrient Reference Values for Nutrients 
Associated with Risk of Diet-Related Non-Communicable Diseases for General Population （NRVs-NCD） and 
the Proposed Draft Additional or Revised Nutrient Values for Labelling Purposes on certain Vitamins and 
Minerals in the Codex Guidelines on Nutrition Labelling.

◦�The Committee forwarded the Consolidation of the General Principles for Establishing NRVs of Vitamins and 
Minerals and General Principles for Establishing NRVs-NCD for adoption.

◦�The Committee agreed to submit to the Commission a proposal for new work on the Proposal to Review the 
Codex Standard for Follow-up Formula.

◦�The Committee agreed to Step 2/3 for redrafting, comments and further discussion at the next session the 
Proposed Draft Additional or Revised Nutrient Reference Values for Labelling Purposes in the Codex 
Guidelines on Nutrition Labelling for other than described above, including protein, the Proposed Draft Revision 
of the Codex General Principles for the Addition of Essential Nutrients to Foods and the Proposed Draft 
Amendment of the Standard for Processed Cereal-Based Foods for Infants and Young Children to include a New 
Part B for Underweight Children

Report of the 34th Session of the Codex Committee 
on Nutrition and Foods for Special Dietary Uses

FAO/WHO合同食品規格計画

第34回コーデックス栄養・特殊用途食品部会報告

浜野　弘昭
ILSI Japan 特別顧問

HIROAKI HAMANO
Advisor

ILSI Japan

Summary

１．はじめに

第 34 回栄養・特殊用途食品部会が、2012（平成 24）
年 12 月 3 日（月）から 7 日（金）までドイツ、バッド・
ゾーデン・アム・タウヌス（Ramada Hotel, Bad Soden 

am Taunus）で開催された。参加者は、62 か国政府お
よび EU、31 国際機関および NGO から合計 274 名、日
本政府代表団として、消費者庁 2 名、厚生労働省 1 名、
農林水産省 1 名、テクニカルアドバイザー2 名の計 6 名
が参加した。なお、政府代表団以外の日本からの参加者
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は、国際生命科学研究機構（ILSI）2 名、国際飲料工
業協会（ICBA）2 名、国際ダイエタリー／サプリメン
ト協会連合（IADSA）2 名およびオブザーバー参加 1
名の計 7 名であった。以下に、主な議題に関する討議内
容を要約した〔Report of the Thirty Fourth Session of 
the Codex Committee on Nutrition and Foods for 
Special Dietary Uses （REP 13/NFSDU）〕。

２．第 34 回会議の主な議題と結果

議題 1．議題の採択
国際食糧政策研究所（International Food Policy Re-

search Institute: IFPRI）より提案された伝統的育種法
による作物の栄養強化（biofortification）については、
議題 11「その他の事項および今後の作業」として討議

が行われること。また、食品表示部会（CCFL）より付
託されたトランス脂肪酸（Trans Fatty Acid: TFA）に
関する質問事項については、議題 10 とは別に議題 2（a）
で検討することで合意した。
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	 1．議題の採択
	 2 （a）	 コ－デックス委員会総会および他の部会からの付託事項　
	 2 （b）	 FAO/WHO からの報告事項
	 3．‌�年長乳児および年少幼児用補助食品のガイドライン（CAC/GL 08-1991）の改定提案（ステップ 7 ⇒ 8）　
	 4．‌�表示を目的とした非感染性疾患（NCD）のリスクと関わりのある栄養素の栄養参照量（NRV）の策定と評価

の原則：
	 4 （a）	� 一般国民を対象とした非感染性疾患のリスクと関わりのある栄養素の NRV（NRVs-NCD）設定の一般

原則（ステップ 4 ⇒ 5/8）
	 4 （b）	� ビタミン、ミネラルの NRV および一般国民を対象とした非感染性疾患のリスクと関わりのある栄養素の

NRV（NRVs-NCD）設定の一般原則の統合（第 36 回総会採択）
	 4 （c）	 NRV（飽和脂肪酸とナトリウム）の提案（ステップ 7 ⇒ 8）　
	 5．‌�コーデックス栄養表示ガイドラインにおける表示目的の栄養参照量（NRV）の追加 / 改定提案（ステップ 4 

⇒ 一部 5/8 、その他ステップ 2/3 、電子作業部会検討）
	 6．‌�食品への必須栄養素追加のためのコーデックス一般原則（CAC/GL 9-1987）の修正提案（ステップ 4 ⇒ 

2/3 、電子作業部会および次回会議時物理的作業部会検討）　
	 7．‌�乳幼児用穀物加工食品の規格基準（CODEX STAN 74-1981）に新たに低体重用の Part B を含めるための新

規作業提案（ステップ 4 ⇒ 2/3 、電子作業部会検討）　
	 8．‌�フォローアップ・フォーミュラ（離乳後の調整食品）に関する規格（CODEX STAN 156-1987）の改定提案（第

36 回総会提案、電子作業部会設置）
	 9．‌�食品添加物リストの修正提案（CODEX STAN 74-1981）（次回会議に延期）
10．‌�トランス脂肪酸のコーデックス定義の改定提案（NUGAG 報告後に再検討）
11．‌�その他の事項および今後の作業
12．‌�次回会議の開催日程および場所
13．‌�議事録の採択



議題 2（a）．‌�コ－デックス委員会総会および他の部会か
らの付託事項

《比較強調表示》
	� 食品表示部会（CCFL）より照会のあった微量栄養

素の比較強調表示を行う際の栄養参照量（Nutrient 
Reference Value: NRV）の10％という条件について、
CCNFSDU として、10 ％という値は科学的根拠に基
づくというより、むしろ実用的アプローチ（pragmatic 
approach）の結果であるとした。

	� また、栄養および健康強調表示に関するガイドライン
の 6.3 章（比較対照食品との量的差を規定した章）は
主要栄養素と微量栄養素の両方を含むため分かりに
くく、より明解な文章にすべきとの意見が示された。

	� このほか、比較対照食品との比較は十分な量的差に
基づくべきであり、微量栄養素含有量に係る 10 ％
差という条件は小さすぎるとの意見、微量栄養素含
有量に係る 10 ％差と「含む旨（source）」の NRV
の 15 ％の間には統一性がないとする意見、微量栄
養素含有量に係る差を 25 ％とする提案等、様々な
意見が示された。

	� 本部会としては、選択可能なアプローチについては
様々な意見があり、現時点ではこれ以上の検討はで
きないが、CCFL により上記にあるように 6.3 章の
文章が明確化されるべきとの見解を示した。

《TFA フリー強調表示》
	� CCFLからCCNFSDUに対し、TFAフリー強調表示

の要件の策定に関する助言を求められていたが、こ
れについても、当該要件の策定を支持する意見、飽
和脂肪酸のレベルと関連付けることに対する賛否、

「フリー」の解釈は各国で異なるとの意見、TFA が
問題になっているのは数か国のみであるとの意見
等、様々な意見が示された。

	� サービング当たり表示についても、消費者にとって
重要な目安となり支持する意見、サービングサイズ
が規定されていない国にあっては、逆に消費者の誤
認を招くとして反対する意見が示された。

	� 本部会では、TFA フリー強調表示の策定について
は、CCFL でもまだ決定していない旨説明があった
ことから、CCNFSDU としては、CCFL が TFA フ
リー強調表示の策定を決定した後に、当該要件につ
いて検討することで合意した。

《TFA 分析法》
	� CCNFSDU は CCFL から、TFA 分析法に関する

以下の 2 点の検討について、分析・サンプリング法
部会（CCMAS）への諮問を依頼されていた。

◦�特定の油脂（infant formula）にのみに適用されて
いる AOCS Ce 1h-05 が食品の TFA 分析にも適用
できるか

◦�栄養表示ガイドライン用の飽和脂肪酸分析法として
すでに Type Ⅱとされている AOAC 996.06 につい
て、栄養表示ガイドラインや栄養および健康強調表
示ガイドライン用の TFA 分析法として Type Ⅱと
みなせるか

	� 部会として、現行の栄養表示ガイドラインに定義さ
れている TFA について、分析法の適用性に係る検
討を CCMAS に依頼することで合意した。

議題 2（b）．FAO/WHO からの報告事項
	� FAO/WHO から、FAO/WHO 合同栄養専門家会議
（Joint Expert Meetings on Nutrition: JEMNU）の
最終的な説明があり、同会議は定例的な会議ではな
く、栄養に関する科学的な助言を求められた場合に
活動するとした。

	� WHO から、CCNFSDU の作業に関連する WHO
の活動として、下記の事項を含め非感染性疾患

（NCD）の予防と管理に向けた世界的なモニタリン
グの枠組み等の紹介があった。

◦�ナトリウムとカリウムに関する WHO ガイドライン
が 2012 年末までに公表予定

◦�全脂肪（SFA）と糖類に関するガイドラインにつ
いては、2013 年の初旬に、ガイドライン検討委員
会に諮る前にパブリック・コンサルテーションを行
う予定

◦�さらに、全脂肪摂取と体重増加、糖類摂取と体重増
加に関連するシステマティック・レビューが、そ
れぞれ 2012 年 12 月と 2013 年１月に英国医学雑誌

（British Medical Journal: BMJ）に掲載予定
◦ �WHO の食事と健康に関する栄養ガイダンス専門

家グル－プ（Nutrition Guidance Expert Advisory 
Group: NUGAG）の Diet and Health 分科会にお
いて、SFA と TFA に関するシステマティック・レ
ビューも現在進行中であり、2013 年 3 月の会議に
諮られる旨紹介があった（議題 10 参照）。
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議題 3．‌�年長乳児および年少幼児用補助食品のガイドラ
イン（CAC/GL 08-1991）の改定提案（ステッ
プ 7）：

	� 2012 年 7 月の CAC 総会においてステップ 5 採択
され（REP12/NFSDU App.IV）、ステップ 7 とし
て 6.5 章（炭水化物）および Annex について主に
検討が行われた。

	� 6.5 章の炭水化物については、6.5.1 章の「栄養甘
味料（nutritive sweetener）を使用する場合は、控
え目に（sparingly）使用すべきである」という規
定案に関して検討が行われた。特に「栄養甘味料」
と「控え目に」という言葉の適切性について種々
の 意 見（nutritive sweetener の 代 わ り に sugars、
carbohydrate sweeteners, free sugars, sparingly
の代わりに as low as practicable 等）が出された
が、結局部会としては、「甘味付与の目的で添加
する炭水化物は控え目に使用すべきである（Any 
carbohydrate added for sweetness should be used 
sparingly.）」と修正することで合意した。

	� Annex については、ビタミンとミネラルの選択や
量に関する手引きとなるため、ガイドラインに残す
ことで合意した。CX/NFSDU 11/33/8 に示され
た Annex 修正案には、ビタミンやミネラルの値と
して、①栄養素摂取基準値（Reference Nutrient 
Intakes: RNIs）または Individual Nutrient Levels 
98（INL98）、 ② 推 定 平 均 必 要 量（EAR）、 ③
RNI70 ％の 3 種類の値が記載されていたが、部会
としては、①のみ記載し、当ガイドラインの対象と
なる食品については、1 日当たりの分量中のビタミ
ンおよびミネラル含有量は、①の 50 ％以上と規定
することで合意した。

	� その他の事項では、5章（Technologies for and Effects 
of Processing）において、遺伝子組換えにより得ら
れた素材の使用を禁止するべきとする提案が幾つか
の国から表明されたが、座長国ガーナより、同案件
については作業部会（WG）でも検討されたが合意
は得られず、またその科学的根拠も示されなかった
ことから、ガイドライン案には採択されなかったこ
とが説明された。

	� 10 章（Labelling）に関連して、乳児用調整乳（Infant 
Formula）との誤認や混乱を招かないようにするた
め、新たに 11 章として “The products covered by 

these Guidelines are not breastmilk substitutes and 
shall not be presented as such. ” を追加した。

	� 部会として、本改訂案をステップ 8 として第 36 回
総会（2013）での採択を目指すことで合意した。

議題 4．‌�表示を目的とした非感染性疾患（NCD）のリ
スクと関わりのある栄養素の栄養参照量（NRV）
の策定と評価の原則

議題 4（a）．‌�一般国民を対象とした非感染性疾患のリス
クと関わりのある栄養素の NRV（NRVs-
NCD）設定の一般原則（ステップ 4）

	� 電子作業部会（e-WG）において、2012 年 5 月に
検討資料（consultation paper）が回付され、各国
コメントに基づき同資料が修正された。

	� NRVs-NCD の科学的根拠の強度のレベル（Con-
vincing/Generally accepted と Probable evidence）
について議論の結果、1 章 Preamble において、各
国が独自に NRVs-NCD を設定する場合の科学的
根拠レベルについては、“Convincing” や “Probable” 
に限定せず、各国が科学的根拠レベルを柔軟に選択
できる規定とすることで合意した。

	� なお、3章 General Principles for Establishing NRVs-
NCD に関連して、WHO は科学的根拠レベルの評価
指標に “Convincing” という用語を既に用いておら
ず、新たに GRADE（Grading of Recommendations, 
Assessment, Development and Evaluation）分類を
用いていることから、NRVs-NCD の設定について
は “Convincing” など特定の用語のみに依拠する規
定とするのではなく、GRADE 分類で “Convincing” 
に相当する科学的根拠レベルも採用できる規定にす
べきとの意見があった。

	 �WHO 代表より、2002 年（WHO/FAO）と 2008 年
（FAO/WHO）のレポートでは科学的根拠レベルの
評価指標として、“Convincing, Probable, Possible, 
Insufficient ” を用いていたが、2009 年の WHO の報
告書以降、WHO では “High（高い）, Moderate（中等
度の）, Low（低い）, Very low（とても低い）” を新た
な評価指標として用いている旨説明があった。さらに、
WHOおよび FAO の代表から、栄養に関する FAO/
WHO の合同専門家会議（Joint FAO/WHO Expert 
Meetings on Nutrition: JEMNU）の作業でもこの
GRADE 分類を用いる予定である旨説明があった。
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	� NRVs-NCD の設定に係る規定に GRADE 分類を
盛り込むことについては、時期尚早との意見や 
“Convincing” に限定すべきとの意見も一部出さ
れたものの、最終的に部会としては、一般原則に
GRADE 分類に関わる記述を盛り込む規定とするこ
とで合意した。

	� この他、NRVs-NCD の設定に係る規定については、
ある栄養素と非感染性疾患リスクとの関連が認めら
れる要件として、「少なくとも 1 つ以上の主要な人
口集団において（例：成人）」という文言を挿入す
ることで合意した。

	� 部会としては、本改訂原案をステップ 5/8 として
第 36 回総会（2013）での採択を目指すことで合意
した（マレーシアが Objection）。

議題 4（b）．‌�ビタミン、ミネラルの NRV および一般国
民を対象とした非感染性疾患のリスクと
関わりのある栄養素のNRV（NRVs-NCD）
設定の一般原則の統合

	� WG において、ビタミン、ミネラルの NRV（NRVs-R）
および一般国民を対象とした非感染性疾患のリスク
と関わりのある栄養素の NRV（NRVs-NCD）設定
の一般原則の統合案も同時に提案された。

	� 部会としては、2 つの一般原則を統合し、NRVs-R
と NRVs-NCD の定義については、一般原則に明
記するのではなく、栄養表示ガイドラインの 2.6 章

（NRVs の定義）および 3.4 章（栄養素含有量の表示）
に明記することとし、その修正案について第 41 回
食品表示部会（2013）に諮った上、第 36 回総会

（2013）での採択を目指すことで合意した。

議題 4（c）．‌�NRVs（飽和脂肪酸とナトリウム）の提案（ス
テップ 7）

	� 2012 年 7 月の CAC 総会において、マレーシアよ
り、「一般原則」が未だステップ 3 であり、NRVs-
NCD 策定のための課題が全て解決されていない
段階でのステップ 5/8 採択に対する反対があり、
CAC としてはステップ 5 の採択とした。

	� フィリピンは、SFA の種類により生物学的特性
や生理作用は異なるため、SFA の NRV-NCD 案

（20g/2000kcal/day）は支持しない旨コメントした。
	� マレーシアは、SFA の NRV 設定自体を支持しない

旨コメントし、その理由として、SFA の NRV の
設定については前回部会で全会一致を得ていないこ
と、全ての SFA に血中コレステロール上昇作用が
あるわけではないこと、SFA の摂取は NCD と有
意に関連しないことがいくつかの研究で示されてい
ること等を挙げた。さらに、部会は総会の結果を尊
重し、WHO によるレビュー作業の結果を待つべき
である旨コメントした。この意見については、パキ
スタン、フィリピン、国際酪農連盟（International 
Dairy Federation: IDF）、全米健康連盟（National 
Health Federation: NHF）も支持を表明した。

	� 一方、数か国は SFA とナトリウムの NRVs 案をス
テップ 8 に進めることを支持し、その理由として、
これらの値が “Convincing” な根拠に基づくもので
あること、SFA、ナトリウムとも栄養成分表示を
行う場合に必ず表示すべき成分として栄養表示ガ
イドラインに規定されていること、これらの NRVs
の設定については、食事、運動および健康に関する
WHO の世界的な戦略を遂行する上で重要であるこ
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と等を挙げた。
	� また、米国は、もし特定の SFA の NRV を設定す

ることになれば、その値は過度に限定的なものに
なってしまうこと、栄養表示ガイドラインでは各国
政府が特定集団のための NRVs を柔軟に設定でき
る規定になっていること、WHO/FAO の勧告は食
事中の総 SFA を対象にしていること等を指摘した。

	� WHO からは、食事と健康に関する栄養ガイダン
ス専門家諮問グループ（WHO Nutrition Guidance 
Expert Advisory Group: NUGAG）により進められ
ている SFA と TFA の最新ガイドラインの作成作
業については、今後とも部会において進捗や結果を
報告する予定であるが、現在得られている科学的根
拠に照らしても、20g という SFA の NRV-NCD 案
は WHO として支持できる旨発言があった。また、
2000mg というナトリウムの NRV-NCD 案について
は、成人と小児のための WHO ナトリウム摂取ガイ
ドライン（2012）によっても支持されている旨発
言があった。

	 �部会としては、飽和脂肪酸とナトリウムの NRV-
NCD 案について、ステップ 8 として第 36 回総会
での採択を目指すことで合意した。

《議題 4 に関連するその他の勧告》
	� 栄養表示ガイドライン 3.4.4 章について
	� NRV に関する記載について、部会としては、「国

際標準化やハーモナイゼーションのために（in 
the interests of international standardization and 
harmonization）」との記載を削除し、「健康的な食
事摂取につながる消費者選択の支援のために（to 
help consumers make choices that contribute to 
an overall healthful dietary intake）（表示目的で
NRV を活用すべきである）」との記載を新たに挿入
すること、ならびにこの修正案を CCFL に照会す
ることで合意した。

	� たんぱく質の NRV の設定に関する新規作業の必要
性について

	� たんぱく質の NRV の検討作業については、（最近
の EFSA による評価において、現在の NRV50g が
支持されており、）その優先度を疑問視する意見
がある一方で、FAO/WHO/UNU のデータや信頼
できる複数の科学機関（Recognized Authoritative 
Scientific Bodies: RASB）より科学的根拠が示さ

れていることから、たんぱく質の NRV の検討作業
を支持する意見もあった。日本は科学的根拠に基づ
く NRVs-NCD の設定には賛成の立場から、この
検討作業を支持する旨発言した。

	� たんぱく質の NRV の検討作業については、コー
デックス事務局より栄養表示ガイドラインにおける
表示を目的とした栄養参照量の追加／改訂原案（議
題 5）でカバーできるものであり、特段の新規作業
とする必要性はない旨が示された。このため部会
としては、たんぱく質の NRV の検討作業について
は、ビタミンおよびミネラルの NRVs を討議する
e-WG で検討することで合意した。

《その他の事項について》
	� 米国より、カリウムの NRV-NCD 案に関する討

議資料を用意する予定であり、FAO/WHO および
RASB のデータを検討する旨表明した。

議題 5．‌�コーデックス栄養表示ガイドラインにおける表
示目的の栄養参照量（NRV）の追加／改定提
案（ステップ 4）

	� e -WG において、2012 年 2 月および 7 月に検討資
料が回付され、各国コメントに基づき同資料が修
正され、新たな NRVs の候補値（potential NRVs: 
pNRVs）が提案された。

《ナトリウムとカリウム》
	 �新たな pNRVs には、ナトリウムとカリウムは含ま

れていないが、ナトリウムについてはその NRV-
NCD が合意されており、カリウムについては次回
会議に米国より討議資料が準備される（議題 4 参照）

《WHO/FAO の RNIs に基づく適切とされた NRVｓ》
	 �pNRVs の内、WHO/FAO の推奨量（Recommended 

Nutrient Intakes: RNIs）に基づくビタミン K、B1 、
B2 、B6 、B12 、ナイアシン、葉酸、パントテン酸、
ビオチン、カルシウム、ヨウ素の pNRV について
は、値の多寡を中心に様々な議論がなされたが、値の
適切性については概ね合意に至り、ステップ5/8 と
して第 36 回総会での採択を目指すことで合意した。

《WHO/FAO の RNIs に基づくその他の NRVｓ》
	 �一方、WHO/FAO RNIs に基づくが、e-WG でおそ

らく不適切（potentially unsuitable）と判定された
ビタミン A、D、E、C、マグネシウム、セレンの
pNRV については、部会としてもこれらを不適切と
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みなすことで合意した。
	� また、JEMNU を通じて、WHO/FAO から科学的

助言が得られるのであれば、次回部会での検討に
向けて、WHO/FAO に対する質問を e-WG で検
討するべきであるとの合意に至った。FAO および
WHO の代表は、その質問は優先度を考慮し明確な
ものであること、また、検討に要する時間はその質
問の性質や得られる情報源に依存する旨指摘した。

	� この他、米国で NRVs の設定作業が行われている
こと、また、EU では欧州食品安全機関（European 
Food Safety Authority: EFSA）がビタミン、ミネ
ラルのフルレビューを行っており、2015 年に終了
予定である旨情報提供があった。

《鉄と亜鉛》
	� 鉄と亜鉛については、各国の食事の特性によって体

内吸収率が異なるため、複数の pNRV が提案され
ており、部会でも様々な意見が示された。しかし、
現時点では鉄と亜鉛の pNRV を合意できず、さら
なる検討が必要とされた。

《その他の NRVs》
	� WHO/FAO の RNIs ではなく米国医学研究所（Insti-

tute of Medicine: IOM）の食事摂取基準（Dietary 
Reference Intakes: DRI）に基づくリン、塩化物、
銅、フッ素、マンガン、クロム、モリブデンの pNRV
については、検討を先送りすることで合意した。

《Recognized Authoritative Scientific Bodies: RASB》
	� RASB の定義については、e-WG の定義案を基にい

くつかの修正が加えられた。このうち、RASB とし
ての要件の一つに、1 日当たりの摂取目安量に関す
る科学的助言を行っていることが規定されおり、そ
の科学的助言が何か国の政策で活用されていればよ
しとするかで議論になった。米国をはじめ数か国は
2 か国以上にすべきと主張したが、2 か国以上を要
件とした場合、その要件を満たす RASB は極めて
限定され、偏ったデータが提供される可能性が否定
できないことから、日本をはじめ数か国は 1 か国
以上にすべきと主張し、部会としては 1 か国以上
を要件とする案で合意した。

《換算係数》
	� WG により提案されたナイアシンの換算係数につい

ては部会として合意したが、葉酸の変換係数につい
ては、その妥当性について様々な意見、時期尚早、

葉酸類と葉酸では摂取方法が異なる等の意見が示さ
れた。

	 �部会としては、変換係数の表に注釈を付け、変換係
数は国家当局への情報提供が目的であり、変換係数
自体のハーモナイゼーションを意図したものではな
いことを明記することで合意した。

	 �ビタミン A、E の変換係数については次回部会でさ
らに検討することで合意した。

《その他の事項》
	� 部会では、その他の事項（鉄と亜鉛の “生体利用率”

という用語を “吸収率” に置き換えること等）につ
いては特に検討が行われず、今後 e-WG でさらに
検討していくこととなった。

《今後の作業》
	� 部会としては、オーストラリアを座長国とする e-WG

を立ち上げ、①ビタミン A、D、E、C、マグネシ
ウム、セレン、鉄、亜鉛の NRVs-R と変換係数に
関する追加／改訂原案の提言、②たんぱく質に係る
NRV の検討と NRV-R 改訂案の提言、③ RASB 定
義の検討と最終定義案の提言等を付託事項として、
NRVs に係る作業を行っていくことで合意した。

《結　論》
	 �値の適切性が認められた pNRVs（ビタミン K、

B1 、B2 、B6 、B12 、ナイアシン、葉酸、パントテ
ン酸、ビオチン、カルシウム、ヨウ素）、およびナ
イアシンと葉酸の変換係数についてはステップ 5/8
として進めること、また他の値については e-WG
でさらに検討を行うこととし、ステップ 2/3 とし
て次回部会で検討することで合意した。　

Vitamins and Minerals NRVs-R 栄養素等表示基準値
（2005） 

Vitamins 
Vitamin K （µg） 60 70 
Thiamin （mg） 1.2 1.0 
Riboflavin （mg） 1.2 1.1 
Niacin （mg NE） 15 11 
Vitamin B6 （mg） 1.3 1.0 
Folate （µg DFE） 400 200 
Vitamin B12 （µg） 2.4 2.0 
Pantothenate （mg） 5 5.5 
Biotin （µg） 30 45 
Minerals 
Calcium （mg） 1,000 700 
Iodine （µg） 150 90
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議題 6．‌�食品への必須栄養素追加のためのコーデックス
一般原則（CAC/GL 9 -1987）の修正提案（ステッ
プ 4）

	� 総論的に、一般原則の対象に特殊用途食品を含める
かどうか、章によっては必須栄養素の義務的添加と
任意添加を明確に書き分けるべきか等について議論
が行われたが、いずれの事項についても結論が得ら
れず、今後検討を行っていくこととなった。一般原則の
枠組みについても様々な議論が行われたが、いずれ
の事項についても結論又は合意は得られなかった。

	 �部会としては、討議文書の準備や次回部会での検討
に向けて、カナダを座長国、ニュージーランドを共
同座長国とする e-WG を立ち上げることとし、ス
テップ 2/3 として次回部会で検討することおよび
次回会議に先立ち物理的 WG の開催を合意した。

議題 7．‌�乳幼児用穀物加工食品の規格基準（CODEX STAN 
74-1981）に新たに低体重用の Part B を含めるた
めの新規作業提案（ステップ 4）

	� 討議文書が回付されたのは部会会議直前であったこ
とから、討議文書の検討には事前に時間が必要との
意見や、低体重になるリスクのある小児向けの食品
は規格のパート A で対処できるのではないかとの
意見が数か国から示された。

	� WHO は、パート B として提案されている規格の
範囲（scope）をより明確化する必要があり、低体
重は－ 1 標準偏差以上か－ 2 標準偏差以上かを問
わず、発育不全（stunting）とるいそう（wasting）
が複合したものであり、発育不全とるいそうの小児
に必要な食事は同一ではないと指摘した。

	� さらに WHO は、CX/NFSDU 12/34/10 に示され
ている低体重リスクのある小児はある地域では全て
の小児に該当し、現行規格で対処できる可能性が
あること、また、インドが取り組みたいのはおそ
らく、身長体重比が WHO の小児成長基準（WHO 
child growth standards）の中央値に対し－ 3 から
－ 2 Ｚスコアの中等度急性栄養失調の小児ではない
かと指摘した。

	 �部会としては、インドを座長国、ボツワナを共同座
長国とする e-WG 立ち上げ、部会での指摘事項を
もとに規格原案の改訂を行っていくこと、また、修
正原案を e-WG に差し戻し、ステップ 2/3 として

次回部会で議論することで合意した。

議題 8．‌�フォローアップ・フォーミュラ（離乳後の調整
食品）に関する規格（CODEX STAN 156-1987）
の改定提案

	� 部会として、現行規格の全面的な見直しを第 36 回
総会へ提案することを合意した。

	� 現行規格ではフォローアップ・フォーミュラの対象
年齢は 6 か月から 1 歳の乳児とされているが、12
か月以下の乳児を対象とする乳児用調整乳および乳
児用特殊用途調整乳の規格と対象年齢が重複してい
る旨指摘があった。また、フォローアップ・フォー
ミュラ規格自体の不要論も交わされた。

	� 部会としては、フォローアップ・フォーミュラの規
格が乳幼児の栄養に関する世界勧告に照らしても、
やはり必要かどうか等について検討することで合意
した。

	� WHO は、世界保健総会（World Health Assembly: 
WHA）ではいわゆるフォローアップ・ミルクのよ
うな調整乳は不要（WHA 39.28）と明確に示され
ている旨指摘した。このため、もし現行規格の全
面的見直しの中で、6 か月から 3 歳児におけるフォ
ローアップ・フォーミュラの利用実態調査も行うの
であれば、WHO としてもこの全面的見直し作業を
支持する旨発言があった。

	� 部会としては、フォローアップ・フォーミュラの規
格の見直しに関する新規作業を進めるため、ニュー
ジーランドを座長国、フランスとインドネシアを共
同座長国とするe-WGを立ち上げることで合意した。

議題 9．‌�食品添加物リストの修正提案（CODEX STAN 
74-1981）

	� 前回部会会議（2011）において、スイスより乳児
用調製乳および特殊医療用調製乳規格（CODEX 
STAN 72-1981）に含まれる食品添加物の分類に関
する CCFA の助言を勘案した添加物リストの修正
提案があり、スイスが今会議での討議資料として添
加物リストの修正案を回付することが合意された
が、スイスによる討議資料が実際に回付されたのは
部会直前であった。

	 �部会としては、討議文書については事前確認の時間
がなかったことから、次回部会で検討を行うことで
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合意し、スイスは各添加物の要否情報を収載した討
議文書を用意することとなった。

議題 10．‌�トランス脂肪酸のコーデックス定義の改定提
案：CX/NFSDU 12/34/13

	� オーストラリアによるトランス脂肪酸の定義の見直
しに関する新規作業提案に対し、WHO から、SFA
と TFA に関する作業が NUGAG のサブグループで
進行中であり、共役脂肪酸についても冠動脈疾患の
発症や全死亡率等、主要健康指標への影響に関する
レビューを行っているが、健康上の利益との関連に
ついては調査していない旨発言があった。

	 �部会としては、NUGAG の作業結果が得られるまで
（議題 2（b）参照）、本議題の検討は行わないこと
で合意した。

議題 11．‌その他の事項および今後の作業
	� IFPRI は伝統的育種法による作物の栄養強化に関

するプレゼンを行い、次回部会用の討議文書を用意
する旨提案した。

	 �部会ではこの提案を支持する意見があった一方で、
討議文書の目的を問う発言や、新規作業とするこ
と自体に否定的な意見もあったが、カナダが IFPRI
と協同して討議文書の目的を明確化していくことを
提案し、部会で承認された。

議題 12．‌�次回会議の開催日程および場所
	� 第 35 回部会は、2013 年 11 月 4 日（月）から 11

月 8 日（金）に、ドイツ（場所未定）にて開催され
る予定である。

1967 年　�京都大学薬学部　卒業

1967 年　�エーザイ株式会社

1978 年　�日本ノボ株式会社

1985 年　�ファイザー株式会社

	� 後に、カルター社、ダニスコ社による合弁により現在名

となる。

2003 年　�ダニスコジャパン株式会社　学術・技術担当最高顧問

2006 年　�ILSI Japan 事務局長

2011 年　�ILSI Japan 特別顧問

略歴
浜野　弘昭（はまの　ひろあき）
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ILSI 2013 本部総会報告

2013 年度の ILSI Annual Meeting（年次総会）が、1 月 18 日（金）から 23 日（水）まで、ILSI 北米支部（ILSI North 
America）、研究財団（ILSI Research Foundation）との共催で米国フロリダ州マイアミの Inter Continental Hotel にて
開催された。

今年度も 1 国際支部（環境保健科学研究所：HESI）および 14 地域支部から 335 名（事前登録者数）、台湾支部
Study Group から 3 名が参加し、日本からは、本部理事 2 名、ILSI Japan 事務局 5 名、会員企業から　 2 名参加した。

本部総会の機会を利用して他支部メンバーとの打ち合わせを予定し、今後の活動につなげることができた。また今回
の総会で台湾支部の設立が承認され、アジア地域に新たな仲間が増えた。

会議スケジュールの概要を表にした。なお、同学術講演を含めてその他の会議で発表されたスライド、ポスター資料
の詳細は、ILSI の website にて公開されている（http://www.ilsi.org/Pages/2013_AM_Program.aspx）。

（ILSI Japan　山口隆司）

◆ ILSI 本部総会会議スケジュール概要

日付 会議
1/18
08：00-16：45 ILSI Branches Meeting
1/19
08：00-11：30 ILSI Asian Branches Meeting
08：00-12：00 ILSI Research Foundation Board of Trustees
13：00-17：00 ILSI Board of Trustees
1/20
08：00-12：00 ILSI North America Assembly of Members & FNSP
08：30-10：30 ILSI Executive Committee
12：00-14：00 ILSI Southeast Asia Region Meeting
14：00-17：00 ILSI General Assembly
17：00-18：00 ILSI Poster Session
18：00-19：00 ILSI Branch Leadership Meeting
18：00-19：00 Biotech Forum
19：00-21：00 Opening Reception ILSI, ILSI Research Foundation, ILSI North America, & HESI
1/21
07：00-08：30 ILSI-India Breakfast Meeting
08：00-12：00 ILSI Discussion Forum: Biomarkers
08：30-12：00 ILSI NA Scientific Session: Understanding the Connection  between Neurobiology & Behavior
12：00-14：00 ILSI Focal Point in China Business Meting
14：00-17：30 ILSI NA Scientific Session: Balancing Risk and Benefits
14：00-17：30 ILSI Research Foundation Scientific Session: Developing Healthy Lifestyle Behaviors in Young Children
16：00-17：00 ILSI Communications Committee
17：30-19：30 Carbohydrates Forum

総会出席者

Report from ILSI Annual Meeting 2013 Participants of Annual Meeting
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１．�ILSI Branches Meeting 
（1/18　08：00-16：45）

（1）参加者の自己紹介
総勢 80 余の参加者による自己紹介（名前と所属のみ）

を実施。

（2）ILSI 戦略計画の重要なポイントについて：Tim Fallon
2014～2016 年の ILSI 戦略計画について紹介。現在、

2010～2014 年の長期戦略計画の下に活動を展開してお
り、本年 1 年かけて次の戦略（2014～2016）をオーソ
ライズしていく。

�「健康と幸福への関わりと科学的な解決に向けた影響
力を強化する」をキーメッセージとする。
・�ILSI Board Member を中心に議論が進められてい

るが、昨年各事務局長宛てにも質問表が送付され、
それに基づいた電話会議が行われた。

・�4 つの戦略領域を提示。同時に各戦略計画の目的を
小項目として紹介。

　 	科学的な洞察力、影響力を強化する。
　 ILSI 独自の貢献に対する信頼性、認知度、認識

を増大させる。
　 	資源と協調関係を最適化する。
　 	ILSI のグローバル組織モデルを強化する。
さらに、①科学的な課題、②独自の役割、貢献、③利

害関係者の価値、④管理、という考え方で各々の進め方
について小項目のクラスターを提示。

下記の様な質問、コメントが寄せられた。
・�前回の戦略計画の評価は行われているのか。

・�“Impact：影響力” は、どのように明確にするのか？
・�Impact を評価するには時間を要すると思うが？　

地域によっても差が出てくるはずである。

（3）�新コミュニケーション計画の実施について：Michael 
Shirreffs

・�メンバーのみが使用できるインターネットサイト
“ILSI EXTRA” を用いた情報提供システムを展開。

・�YouTube チャネル配信を用いた会議情報の提供。

（4）新コミュニケーション手段
ILSI EXTRA、ILSI Video を利用した具体的なサン

プルによるデモンストレーション紹介。
・�EXTRA：HESI，ILSI North America，ILSI 

Europe，ILSI IFiBC
・�Video：ILSI India，HESI，ILSI IFiBC

（5）利益相反開示について：Eric Hentges
ILSI North America では、会議で講演する全ての講

演者に、フォーマットに則った文書の記載を要請。
研究資金のサポートと研究の質との間に違いが無いこ

とを報告。Peer review 誌にガイドラインを掲載。同様に
Science Advisory パネルへの参加基準についても明記。

（6）�「ILSI の科学プログラムをより強いものにするため
に何が必要か」

本年が初めての試み。表題について 5 つのグループに
分かれ、次のテーマについて協議。出されたコメントを
記載する。

1/22
07：00-08：30 ILSI Japan Breakfast
08：00-14：00 International Food Biotechnology Committee
08：30-12：00 ILSI NA Scientific Session: Looking at Health Consequences of Physical Inactivity
08：30-12：00 ILSI Platform for International Partnerships （PIP）
12：00-14：00 ILSI Latin America Branch Meeting
14：00-17：30 ILSI IFBiC Session: Improving Food – Plant Development for Better Food
17：00-19：00 ILSI Discussion Forum: Food Allergy
19：00-22：00 Closing Reception ILSI, ILSI Research Foundation, ILSI North America, & HESI
1/23
08：00-16：00 International Food Biotechnology Committee

Ⅰ．各種会議・委員会
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①�科学研究プログラムの新規導入において最も大変
なこと

　・�広範囲からの新規、若い研究者の参画を得ること。 
　・�支部スタッフに科学者が不在、言葉の障壁、限ら

れた財源。
　・�産・学の専門家集団の選択。
②科学プログラムの導入手順について
　・�メンバーへの調査。
　・�学界を巻き込める正式な手順が必要。
　・�実行可能性であるかどうかの評価。
③�科学プログラムの導入から結果の評価システムに

ついて
　・�提示された評価ポイントは、現在、包含している。
　・�完了プロジェクトの審査・評価については、しば

しば忘れられる。
④手助けが必要な問題
　・�支部間の協力推進。
　・�支部間の情報共有。

（ILSI Japan　山口隆司）

２．�ILSI Asian Branches Meeting 
（1/19　08：30-11：30）

東南アジア地域支部、中国事務所、韓国、インド、日
本、 米 国 な ら び に 欧 州 支 部、Research Foundation, 
IFiBC 等および台湾 Study Group から総勢約 30 名以上
が参加した。

（1）会議概要
1）�Program Updates – Highlights of ILSI Asian Branches / 

Dr. Myeong-Ae Yu 
東南アジア地域、中国事務所、韓国、インドおよび日

本各支部から報告されたデータを基に、韓国支部の事務
局長 Dr. Yu が各支部における 2012 年の成果、2013 年
の活動目標について紹介した。
2）�6th Asian Conference on Food and Nutrition Safety / 

Ms. Boon Yee Yeong
東南アジア地域支部より、2012 年 11 月にシンガポー

ルで開催された表記会議について紹介した。過去の開催
場所についての紹介とともに第 7 回（2016 年 ?）の開
催についての立候補を呼びかけた。どこも手を上げず、

今後の持ち越しとなった。
3）2013/2014 Collaborations

①�The 4th Term ILSI Japan / MAFF Project / Mr. 
Hiroaki Hamano

�　浜野より、第 4 期の農林水産省プロジェクト（2012
年 8 月～2013 年 3 月）について紹介した。インド、
スリランカ、バングラデシュ、ネパールにおける食品
関連法規ならびに食品添加物に関する情報収集、確認
についてインド支部の多大なる協力に感謝し、また、
これまでのデータをまとめたデータベースの作成状況
についても紹介した。
②5th BeSeTo Meeting / Dr. Junshi Chen
�　中国事務所 Dr. Junshi Chen より、2013 年 9 月 10 、
11 日の 1.5 日間、北京（予定）で開催される第 5 回
BeSeTo（Beijin-Seoil-Tokyo）会議について紹介した。
同会議は、食品安全情報のほかに栄養表示にも焦点を
当て、その典型例として Na、トランス酸について紹介
することとした。
③�Project SWAN and Project IDEA / Mr. Takashi 

Togami
�　CHP（Center for Health Promotion）活動として、関
係支部、行政機関および地域社会との Collaboration
に焦点をあて、活動現況（SWAN、IDEA および PAN）
を戸上氏から紹介した。また、Base of Pyramid（BOP）
ビジネスと公衆衛生との関わりについて紹介し、BOP
への関与の必要性を強調した。
④�Asian Functional Foods and Ingredients Database / 

Ms. Pauline Chan
�　東南アジア地域支部より、アジア地域における機能
性食品ならびに機能性食品素材に関するデータベース
作成の初期段階として構想を紹介した。USP の
Specification 等との違いなどについて質問が出た。
⑤�Regional Seminar on Food Fortification / Ms. 

Paulin Chan
�　東南アジア地域支部より、2013 年 10月に開催を計画し
ている東南アジアにおける食品強化（Food Fortification）
の規制についてのワークショップ “Regional Seminar 
and Workshop on Food Fortification” について紹介
があった。同会議は、古い法規のまま放置されている
国も考えられる現状があることから、各国の法規の確
認も含め紹介の場となる意味合いも持っている。食品
強化に対する消費者の受け止め方、受容（アクセプタ
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ンス）について考慮する必要がある、との意見等が述
べられた。
⑥�ICN 2013 Asian Branches Sponsored Session / All 

Branches
�　 2013 年 9 月にスペイン、グラナダで開催される表
記会議の演題内容について紹介があった。アジア地域
として一つのセッション（Food Fortification）を形
成し報告する予定であり、同時に、展示ブースを設置
する予定である。

（ILSI Japan　浜野弘昭）

＊＊＊＊＊

ILSI Southeast Asia Resion、ILSI Focal Point in 
China、ILSI Korea、ILSI India、ILSI Japan ならびに
ILSI Europe、ILSI Research Foundation、IFiBC 等お
よび台湾 Study Group から参加。総勢約 30 名。

（1）�Program Updates – Highlights of ILSI Asian 
Branches：Dr. Myeong-Ae Yu

各支部から入手したデータを基に ILSI Korea の Dr. 
Yu が昨年の成果、今年の活動目標について紹介。

（2）�The 6th Asian Conference on Food and Nutrition 
Safety：Ms. Boon Yee Yeong

11 月にシンガポールで開催された表記会議について
紹介。過去の開催場所についての紹介とともに第 7 回の
開催についての立候補を呼びかけた。どの支部も手を上
げず、今後の持ち越し案件。

（3）2013/2014 Collaborations
1）�The 4th Term ILSI Japan/MAFF Project：Mr. 

Hiroaki Hamano
浜野氏から、第 4 回の農林水産省東アジアプロジェク

トについて紹介。インド周辺国の情報収集、インド情報
の確認について ILSI India の多大なる協力に感謝。こ
れまでのデータをまとめたデータベース作成状況につい
ても紹介した。
2）5th BeSeTo Meeting：Dr. Junshi Chen

9 月 10 日、11 日の 1.5 日で開催される BeSeTo 会議
について紹介。食品安全情報のほかに栄養表示に焦点を
当て、その典型例として Na、トランス酸について紹介

することとした。
3）�Project SWAN and Project IDEA：Mr. Takashi 

Togami
CHP 活動として、Collaboration に焦点を当てて現況

を戸上氏から紹介。また、Base of Pyramid ビジネス
（BOP）と公衆衛生との関わりについて紹介し、BOP
への関与の必要性を説明。
4）�Asian Functional Foods and Ingredients Database：

Ms. Pauline Chan
データベース作成の初期段階として構想を紹介。USP

の specification との違いなどについて質問が出た。
5）�Regional Seminar on Food Fortification：Ms. Paulin 

Chan
東南アジアにおける食品強化の規制についてのワーク

ショップ開催紹介。各国の法規の確認も含め紹介の場を
持つ。古い法規のまま放置されている国も考えられる現
状がある。 “Regional Seminar and Workshop on Food 
Fortification” を 2013 年 10 月に開催する目標。食品強
化に対する消費者の受け止め方、すなわちアクセプタン
スについて考慮する必要がある、との意見が述べられた。
6）�ICN 2013 Asian Branches Sponsored Session：All 

Branches
9 月にスペイン、グラナダで開催される表記会議の演

題内容について紹介。アジアとして一つのセッション
（Food Fortification）を形成し、報告する予定。同時にブー
スを設置する。インドのスピーカーが発表できなくなった。

（ILSI Japan　山口隆司）

３．�ILSI Bord of Trustees 
（1/19　13：00-17：00）

ILSI 本部理事会は 1 月 18 日 13 時から 17 時まで開
催された。前回の電話会議の議事録の承認、ILSI 会長
Dr. van Bladeren の挨拶のあとに ILSI 中期戦略計画策
定に向けた取り組みの報告、各委員会からの活動報告と
2013 年度活動計画についての報告があった。最後に、
新会長 Dr. Hjelle の就任と台湾の加盟が承認された。

（1）ILSI 2015-2017 年中期戦略計画策定への取り組み
1 月 16 日から 17 日にかけて ILSI 理事とスタッフが

参加して行われた戦略会議について、ファシリテーター
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を務めたコンサルタントの Fallon 氏から報告があった。
戦略会議では ILSI の課題と今後の方向性について論議
され、2014-2016 参加年計画策定のためのたたき台が策
定された。

（2）委員会報告
1）科学的課題委員会（Scientific Issues Committee）

2012 年度は欧米の行政も含めた有識者と討議し、
ILSI の科学的インパクトの評価に有効な指標を明らか
にした。またバイオマーカーに関して深掘りし、総会で
の科学セッションを開催した。2013 年度は ILSI 戦略
計画と連動した活動を継続する。
2）広報委員会（Communications Committee）

2012 年は ILSI メンバーウェブサイト、ILSI EXTRA
を開設し、ソーシャルメディアにおける発信も開始し
た。2013 年には更なる情報発信を促進するために新た
な 5 か年計画を策定する。
3）出版委員会（Publications Committee）

2012 年度に Nutrition Reviews は創刊 70 周年を迎え、
今昔比較をテーマにした特集等を組み、インパクト・
ファクターも 4.077 から 4.472 に上昇した。また Present 
Knowledge in Nutrition の第 10 版は夏に Wiley-Blackwell
から出版された。新しい出版物 Present Knowledge in Food 
Safety の準備も進んでおり、2013 年に出版社との交渉
に入る。2013 年は現在の方向性を継続していく。
4）�グローバル三極ネットワーク委員会（Global Tripartite 

Network Committee）
2012 年度は各支部等からのデータ解析によりバイオ

テクノロジー関連活動やいくつかの支部で進捗があった
が、行政との関係構築が難しい支部もあることが確認さ
れた。委員会では今後も産官学連携を ILSI 全体で促進
していく予定。

（3）予算関連
2013 年度予算は収入 332 万ドル、支出 365 万ドルで

33 万ドルを 162 万ドルある繰越金から補てんすること
が承認された。

（4）その他
研究基金、国際協力討論会、推薦委員会から報告があ

り、推薦委員会からは継続理事、新理事、執行委員会の
推薦が行われ承認された。新理事は欧州アフリカ地区か

ら Dr. Rechkemmer、Dr. Mijer、HESI から Dr. Belanger、
Dr. Devlin、研究基金から Dr. Peters、そして規則で認
められた 32 番目の理事として Dr. Applebaum が就任し
た。新会長には Dr. Hjelle が就任した。また ILSI の新
組織として ILSI 台湾の加盟が承認された。

（味の素株式会社／ILSI-RF 理事　木村　毅）

４．�ILSI North America Assembly of Members 
and the Food, Nutrition & Safety Program

（1/20　08：00-12：00）

（1）事務局長報告
1）会員メンバーの状況

2012、2013 年に 2 社ずつ増加したが、合併による減
少のため、33 社で変化なし。例年通り、会員勧誘のため、
Potential Member（Amway Global, BASF 等）を掲げて、
協力を要請。
2）予算

2012 年の決算では、10.7 万ドルの黒字であるが、プ
ロジェクト決算では、24.4 万ドルの赤字。
3）Communication 活動

25 報文。
4）研究部会活動概略

現在 13 の研究部会が活動を推進。22 の会議、13 のセッ
ションを開催し、150 の講演者を要請、約 4,000 の講演
を行った。
5）指名委員会からの報告

本年度修了者、新指名者（任期 3 年、2 年、1 年）、再
指名者（任期 3 年）。新議長（任期 2 年）、副議長（任
期 2 年）の指名、無任所（特定の役職を持たない）執行
委員（任期 1 年）、本部役員（再任 3 名：1 名がパブリッ
ク、2 名が企業）の報告。
6）�基調講演： Keynote Speaker, Ivan Oransky （New York 

University）
“A Vanishing Monopoly? The Changing Role of the 

Media in Reporting About Science”
Ivan Oransky は、ニューヨークをベースにしたロイ

ターヘルスの編集長であり、ニューヨーク大学で 2002
年から科学、健康、環境報告プログラムにおける医学報
告について教鞭をとっている。ロイターを始め、メディ
アが科学をどのように取り上げているかについて紹介。
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健康、医学関係のジャーナリストの学歴に関する国家
レベルの調査によると

・�約 70％が少なくとも学士、19％が修士号以上、4.5％
が博士号、3 ％が医学博士号を持っている。

・�半分程度がジャーナリズムの学位を持っており、
13 ％がコミュニケーション、8 ％がライフサイエン
スを専門としている。

ロイターでは、現在、毎週 3 つの通信で 110 の話題
をカバーしている。

①�Reuters Medical News（医者、研究者、医学専門家
対象／関連分野開発状況）

②�Reuters Health eLine（一般者対象／健康、ヘルス
ケア）

③�Reuters Health Industry Briefing（ヘルスケア社会
のビジネス情報）

ロイターヘルスが記事を選択するポイントは、①イン
パクトファクター、②臨床治療における行動変化の可能
性、③証拠の強さ、④新規性、である。新聞では、
1989 年当時は毎週 95 の科学セクションを要していた
が、2005 年では 34 になり、2012 年には 19 にと減って
きている。

どのように記者の注目を引くか→ 何ができるか。
①記者との関係を築く
　・�呼び出しに応える
　・�ごまかしをしない
　・�論文発表後に直ぐに連絡しない
　・�他グループからの報道価値のある情報やアイデア

を送る
②�ニュース各社がより良いプレスリリースを執筆す

る手助けをする
さらに、Social Media、Twitter の利用、業界用語を

避け、自分のブログを立ち上げることを紹介。

（2）�Food, Nutrition & Safety Program （Emerging 
Issues）

1）2013 年の科学プログラム
・�Mind and Body – Understanding the Connection 

between Neurobiology & Behavior
・�Food: Balancing Risk and Benefit
・�Looking at Health Consequences of Physical 

Inactivity
2）2013 年 Future Leader 賞

・�Julia Gohlke, Ph.D., Asst. Professor at the 
University of Alabama

・�Joann McDermid, Ph.D., Asst. Professor at Cornell 
University

3）新規案件
1999 年以降に提案された案件をまとめた冊子を配布。
昨年の案件についてレビュー
①�Neuro Biology / Behavior：2013年春に “ Neurobiology 

and food intake and behavior” ワークショップを計画。
②�Standards of Science：炭水化物研究部会が 2013

年実験生物学会にてセッションを設定。
③�Risk Assessment for Nutrients：研究ロードパップ

を作成。2013 年度 Risk Benefit の科学セッション
にエントリー。

④�Food Safety：バックグラウンドペーパーを作成中。
Risk Benefit の科学セッションの一部は、本案件。

⑤�Nutrigenomics：-omics と informatics 研究に焦点を
当てる。分野を超えて研究。

⑥�Biomarkers：ILSI Europe の活動をモニター。BOND、
INSPIRE プロジェクトとの共同。

⑦�Food Availability：ILSI Research Founddation に本
部総会科学セッション共同開催を提案したが、失敗。

2013 年の新たな案件
　・�栄養とエイジング
　・�甘味料の安全性
　・�新興病原体

4）表彰
Johanna Lampe, PhD（University of Washington in 

Seattle ）／Carol Kellar（Kraft Foods）／ Debra Miller, 
PhD （The Hershey Company）／Kathy Wiemer （Bell 
Institute of Health and Nutrition）

（ILSI Japan　山口隆司）

５．�ILSI Executive Committee 
（1/20　08：30-10：30）

会合は昼食をはさんで 2 時間開催された。主要な議題
は次の 6 つであった。
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（1）�本部の 2014～2016 年の戦略マップの構築と具体的
な活動時間表

外部から招聘した Tim Fallon が中心となって、ILSI
本部事務局と一部の本部理事によって策定された ILSI
の 2014 年から 3 年間に亘る戦略活動計画（図 1）が提
示された。この戦略的活動計画は本部総会の初日に各支
部からの事務局長、理事、本部理事などに説明され、今
後 3 年間で優先すべき活動内容が議論された。ILSI の
最重要な使命は、現時点では「人々の健康と幸福をさら
に改善するための科学的根拠の提示」であるが、今回の
改定で、今後は「健康と幸福に役立つために科学をどの
ように理解し適応するかの推進」と改められた。初年度
に優先すべき実施項目として、図 1 のチャート上の 4
つのカテゴリーの内、A の『学術成果のインパクトをど

のように高めるか？』では項目の 2, 3, 4, 5 が選択され
た。B の『ILSI の差別化された役割と貢献』のカテゴリー
ではB-1, A-5, C-1, 5が選択された。『ステークホルダー
としての価値』の項目では B-3 が、『ガヴァナンス』の
項目では D-1, 3 が選ばれた。

実施項目を推進するために、上記の 4 つのカテゴリー
ごとに 2 名の本部理事と本部スタッフが割り振られ、具
体的な活動計画の策定と実践に当たることになった。

（2）コミュニケーションとマーケティング
コミュニケーションに対する戦略的活動計画の中にお

けるコミュニケーションとマーケティングの役割につい
て、意見交換がなされた。
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図 1 　ILSI 本部戦略活動計画（2014～2016）
Figure 1 　�International Life Sciences Institute Strategic Map: 2014-2016



（3）ILSI の強み
1）産、官、学の連携

学術課題について中立的立場でコンセンサスに到達す
るまで、産業界、政府の研究機関、大学、研究機関が連
携し研究する体制。
2）世界的規模での学術ネットワークを保有している

食品、化学物質、医薬品に関連した安全性と健康の焦
点を合わせた科学者の世界的規模での連携。
3）科学の質保証

ILSI はロビー団体ではなく、その中核には科学をお
いている。社会の必要とする栄養、健康関連の課題に対
してタイムリーに学術集会を開催し、広く学界、政府、
大衆に最新情報を提言する。
4）研究機構としての評価

ILSI は過去 30 年に亘り質の高い学術成果を発信して
きている。その学術成果は産、官、学の研究者の参画に
よって創出されたもので信頼性が高い。
5）ILSI スタッフの質

連携を強力に進めうるリーダーシップ、本部と支部間
の円滑な協力体制を構築できる。
6）研究財団

顕在化する前に研究課題を特定し、専門領域に精通し
た科学者の参画を仰ぎ、研究の推進に必要な研究基金を
政府や民から募金する能力。
7）出版物の質の高さ

Nutrition Reviews 誌はインパクト・ファクターが 4.3
前後で栄養学領域ではトップ 5 に入っている。学術雑誌
への投稿、モノグラフ、学術集会のプロシーディングス
の発刊などの実績。
8）国際機関との強力な連携

国際連盟、WHO、FAO などとの永年の連携。
9）ILSI の基本姿勢の強調

透明性、倫理的な配慮、利益相反の確認。
10）国際的な研究課題に対する取り組み

①水：飲料水、農業用水、排水など
②�農産物、食品へのバイオテクノロジーの適応と課

題の研究
③肥満の問題

（4）弱点と改善すべき領域
1）科学研究課題における絞込みが充分でない

①世界的な戦略構想の欠落

②ILSI 全体で取り組める課題の設定が必要
③多くの研究課題を優先順位付けする評価系の欠落
④�ILSI の会員を継続して参画させるに足る魅力的な

課題の選定が不足
2）科学の質

①�最先端の科学を強調した学術研究への取り組みが
不足

②学術研究成果の公表が充分でない
③�消費者団体からの攻撃に対処しうる充分な成果を

保有していない
④領域によって学術成果のレベルが揃っていない
⑤産官学の連携が常に円滑とは言えない
⑥�取り上げる学術課題が産業界の関心に偏り過ぎて

おり、公共からの提言を更に受け入れる必要性が
ある

3）世界的な学術研究ネットワークを強化すべき
4）学術研究のリーダーシップの強化

現状では不充分であり、また次世代の研究者の参画を
促す必要性がある。
5）�ILSI 参加企業への学術研究成果を知らしめる努力が

不足している
6）ILSI 全体の評価、ブランド価値向上に向けて

支部毎に価値感が統一されていない。有効な対話と
マーケティングが必要。
7）研究費の枯渇と財政基盤

充実した学術成果を継続的に創出するには、財政基盤
の強化と外部からの公的、あるいは財団からの研究費獲
得が必須であるが、常に逼迫している。
8）ILSI 組織構造上の問題
9）ガヴァナンス

本部理事と本部管理部門間の関連の強化
その他多くの指摘がなされた。

（5）ILSI を取り巻く外部環境の傾向
1）科学に対するメディア、大衆の不信感の増大

ILSI の学術研究は産業界に利することを目的とした
ものではなく、公共に有益な効果をもたらすことを更に
強調する必要がある。
2）産業界／ILSI に対する批判

共同作業に対する疑念と疑惑が高まってきている。特
に EU における食品安全の意思決定にかかわる研究者の
一部が ILSI に好意的な判断をしているとの疑念を持た
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れている。
ILSI は公衆の健康に貢献してきていることが明確に

なるような活動を現状以上に実践すべきである。
3）世界的な経済状況の悪化
4）ILSI を支える産業側からの支援の減少
5）ソーシャル・メディアの発達
6）中国、インドなどの経済力の影響度の増加

（6）�ILSI 組織として抱える問題への対応をいかに進めるか？
1）ILSI の産官学モデルを再評価する
2）�ILSI の世界規模の支部構造、本部スタッフの機能再

検討
3）学術研究の戦略と構造の強化
4）ILSI のブランド価値の信頼性を更に高めるには

以上のような課題が議論された。日本支部の理事会で
議論されてきている組織運営上の課題はほぼ同一であ
り、各支部の事務長や執行委員会での議論の内容は日本
支部の活動にも取り入れ、より効率的で、会員企業のみ
ならずパブリック側から参画している理事、研究機関に
とっても有益な学術成果を創出する研究機関であり続け
る必要がある。
（本部執行委員／人間総合科学大学／株式会社明治　桑田有）

６．�ILSI Southeast Asia Region Meeting  
（1/20　12：00-14：00）

東南アジア地域支部、中国事務所、韓国、インド、日
本、 米 国 な ら び に 欧 州 支 部、Research Foundation、
IFiBC 等および台湾 Study Group から総勢約 30 名以上
が参加した。

（1）会議概要
1）�Scientific Programs: Accomplishments 2012 and 

Planned Activities 2013 / Ms. Pauline Chan
東南アジア地域支部 2012 年の活動を会議（4 regional 

conferences & symposia, 7 regional training workshops, 
6 country-level seminars, 1 expert consultation & 
planning meeting）、情報発信（科学雑誌投稿、ニュース
レターおよびフラッシュニュースの発行）の実績につい
て紹介、さらに、科学クラスター（Food & Nutrition in 

Health & Disease, Food Innovations および Food & Water 
Safety）毎に 2012 年の活動実績および 2013 年の活動
計画の紹介。
2）�Current and Upcoming Research Projects 2013 / Dr. 

Sofia Amarra
進行中（Salt intake and salt sensitivity in Southeast Asian 

populations, Childhood obesity in Thailand）および計画中
（Intake of refined sugar and total sugar in Southeast Asian 
countries, Infant and child feeding practices in SEA, 
Maternal and child nutritional status in SEA, Risk profiles 
for contaminants of concern in ASEAN）の科学プロジェ
クトの紹介。
3）�Supporting Food Safety Harmonization in ASEAN / 

Mr. Keng Ngee Teoh
食品安全に関わる ASEAN のハーモナイゼーションお

よび食品添加物データベースの進捗状況。
4）�Key Nutrition Issues in Southeast Asia: Priorities / 

Prof. Geok Lin Khor
東南アジア地域支部の科学アドバイザーProf. Geok 

Lin Khor より、東南アジア地域の栄養状況、喫緊の課
題についての解説があった。
5）ILSI SEA Region Strategic Plan

2013-2017 の 5 か年計画の策定計画が報告された。紹
介された新たな Mission Statement は、“To be the trusted 
leader in the Southeast Asia Region in improving public 
health by integratingthe best scientific knowledge in nutrition 
and food safety throgh partnerships across academia, 
industry, government and international stakeholders”

（ILSI Japan　浜野弘昭）

７．�ILSI General Assembly 
（1/20　14：00-17：00）

（1）基調講演
1）Mr. Erik Olson／Pew Charitable Trusts

“Decision-making on Food Additives: The Appropriate 
Role for Public-Private Partnerships Delivering Useful 
Science”

米国連邦の食品法規の仕組みに焦点を当て、助言も含
めた考えを披露。

i）�FDA の食品安全近代化法に 2011 年 1 月 4 日オバ
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マ大統領がサイン。2013 年 1 月 4 日に主要な法
規が発行された。

ii）子供への安全で健康な食事プロジェクト。
iii）ヒトの健康と工業化された農業：抗生物質使用問題
iv）�食品添加物プロジェクト：2010 年に開始。法規

制プログラムの包括的な解析を実施し、方針を立
てて来た。

 v）�ワークショップの開催：Pew Charitable Trusts
では、Nature と IFT との共催する形で 2011 年 4
月：有害性評価、2011 年 11 月：暴露量評価、
2012 年 4 月：環境ホルモン容量反応についての
ワークショップを開催。

vi）�ナノ物質の放出問題：ILSI RF 主導で取り組み、
放出と吸収の測定法の開発について、一年間の共
同プロジェクトを推進。透明性を維持しながら
様々なステークホルダーとの契約を推進。

vii）�GRAS プログラム：これまで GRAS 物質として
食品に添加が認可された 10,000 の化合物の内、
3,000 については、FDA の審査を受けていない。
1,000 の物質については、FDA にとって未知の
物質である。そこに GRAS 物質や FDA の科学や
古い決定方法の再評価への大きな影響について懸
念が持たれる。古い化学物質の再評価システムの
構築が必要である。

viii）�パートナー候補：①全てのステークホルダーを引
き付けることに尽力する。②あらゆる見解を考慮
する。③透明性を持っている。

ix）�連携候補：①ナノ物質放出の第二段階、②再評価
の体制作り、③証拠の重み付け、④利益相反

 x）�連携評価の領域：①法規システムの強みと弱み、
②古い決定法の系統的レビュー（何が最良の方法
か）、優先順位付け、透明性、③ FDA の科学の
更新

2）Prof. Vittrrio Silano／II University of Rome
“The European Union （EU）Food Safety System: 

Principles, Procedures, Organization and Scientific 
Basis”

EFSA の科学委員会の元議長である Prof. Silano か
ら、欧州の食品安全システム、特に食品、飼料法規の一
般原則、欧州食品安全機関に焦点を当て紹介された。

1957 年（6 メンバー国）から 2009 年（27 メンバー国）
まで、欧州連合の法的根拠は、全ての法規分野への強い

影響を持ちながら大幅に拡大、強化されてきた。食品、
飼料の安全性、動植物の衛生法規の一般原則を欧州連
合、メンバー国レベルで構築することを承認した法規が
2002 年に出された。本法規でリスク回避や最小化に向
けた企業活動の責任について説明している。そこから、
リスク分析、リスク評価、食品のトレーサビリティーシ
ステムが導入されるようになった。本法規は、食品安全
における意思決定プロセスで強靭な科学基本、効率的な
組織運営を供給している。

欧州食品安全機関については、①科学専門家パネル、
②独立性、③特徴とリスク評価におけるミッション等に
ついて紹介。

さらに食品添加物の評価システム、2010 年開始の再
評価プログラムについても報告。
3）2012 年 1 月 22 日の議事録承認
4）Dr.Jerry Hjelle 会長報告

新会長から下記のポイントについて、今後の取り組み
方針が出された。

i）ILSI と公衆衛生との関連について
◦斬新な研究と分野を超えて合成された科学
◦貴重なデータ情報の寄贈
◦新規グローバル問題の同定
◦科学の国際的な普及
◦科学の協調的環境
ii）戦略計画は、絶好の機会を示す
◦グローバル資源を有効に活用する
　 80 名の常勤者
　 年間 2 千万ドルの運営予算
　 実行中の科学プログラム
　 2012 年の活動に参加した 2,400 名強の科学者
iii）下記ポイントを念頭に戦略目標を策定し、実践へ
◦科学、展望、影響
◦価値の認識
◦利害関係者のサポート（資源、提携）
◦管理（役立つ資源とその活用）

（ILSI Japan　山口隆司）

８．�ILSI Poster Session 
（1/20　17：00-18：00）

ILSI Japan のポスターを掲示。今年は、MAFF プロジェ
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クト成果報告、SWAN プロジェクト報告、ILSI Japan の
重点テーマについて紹介するポスターを作製した。

（ILSI Japan　山口隆司）

９．�ILSI Branch Leadership Meeting 
（1/20　18：00-19：00）

ILSI 活動を進めて行く上で特に Tripartite を推進す
る方策について各支部からの意見交換を行った。

地域によっては、政府から信頼を既に獲得し、政府の
ほうから共同プロジェクトを要請する場合もあるとのこと。

（ILSI Japan　山口隆司）

10．�ILSI-India Breakfast Meeting 
（1/21　07：00-08：30）

ILSI-India 事務局長の Rekha から 2012 年度の活動紹
介と 2013 年度の計画が報告された。また、ILSI-India
会長の Mr. Pai Panandiker から研究プロジェクトにつ
いて報告があった。ILSI Japan との共同プロジェクト
として 農水省プロジェクトがあり、インドならびに周
辺国の食品法規、食品添加物法規についての調査を行っ
てきた。また Lys 強化プロジェクトも共同で実施予定
となっている。また、Dr. P. K. Seth から、インド食品
法規の設定状況について報告があった。

（ILSI Japan　山口隆司）

11．�ILSI Focal Point in China Business Meeting 
（1/21　12：00-14：00）

2012 年度の活動紹介と 2013 年度の計画が Junshi 
Chen 事務局長から報告された。

（ILSI Japan　山口隆司）

12． �ILSI Japan Breakfast Meeting 
（1/22　07：00-08：30）

2012 年度の活動紹介と 2013 年度活動計画を行った。

活動計画では、支部の機軸「健康寿命の延伸」ならびに
関連 5 課題の設定についても紹介。また、浜野顧問から
農水省委託事業の総括、戸上理事から CHP 活動を紹介。

実質、最終日の早朝ということで参加人数が懸念され
たが、会議開始の時間には 40 名ほどになり、資料が行
き届かなかった参加者も出るほどであった。

（ILSI Japan　山口隆司）

13．�ILSI Platform for International Partnership 
（PIP）（1/22　08：30-12：00）

（1）�Proposal to Join Forces with Industry Council for 
Development（ICD）

ICD の活動を ILSI PIP の活動にどのように融合させ
るかということ。ICD はこれまで開発途上国で、技術
導入、開発の「教育」、「トレーニング」という観点で活
動を展開しており、FAO、WHO に対しても ILSI 同様
のステータスを持っている。ILSI は academic タイプの
活動で ICD が Ground タイプの活動。双方の融合によ
り相乗効果を発揮させる。ICD としては、これまで多
国籍企業のみの参加となっていたが、支部に参加してい
る企業の参画を期待する。ILSI はその部分をコーディ
ネートする役目を担う。

今後、下記 2 つのグループを作り、4 月までに具体的
なアイデア、プランを作成する。

①�Jakarta グループ：Boon Yee を中心とし、具体案
を作成。

②�Africa グループ：Mike Knowls を中心。南アフリ
カでは、個々の企業が例えば、GAIN 等と良い関係
を築きながら事業を進めている。その関係を継続
する形で具体的な提案を行う。

（ILSI Japan　山口隆司）
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◆ �ILSI Discussion Forum: Biomarkers 
（1/21　08：00-12：00）

（1）�US Perspectives on the Challenge of Validating 
Biomarkers for Use in Food-related Health Claims

Paula Trumbo, Ph.D.
（US Food and Drug Administration）

FDA/CFSAN（食品安全応用栄養センター）が通常
の食品や栄養補助食品の健康協調表示の市販前審査を実
施している。健康協調表示は、食品、食品成分と病気リ
スクまたは健康状態との関係を記述している。健康状態
は、慢性疾患リスクの条件付きバイオマーカー（代用評
価項目）になり得る物である。代用評価項目は、健康協
調表示の科学的審査において重要である。従って、潜在
的な代用評価項目の認定を示す科学的証拠の状況には注
目し続けている。健康強調表示の実証をサポートする特
別なバイオマーカー認定プログラムが無いので、CFSAN
では、慢性疾患リスクのバイオマーカーを評価する米国
医学研究所（IOM）研究に資金提供している。信頼性
のある代用評価項目の同定への試みと同様に研究報告の
提案についても紹介した。同時に FDA/CDER（医薬品
評価センター）でのバイオマーカー認定プログラム議論
についても紹介。

◦疾病と疾病リスクの代用評価項目：
　　�冠状動脈精神疾患（CHD）；総／LDL コレステ

ロール、血圧
　　大腸／直腸がん；腺腫様ポリープ
　　糖尿病；血糖値、インシュリン耐性
　　骨粗しょう症；骨ミネラル密度
　　認知症；軽度認識障害
◦公認健康協調表示取得：
　　①市販前請願書審査
　　②有意な科学的同意（SSA）基準への合致
　　③法制化過程を通した評価
　　④連邦公報（FR、CFR）への最終規則として公表
◦限定的健康協調表示：
　　①�SSA基準は満たさないが、信頼できる科学的な

証拠に基づいている
　　②�強調表示を裏付ける科学レベルについて消費者

を欺かないように限定的強調表示の文言を含む
　　③ FDA 実施権行使で考慮
◦�健康強調表示の科学審査（SSA ならびに限定的）

は全く同一。
◦�健康強調表示は、食事摂取と疾病または健康状態と

のリスク軽減関係を特徴づけている。
◦�IOM 研究提案：バイオマーカー評価過程での 3 つ

のステップ
　　①分析的検証－バイオマーカーアッセイ法
　　②�バイオマーカー認定－バイオマーカーと臨床転

帰との間の証拠評価
　　③�実践－上記 2 項目を十分に満たしているか同化

の判断
◦�FDA は専門家パネルを招集してバイオマーカーを

評価している。
◦�バイオマーカー認定：臨床試験（複数の機序を考慮、

対象群の考慮）、観察研究
◦�CDER のバイオマーカー認定（用法）：
　　�①被験者集団の選択または無作為化
　　②薬力学的評価
　　③有効性転帰評価
　　④毒性バイオマーカー
　　⑤安全性バイオマーカー
◦�CDER バイオマーカー認定プロセス：
　　�①基本合意書
　　②バイオマーカー認定パッケージ
　　③バイオマーカー認定審査チームが決定
　　④CDER 長の最終判断
　　⑤申請者に通達
◦�今後の展望：
　　�①�リスクバイオマーカーと臨床転帰との間の因果

関係構築
　　②独立予測因子
　　③�公認後の代用評価項目の修正はあるか？　他の

因果経路？
　　④費用－投資の回収

（2）�European Perspective on the Challenge of Validat-
ing Biomrkers for Use in Food-related Health Claim

Ⅱ．Scientific Session
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Albert Flynn, BSc, Ph.D.
（University College Cork, Ireland）

食品の全ての健康強調表示は認定されなければならな
いし、科学的実証は欧州委員会で認定される前にEFSA
に よ っ て 評 価 さ れ な け れ ば な ら な い と 欧 州 法 規
No.1924/2006 に規定されている。また、健康強調表示
は、入手可能な科学的データの全体を考慮することに
よって、一般に受容される科学的証拠ならびに証拠の重
み付けによって実証されるべきであると本法規に規定さ
れている。食品の健康強調表示の特別なタイプの実証化
のため、どのようにヒト試験結果としてバイオマーカー
の使用を EFSA が考えているかに焦点を当てた報告。

健康強調表示の実証化は、信頼性があり正確に判断さ
れ、強調表示された有用な効果について適当な評価を考
慮した結果が得られたヒト試験に基づいていなければな
らない。疾病リスク低減に関する健康強調表示は、疾病
発症のリスク因子を減少させることに基づいている。リ
スク因子は、疾病リスクの前兆となる生理学的因子であ
る。疾病開始の臨床的測定の代用として一般使用に適当
と EFSA に評価されたものは、極わずかである。認定
への科学的な厳しい要求が反映されている。

しかしながら EFSA は、入手可能な証拠に基づいて、
特別な食品や栄養素に対するリスク因子として幾つかの
バイオマーカー（カルシウムなど）は適当であると考え
ている。骨ミネラル密度は、老人の骨折に対する適当な
リスク因子である。

機能強調表示は、精神的行動機能や体重管理、そして
増大した満腹感を含む身体機能の維持・改良に関連した
有益な生理学効果のために作り出された。機能強調表示
をした効果の実証のための、ヒト試験の適当な結果の選
択は、その機能強調表示がどのくらい明確になされてい
るかに従い、ケースバイケースで考慮されるべきであ
る。それは短期間の非臨床データから明確にできる機能
強調表示もあれば、実証に臨床データを必要とする機能
強調表示もある。

EFSA は、食品の健康強調表示のために必要とされる
利益効果の幅、ヒト臨床データの結果を明らかにしたガ
イダンスを作成している。

◦�どんな関係が健康強調表示にふさわしいか
◦�どんなタイプの研究、効果指標（バイオマーカー）、

試験群が適当か
　 腸、免疫

　 骨、関節、肌、口腔
　 食欲、体重、血糖
　 抗酸化物質、心臓血管
　 身体能力
　 神経学的、精神的

【結論】
健康強調表示実証における適当なバイオマーカー
◦�EFSA の「栄養製品、栄養およびアレルギーに関す

る科学パネル」によるケースバイケース判断
　　何が専門家によって一般的に受容されるか。
◦�疾病リスク削減クレーム－わずかのバイオマーカー
　　科学的証拠のレベルが要求される。
◦�機能強調表示－多くのバイオマーカー
　　他のものより限定されている。
◦�課題：容認できる健康強調表示を明確にする
　　�機能に対する推定バイオマーカーの関係を明確に

する。

（3）�Approaches Used for Validating Biomarkers in rug 
Discovery/Claims

Jan Willem van der Laan, Ph.D.
（Medicines Evaluation Board, The Netherlands）

ヒトの医薬分野の開発でバイオマーカーは、既に数十
年、使用されている。血圧、心拍数は容易にモニターで
きるバイオマーカーである。肝機能のモニターに使用さ
れている ASAT（アスパラギン酸アミノトランスフェ
ラーゼ検査）や ALAT（アラニントランスアミナーゼ
検査）と言った生化学指標もある。これらの指標が、疾
病の指標となるものなのか、疾病その物なのかというの
は常に議論されている。最新の生体内バイオマーカー使
用により、より急速な新薬開発を導く方法論に重要な変
化をもたらしてきている。同時に規制当局者の積極的な
態度（確認作業）を要求している。

欧州医薬品庁（EMA）では、2007 年 3 月に出された
バイオマーカーに関する最終報告書を過去 10 年フォ
ローする形を取っている。同様に欧州医薬品業界内にも
科学的優先順位を定める議論が出てきた。また、EMA
では、バイオマーカーに焦点を当てた新規開発法の認定
手順を定め、そのガイダンスは、承認され、2009 年に
公表、2012 年に更新された。

2012年現在、中枢神経系（12）、腎臓病（5）、腫瘍学（3）、
消化器病（2）、呼吸器（2）、筋骨格（1）、心臓血管病（1）に
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関連するバイオマーカーの評価が行われている（カッコ
内の数値は、それぞれのバイオマーカーの個数）。この
うち 12 は既に終了。
【結論】

腎臓毒性のバイオマーカーの認定は、他のバイオマー
カーの認定のモデルとなり得る。

（4）�Can We Design Biomarkers of Health that Are 
Applicable in Nutrition Research?

Ben van Ommen, Ph.D.
（TNO, The Netherlands）

栄養研究では、食事や食事成分の本来の健康効果を実
証することは困難である。その原因の一端は、効果が微
妙であることによるが、より根本的な原因は研究デザイ
ンやバイオマーカーにある。本質的に我々は、疾病関連
のバイオマーカーまたは長期的な研究における中間指
標、または不完全な研究対象群の研究により、ある栄養
素が、ある疾病を防ぐことを示そうとしたり、疾病関連
のバイオマーカーにより健康が改善されることを示そう
としている。

我々は、ここで基本的な間違いをしているのではない
か？　健康は単に病気になっていないということではな
く、順応できる能力の状態で特徴づけてみたい。生理学
は、継続的に変化する環境に順応するために、うまく仕
組まれた機構である。緩衝吸収材の役目を果たす場合も
ある。その中で食物は主な役割を果たしている。多くの
必須栄養素は、主として性能の最適化や全般プロセスの
回復力に役立っている。低下した順応性は、メタボリッ
クシンドロームに関連しており、ダメージにつながる恐
れがある。一方、最適の順応性は、①最適のダメージコ
ントロール・フェノタイプ、②微量栄養素のレベル、③
抗酸化状態、④抗炎症性弾性、による。

そして、我々は、この適応能を “フェノタイプ順応性”
と呼んでいる。フェノタイプ順応性は、総合的なホメオ
スタシスの維持、そして健康生活の鍵である。フェノタ
イプ順応性を含むプロセスとメカニズムは、（インシュ
リンを介する）グルコース制御、筋代謝順応性、最適の
炎症ストレス反応、トリグリセリド代謝制御、酸化的ス
トレス制御、DNA 反応やアポトーシス、HPA 誘導スト
レス応答、免疫システム等を含んでいる。これらのプロ
セスは全て、複雑な生物学的ネットワークによって調節
されている複合的な分子機構を含んでいる。そこで、

①�薬として栄養素を扱うことをやめられるか？
②�食事は、治療や予防ではなく最適な健康を維持す

ることである。
③ �病気の発生ではなく、健康を数量化するバイオ

マーカーを必要としている。
④�健康とは、定常的に変化する環境の中、ホメオス

タシスを維持する能力である。
⑤�ストレス応答を数量化するバイオマーカーのデザイン。
⑥�多くの栄養成分は健康な食事開発をフェノタイプ

順応性に焦点を合わせている。
⑦�個人の見解が重要なのかもしれない。

（5）�ILSI Europe Marker Initiative: What Makes a 
Marker a Marker?

Loek Pijls, Ph.D.
（Nestlé Research Center, Switzerland）

栄養科学は、食するものが健康にどんな影響を与える
のかを明らかにしようとしている。そのために我々は健
康を測る必要がある。ただし、倫理上、実際上、費用の
面などからしばしば、健康状態を直接測れない。そこで、
たとえ見当違いであろうと、何か測れそうな、関係する
“指標” を探す事になる。結局、重要なのはマーカーで
はなく、指標としたものである。従って、常に何のマー
カーなのかを理解する必要がある。
【核心的な質問】

測定可能な指標が実際に現在、未来の健康や機能を反
映してもしなくても、結論を出すため、適用すべき基準
をどのように決めたら良いのか。
【分析論】

測定方法は、認定されたガイドラインに沿って有効で
なければならない。関係するマーカーに応じて、安定性、
分析感度や分析特性、再現性、正確性、品質保証や標準
化も含むかも知れない。それらは、生物学的マーカーに
当てはまる。
【現状把握】

“マーカーは、健康指標を反映しなければならない”
◦�マーカーと健康評価項目の間に統計的に有意で強い

関係がある。
◦�推定指標と健康評価項目の双方に及ぼす影響の介入

試験を通じて、マーカーへの影響と評価項目への影
響の関係を見ていなければならない。マーカーは、評
価項目の変化に応じて常に変化しなければならない。

ILSI 2013 本部総会報告

イルシー No.113  (2013.5)  ― 87



◦�栄養研究の様々な領域で広範に使用されているマー
カーに基づいたマーカー選択基準。

【次のステップ】
◦�免疫の分野において、マーカーの有効性に対する基準

の重み付けをするシステムが開発されてきた。この方
法が他の分野に、どうすればより一般的に受け入れら
れるかについて調査し、詳細に説明することになる。

◦�ノンマーカーの適用。新たなマーカーの選択。
（ILSI Japan　山口隆司）

◆	� ILSI NA Scientific Session: Understanding 
the Connection between Neurobiology & 
Behavior（1/21　08：30-12：00）

21 日の午前は、ILSI North America Science Session
に参加した。テーマは、“Understanding the Connection 
between Neurobiology & Behavior” で、食行動と神経や
内分泌の関連について 4 人の講師によって論じられてい
た。Introduction では、脳と身体の関係を米国大陸の絵
を模して図示し、ちょうどマイアミが視床下部という重
要な位置に相当するなどコメントし、多くの聴衆を集め
て親密な雰囲気で実施されていた。

（1）�Neural Systems Involved in Food Intake: An 
Integrative Overview

Stephen Woods, Ph.D.
（University of Cincinnati, U.S.A.）

我々の食行動がホメオスタティック、すなわち視床下
部から脳幹に指令が発せられ、生理的状態を維持するた
めに行われる場合だけでなく、大脳皮質の働きによる非
ホメオスタティックな理由で行われることがある。我々
は食事という行為により食物を摂取しているが、毎回の
食事で考えなければならないのは、いつ、何を、どのく
らいの量食べるかということである。いつ食事を始める
か、は典型的な非ホメオスタティック要因によるものと
言えよう。そのきっかけとして、習慣、機会、社会的要
因、ストレス、快楽などさまざまであるが、ホメオスタ
ティックな理由、すなわち緊急のエネルギー補給の必要
性によることは希である。一方で食事において、どのく
らいの量を摂取するかという点については、概してホメ
オスタティック要因、すなわち、消費された栄養素の

質・量に応じて引き起こされる神経的、ホルモン的シグ
ナルの反応によるものが大きい。現在、話題となってい
る肥満は、摂食量の増大によって引き起こされると考え
られるが、動物実験の結果からは、ホメオスタティック
にはエネルギー摂取と消費はバランスし、体重は一定に
調整されていることが示されている。にもかかわらず、
ヒトの平均体重は増加してきており、この説明には非ホ
メオスタティックな要因の関与が挙げられる。コレシス
トキニン（CCK）やグルカゴン様ペプチド（GLP-1）
のような、食事によって消化管細胞から発せられるシグ
ナルは、直接、後頭葉に、または迷走神経を介して作用
して、満腹を感じるシステムの一端を担う。これらの満
腹のシグナルは、体脂肪量や血糖値その他の代謝要因と
も関連し、下垂体を含むさまざまな脳の部位にも伝達さ
れている。食事を終了する指令は、このように多様な要
素の組み合わせによるものである。ラットに CCK を投
与すると用量に応じて摂食量の低下が認められ、またヒ
トでもCCK投与により食事量の減少が報告されている。
残念ながら、CCK によって減少した食事量を補うため
食事回数が増加するので、これは肥満の治療薬には使え
ない。非ホメオスタティック要因が摂食量と体重のコン
トロールを難しくしていると言える。

（2）Food Choices and Eating Patterns
Paul Breslin, Ph.D.

（Rutgers University, New Brunswick and Monell 
Chemical Senses Center, U.S.A.）

まず話の発端として、我々の環境が “The Land of Milk 
and Honey” ＝ パラダイス、とのスライドを示し、なぜ
我々が乳製品と甘いものを好むか、との命題を、次のヒ
トの進化の系統図のスライドを使い次のように考察し
た。無尾猿と分化する以前、我々の先祖はさまざまな環
境に住み、いろいろな物を食する、雑食性・果食性で
あったと思われる。ホモサピエンスとして分化した後も、
雑食性と甘味の嗜好は残存し、高度に多様化した食環境
において生活を維持するために、必要とする栄養素を獲
得する必要があった。目下、エネルギーとタンパク質の
欠如、さらに下痢による水分とミネラルの損失が原因
で、毎年 16 百万人の子どもが死んでいる。また約 10
億人がカロリーばかりでなくミネラルとビタミンといっ
た必要な栄養素を欠く栄養不良に陥っている。このよう
に太古の昔も現在も、日々必要な水分や栄養素を提供す
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る食物を選択する必要がある。我々の食習慣は味と栄養
素によって選択されている。何を食べるかということの
選択が不適切ならば、低エネルギーや、栄養価の低い食
物をとるという労力の浪費ばかりでなく、致命的な毒物
を摂る危険性がある。我々が食物を再び摂取するか拒絶
するかを学ぶことは、個人にとって種にとって、生き残
りのために非常に重要である。

（3）�Food “Addiction” - Translation Studies of the 
Fine Line between Food Reward and Addiction

Nicole Avena, Ph.D.
（University of Florida, Gainesville and Princeton 

University, U.S.A.）
米国での肥満の蔓延は大きな社会問題である。大人の

65 ％が過体重、36 ％が肥満という状況である。なぜこ
のようなことが起きているのか、一人前の食事量や飲料
のサイズが増加していることも、食料が簡単に手に入る
こともひとつの要因であるが、いろいろな要因の組み合
わせによって肥満が発生している。手軽でおいしく、高
カロリーの食物の中、肥満の蔓延を鑑みると、快楽的過
食が体重増の原因になっているかもしれないことが示唆
される。おいしいものをたくさん食べることは、脳報酬
に強力な効果を引き起こすことがよく知られているが、
美味な食物の過剰摂取は、薬物の乱用のときに起きる依
存と同様の反応を引き起こすのではないかとの懸念があ
る。この考えの検証のため、美味な食事の過食が、ある
種の薬物の乱用で引き起こされると同様の行動を起こ
し、脳報酬系に変化をもたらす可能性があるかどうかを
探るため、実験動物を用いたいくつかの試験が行われて
いる。10 ％シュークロースの飼料を与えると、薬物乱
用時と同様の反応と考えられる、抵抗性、アヘン様禁断
症状、シュークロース獲得のための動機づけの促進など
の行動が観察され、使用中止による禁断症状が観察され
る。一方、ラットが脂肪豊富な食事を過食すると、過剰
な体重増加が発生するが、異なった嗜癖行動がみられる
ことがわかった。近年では精神測定と脳画像技術を用い
て、過食の研究が進められている。これらの試験の結果
から、美味な食事の過剰摂取により、薬物乱用時と同様
の反応が見られる者がいることも示唆される。

（4） The Influence of Food on Brain Health
Fernando Gómez-Pinilla, Ph.D.

（University of California Los Angeles, U.S.A.）
このプレゼンテーションの主な話題は、どのように栄

養物が細胞のエネルギー代謝とシナプス機能に作用し
て、意識と情動に影響するかを考察することである。特
にオメガ-3 脂肪酸は脳の発達に決定的であり、ヒトの
臨床試験において、この物質の食物中の欠如が、精神医
学的、神経学的な病気に影響することが知られている。
動物実験では、ウコンに含まれるクルクミンが、学習と
記憶において、オメガ-3 脂肪酸の作用を惹起しうるこ
と、またこれらの食要因が脳損傷の影響を緩和する効果
が知られている。逆に、脂肪と砂糖が豊富な高カロリー
食で長期間飼育したとき、脳を損なうことがある。これ
らの飼料はメタボリックシンドローム（MetS）の主原
因であり、MetS の影響もまた脳に広がりうることが近
年示されている。我々は動物試験で分子システムの機能
を悪化させることにより、MetS は意識容量を減少させ
うること、またリン脂質含量から神経細胞の形質膜が
MetS の主標的であることを示した。オメガ-3 脂肪酸に
よって高カロリー食が引き起こす身体および脳に対する
MetS の影響を減じることができることが重要である。
また、運動することにより、非健康な食物によってもた
らされる悪影響の緩和と、健康な食物のもたらす恩恵の
増強がもたらされる。結論として、食事と運動の管理が、
脳の機能を支援し意識機能を維持するための、卓越した
非侵襲的な戦略である。動物試験から得られた情報は、
ヒトの処置に外挿し得るものである。

（味の素株式会社　増山　剛）

◆	� ILSI NA Scientific Session: Balancing Risk 
and Benefits（1/21　14：00-17：30）

（1）Session Introduction
Chairs: Katherine L. Tucker, PhD, 

（Northeastern University Boston, Massachusetts, 
U.S.A.）

（2）Risk Benefit Analysis of Foods
Richard A. Williams, Ph.D.

（George Mason University Mercatus Center, 
Arlington, Virginia U.S.A.）

◦�食品のリスクとベネフィットを考えた場合の基本原理
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　 i ）�全ての食品はリスクとベネフィットの双方を兼
ね備えている。

　 ii）�ヒトはもしひとつの食品を食べなくなったら、
他のものを食べることになる。

　iii）�数多くのデータもなく、一つの特性に基づき食
品摂取を変更することは、間違った方向にリス
クを変えているようである。

◦�最近の食品ポリシー：分析と管理
　　�「栄養」では、食品のベネフィットに注目し、「食

の安全」では、食品のハザードに注目。
◦�食品法規は、時に食品の価格を変動させ需要の変更

をもたらし、ヒトの摂取変化をもたらす。
◦�食品リスクの評価と管理
　　安全分析：安全評価と保守的なリスク評価
　　�「安全」とは、意図した使用条件下、ヒトに危険が及ば

ない暴露程度についての専門家の最適判断を言う。
　　�安全評価や保守的なリスク評価を含む現在のリス

ク評価手段は、バランスを考えるリスク・ベネ
フィット分析には有用ではない。

◦�以前は、新技術の導入等、新たなリスク懸念があっ
た場合、我々は、医薬品の場合のように事前決定規
則を選択し、多くの場合それを継続してきた。新規
のものに対して厳格に対応するため、我々は、不確
定要素をより的確に対処するためのリスク評価能力
を早々に改善する必要がある。

（3）�Risk Benefit Assessment for Chemical Contami-
nants

Robert L. Buchanan, Ph.D.
 （University of Maryland, College Park, Maryland, 

U.S.A.）
米国での汚染化学物質に対する食品安全ポリシーは、

主としてベネフィットではなくリスクを考慮する方向に
ある。これは、充分以上の食品供給がなされ、汚染食品
は、容易に未汚染食品に置き換わられると言う仮定を反
映している。汚染化学物質が食品に添加された場合、そ
のレベルは、確実に無害であり、生物学的有害影響の閾
値を超えないことが基本的な法的基準として要求される。
これは自然に存在する物質とは少し違っている。それら
の法的基準は、通常食品を有害なものにしないレベルに
存在する。この様な枠組みの中、特にベネフィットによっ
て公衆衛生の直接的な改善が定量化できない場合、ベネ

フィットが考慮されることは無い。ベネフィットの喪失
につながるリスクとの釣り合いをもたせる汚染物質のリ
スクを考慮することになり、究極的には全体のリスク緩
和の最適化を考えることになる。この概念を調査する手
段として、食品中の有機塩素化合物と魚のメチル水銀を
リスクを最小限にする例として取り上げた。さらに食品中
の汚染化学物質に対応する際、総食事暴露を考慮する重
要性の一例として、食事由来のヒ素についても紹介した。

（4）�A Risk Benefit Approach to Assess Nutrient 
Intake – Do We Need a New DRI?

Alicia L. Carriquiry, Ph.D.
（Department of Statistics, Iowa State University, 

AmesIowa, U.S.A.）
適正量の摂取をしている限り、栄養素は汚染物質と違

い、利益をもたらす。また汚染物質では暴露量とともに
有害事象のリスクが増加するが、一般的に栄養素の場合
は当てはまらない。栄養素の場合は、不足のリスクと過
剰のリスクの双方で成り立つ。

近年まで、摂取が食物からのみであった時は、微量栄
養素の過剰摂取は考慮するようなものではなかったが、
ある栄養素では、あるサブグループにおいて、強化した
食品の寄与（過剰摂取）を考える必要が出てきた。
◦�摂取欠乏に伴う二つの一日標準摂取量（RDI）の考え方
　　�栄養素における EAR（推定平均必要量）と RDA（推

奨量）の設定。
　　�EAR は、母集団の半分のヒトが要求量を満足でき

る量。
　　�RDA は、母集団のほとんど全てのヒトが要求量を

満足できる量。
◦�UL（耐容上限量）は、ほとんどのヒトにリスクを与えな

い摂取レベル。RDA を超える量であり、推奨されな
い。UL よりも低摂取量であればリスクは無い。

◦�推定平均耐容量（Estimated Average Tolerance: EAT）の
リスク評価
　�UL と安全因子から算出される上限値を超える値の

設定の新提案。
【結論】

✓　�摂取量評価として EAR を使用することには一般
的な合意がある。

✓　�過剰摂取の評価方法については再考しなければな
らない。
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✓　�耐容上限量を超える判断は保守的な決定となりが
ちである。

✓　�幾つかの栄養素の生理学的差異の安全係数は、1
である。

✓　�全てのヒトは等しく高暴露に対して耐容性がある。
✓　�栄養素において AT モデルが適当かを判断するこ

とは、今後の再考課題である。
✓　�ある栄養素で、有病率評価にバイオマーカーを用

いている。AT モデルを拡大するためには、バイ
オマーカー研究への展開研究が必要と言える。

（5）Communicating Food Benefits and Risks
Baruch Fischhoff, Ph.D.

 （Social & Decision Sciences, Carnegie Mellon 
University Pittsburgh, Pennsylvania, U.S.A.）

消費者は、安全で健康的な食事をとるため、食品のリ
スク・ベネフィットについて権威があり、信頼の置ける
包括的な情報を必要としている。そういった情報を提供
するための 3 つの障害について紹介。①消費者認識につ
いて誤った洞察力、②不完全な人材の情報チーム、③コ
ミュニケーション活動に対する薄弱な評価。

これらの障害を減らすため、限られた原資と強いリー
ダーシップによる科学的な組織化された戦略を提案。

良いコミュニケーションは不可欠であり、人は「恐
れ」、「切望」、「チャンス」のために耳を傾け、「利益」、「リ
スク」について聴衆を尊重して伝達する。
課題　規範分析：リスクとベネフィットの測り方
　　　　記述的研究：価値観や信条の測り方
　　　　�規範的介入：�リスクとベネフィットを明確にす

る方法
　　　共通基準：潜在的なベネフィット
　　　　�データの要約による「認知的負荷の減少」、不明

瞭な対策の解読による「認知的負荷の増加」
　　　　�明確な対策を備えた「透明性」、内臓価値を伴う

「透明性減少」
　　　　�共通評価基準を備えた「比較可能性」、データ特

性による「比較不能」
（ILSI Japan　山口隆司）

◆	� ILSI Research Foundation Scientific Session: 
Developing Healthy Lifestyle Behaviors in 

Young Children 
（1/21　14：00-17：30）

21 日午後は、ILSI Research Foundation による Science 
Session に参加した。少々空席が目立ったが、やはり 4 人の
講師が登場し、“Developing Healthy Lifestyle Behaviors 
in Young Children”、とのテーマで、将来を担う子ども
たちの健康維持のための研究が熱く論じられていた。

（1）�Development of Food Preferences Children: Genes 
and the Environment

Kathleen Keller, Ph.D.
（The Pennsylvania State University, U.S.A.）

まず出されたスライドは、乳児に甘い物と苦い物を与
えたときの表情の写真、生まれたときから味の好き嫌い
が形成されている。まず大きなテーマとして、食物の嗜
好性が遺伝子に支配されているのかということが挙げら
れる。フェニルチオカルバマイドやプロピルチオウラシ
ル（PROP）などいくつかの化学物質に結合する苦味リ
セプターである TAS2R38 遺伝子の変化は、広く研究さ
れている。TAS2R38 と食事の嗜好性はほとんど関係な
いとされているが、遺伝子の表現型である PROP 感受
性は、期待が持てるアプローチと考えられる。米国では、
約 70 ％の人が PROP 感受性で、残り約 30 ％が非感受
性である。PROP 感受性の人は、非感受性の人に比べ
て活動的味蕾の密度が高く、PROP 感受性の子どもは、
非感受性の子どもに比べて、生ブロッコリーやグレープ
フルーツジュースなどの苦味を呈する食物の嗜好性が低
いことが報告されている。最近の研究では、地理情報シ
ステムを用いて、子どもの食環境を、果物や野菜を売る
店舗とファーストフード、スナックおよびジャンクフー
ドの店舗への近接度により、「健康な」または「不健康な」
環境と特徴づけた。環境または味覚遺伝子いずれか単独
で見る限りは、有効な情報は得られなかったが、この 2
種類の変数の相互作用からは、食の嗜好と肥満につい
て、明確な関係が見られた。「不健康な」環境に住む
PROP 非感受性の子どもの平均値は、他のグループに
比べて、肥満で高い体重を示した。一方、「健康な」環
境に住む PROP 非感受性の子どもでは、環境との高い
関連を示した。店舗への近接度に加え、食品のマーケティ
ングとブランド化が子どもの食行動に大きな影響を与え
ており、因果的に巻き込まれた幼少期肥満として報告さ
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れている。我々の研究室では、子どもに馴染みのある食
品包装を用いることで、果物や野菜のような健康的な食品
の摂取を増大させる可能性について、研究してきている。

（2）�Understanding the Role of Parenting on the Eat-
ing Behavior of Young Children in Low-Income 
Households in the U.S.

Thomas Power, Ph.D.
（Washington State University, U.S.A.）

冒頭に、100 年の育児研究の歴史をレビューし、初期
はトイレの訓練、離乳、食事の与え方に重点が置かれ、
研究からは、育児と幼児の発達の関連は明らかにされな
かったことが紹介された。1940 年代になり、親が何を
するか、ではなく、どのようにするかに研究の重点が移
り、現在はさまざまな要因の評価によって育児の格付け
が行われる。この講演では、親の所得、育児スタイルと
小児の肥満の関係を明らかにした。中流クラスでは、高
度な要求と感受性の組み合わせによる厳格な育児スタイ
ルで肥満リスクは最小となり、一方で関わりが希薄で独
裁的な子育ては肥満リスクが最大となる。対して低所得
クラスの場合、低い要求性と高い感受性の組み合わせで
ある、甘やかしの育児スタイルが、最大の肥満リスクを
もたらす。育児スタイルは子どもたちの食事摂取とも関
連がある。例えば中流クラスでは、厳格な育児スタイル
は、果物と野菜の摂取量がより多く、甘味飲料と脂肪分
たっぷりの食物の摂取は、より抑えられている。低所得
クラスでは、甘やかしの育児スタイルによって、高エネ
ルギー食品の消費が最大で、果物と野菜と乳製品の摂取
量は低い。この講演では、低所得クラスの育児スタイル
がなぜ肥満に結びついていくのかを考察していた。

（3）�Eating and Physical Activity Behaviors of Young 
Children in Europe - The IDEFICS Study

Wolfgang Ahrens, Ph.D.
（University of Bremen, Germany）

余談ながら、ドイツ人である演者とその共同研究者
は、前夜のレセプションでたまたま隣に座っていた。講
演内容は次のようなもの。標準プロトコールに基づいて
ヨーロッパ 8 か国、すなわちベルギー、キプロス、エストニア、
ドイツ、ハンガリー、イタリア、スペイン、スウェーデンで
2 歳から 9 歳の子 16,224 人に対して、IDEFICS 共同試験

（Identification and prevention of Dietary – and lifestyle-

induced health Effects In Children and infantS）が実施
され、5 年かけて、人体測定、血圧、血液生化学、体力
検査、身体能力、唾液 DNA およびかかとの骨の超音波
検査といった身体検査や測定を実施し、さまざまなデー
タを蓄積した。このほか、さまざまな要因（親からの教
育、両親が揃っているか、移住背景など）に対して子の
過体重との相関を検証した。また、身体活動に費やす時
間や一日睡眠時間、一日テレビ視聴時間と過体重にも相
関がみられた。テレビを見る時間と、甘く脂肪豊富な食
物を摂取する量は正の関係があった。この知見は、それ
ぞれの地域事情に合わせた方策の作成に役立ち、また個
人レベルの行動にも貢献するだろう。

（4）�Healthy Active Living in the Early Years （Aged 
0-4 years）

Mark Tremblay, Ph.D.
（Children s̓ Hospital of Eastern Ontario Research 

Institute, Canada）
演者は、幼少期が、健康で活動的な生活行動の発達の

ために重要な時期であることを説き、カナダにおける幼
少期の身体活動へのガイドラインを紹介した。このガイ
ドラインは、近年実施された、3 つのグループ（1 歳以
下の乳幼児、1 歳を超え 3 歳以下のよちよち歩きの赤ん
坊、3 歳を超え 5 歳未満の未就学児）に対して、座る行
動（ほとんどテレビの時間）、身体活動と健康指標（健
康体重、骨と骨格の健康、運動能力の発達、精神的健
康、認識の発達、そして心臓・代謝疾患のリスク因子）
の間にどのような関連があるかの研究の体系的なレ
ビュー結果をもとに作成された。最終ガイドラインは、
900 を超える国内および海外関係者、エンドユーザー、
キー情報提供者のインプットにより作られていて、ウェ
ブで参照できる。さまざまな情報源からできているとい
うことは、ガイドラインに従う小児の増加に伴い、改良
の機会があることを示唆している。このガイドライン作
成の背景として、座り行動は健康探究において重要な分
野になってきていることが挙げられる。乳幼児は目覚め
ている時間の 73～84 ％は座り行動であり、2 歳以前の
子どもは 1 時間以上テレビの前で過ごす。テレビの前の
時間の増加は、肥満、心理社会的健康、認識発達などの
好ましからぬ状態に関係する。テレビを見る時間を最小
に制限し、自由遊戯や屋外での時間を最大化するための
努力が推奨されるべきであり、またこのような行動の政
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策や援助が求められるべきである。

報告した 2 つのセッションを含め、本会を通じて、肥
満を引き起こす要因解明や、予防が大きな関心事項と
なっていることがうかがわれた。食べたいものを我慢す
るという発想はあまり科学的ではないのか、日本人にな
じみの深い精神論はあまり聞こえなかったように思う。
世界各国の ILSI の仲間と知り合いになれたことも大き
な収穫であった。

（味の素株式会社　増山　剛）

◆	� ILSI NA Scientific Session: Looking at 
Health Consequences of Physical Inactivity

（1/22　08：30-12：00）

4 名の講演者による講演と、座長を加えてのパネル討
論で、不活発な生活習慣が肥満や各種疾患の発症要因に
なっていることや、強度の高い運動よりも活動的なライ
フスタイルの実践が、より疾病予防に効果的との考えが
示された。

（1）�The Biggest public Health Problem of the 21st 
Century: Not Enough Physical Activity

（�21 世紀における最大の公衆衛生上の課題―不充分
な身体活動―）

Steven Blair, P.E.D.
（University of South Carolina, U.S.A.）

座りがちな生活習慣は世界規模で広がってきている。
米国では成人の 25～35 ％は身体活動が不充分で、定期
的な運動習慣がなく、自宅や勤務先でも座っての仕事で
通勤も車である。身体的不活動や運動習慣のない人は、
適切な身体活動や運動習慣のある人に比べ 2 倍以上の多
数の健康上のリスクを背負うことになる。身体的不活動
の人口寄与リスクは大きい。

エアロビックセンター縦断研究（ACLS）で、中庸な
運動習慣のある人は運動しない人より 6 年間長生きし、
更に高い強度の運動をする人は 9 年間長生きするデータ
がでているが、身体的不活動の公衆衛生上の認識は低
く、充分に理解されていない。産業化が成熟した社会に
おいては、家庭や職場で、さらには休養日に、身体活動
を高める啓発を過去数十年広めてきているが、充分な成

果は得られていない。
より多くの人々に更に普遍的に身体活動量を高めさせ

るには、社会科学的なアプローチや、社会環境や個々人
に即したアプローチが必要と考える。

（2）�Physical Inactivity: Effects on Healthy Aging, 
Chronic Disease

（�身体的不活動：ヘルシーエイジングと慢性疾患へ
の影響）

Marc Hamilton, Ph.D.
（Pennington Biomedical Research Center, U.S.A.）

日中の起きている時間帯における座りがちな生活習慣
が寿命を決定し、多くの慢性疾患を引き起こすリスクで
あることを実証することは火急の研究課題である。慢性
疾患に含まれるものとして、メタボリックシンドロー
ム、心臓血管系疾患、2 型糖尿病、肥満症、ある種のが
んや深部静脈血栓症などがある。疫学研究やヒトでの介
入研究では、一週間当たり 150 分の中程度の強度の運
動が推奨されてきているが、新しいコンセプトでは「長
時間の座りがちな生活は、運動不足以上に健康に良くな
い」とされている。

運動の生理学と同様に動かない状態に関する生理学的
研究、すなわちベッドレスト（安静臥床）研究や大気圏
外旅行の領域が注目されてきた。例えば 20 日間のベッ
ドレスト研究で、① 身体組成では総筋量が約1 kg低下、
② 最大筋力、筋機能では脚総合筋力が男性で 15 ％、膝
伸展パワーが 26 ％低下、③ 酸素摂取量が 14 ％低下、
④ 骨密度；腰椎骨で 4.6 ％、⑤ 糖と脂質代謝；糖負荷
試験でインスリン感受性が低下、中性脂質、コレステ
ロール、遊離脂肪酸、アポ蛋白 B では変化しなかった。
筋肉のリポ蛋白リパーゼ活性は増加した。入院患者を
ベッドレスト状態に長期間置くことのマイナスの影響の
大きさを認識する必要がある。

（3）Physical Inactivity: Impact on Appetite Regulation
（身体的不活動：食欲に対するインパクト）

John Blundell, Ph.D.
（University of Leeds, United Kinigdom）

長年座りがちな生活習慣を続けていると、体脂肪の蓄
積量が増加し、過体重や肥満症を発症する。座りがちな
生活習慣はエネルギー消費（EE）を低下させ、エネル
ギー収支を蓄積の方向に傾ける。一方で座りがちな生活
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習慣はエネルギー摂取（EI）の増加を加速させる。テ
レビの視聴、ビデオゲーム、音楽を聞くことや睡眠など
の不活動の習慣が食欲に及ぼす影響が調べられた。特に
テレビの視聴時間は食事の頻度と食物摂取量の増加と関
連していること。食物摂取量が空腹感なしに高まってい
ること。過剰に摂取される食物は嗜好性が高く、熱量も
高いことが示された。身体活動が不活発な状況では生体
恒常的な制御系が作用せず、食欲を抑制する機能が弱ま
ることが推定された。

一方、身体活動を高めると満腹シグナルの増加を促
し、食後の食欲制御系のペプチドホルモンのプロファイ
ルを正常化することも明らかにされた。

（4）�What Can You Do to Stop Your Chair from Killing 
You?

（椅子に殺されないために、あなたにできること）
James Levine, M.D., Ph.D. 

（Mayo Clinic, Scotts Arizona State University）
Non Exercise Activity Thermogenesis（NEAT）非運

動性熱産生は、活発なスポーツのような運動以外の身体
活動で消費される熱量のことである。運動以外の日中の
生活スタイルによってエネルギー消費は異なる。NEAT
を増やせば特別な運動をしなくても肥満は予防できる。
逆にジムに通い、強度の高い運動をしても、残りの時間
に座りがちな生活スタイルで過ごすと肥満は解消しない
ことになる。職業で見ると座ったままの業務であれば
300 Cal／日、立ったままのキャッシャーのような業務
であれば 1,400 Cal／日、農作業なら 2,300 Cal／日と、
一日あたり 2,000 Cal も異なる。NEAT を高めるための
環境整備として、短い会議は立ったまま行う、事務作業

（コンピューターの入力作業など）では足元にトレッド
ミルを設置して歩きながら作業を行う、学校では椅子に
代わりバランスボールに乗って授業を受けるなど、かな
り奇抜な実施例が紹介された。

4 名の演者がいずれも強調していることは、ジムに通
い運動しているから多少は好きなものを食べることがで
きるとか、運動したから残りの時間は椅子に座ったり、
横になったりしてしまうことは、消費エネルギー全体か
ら見ると運動の効果を帳消しにしてしまう、ということ
である。また、いざ病気になった場合にも、従来の安静
休養を優先することが必ずしも患者の健康状態の改善に

はつながらないというメッセージでもあり、日頃からマ
メに体を動かす習慣が大切である。

（本部執行委員／人間総合科学大学／株式会社明治　
桑田　有）

◆	� ILSI IFBiC Session: Improving Food – 
Plant Development for Better Food 

（1/22　14：00-17：30）

IFBiC 部会長 Dr. Ray Shillito（Bayer CropScience）
が司会を行った。なお、終了後、部会長の交代が発表さ
れ、後任は Dr. Kevin Glenn（Monsanto）となった。

 

今回のセッションは、植物バイオの第 2 世代の栄養改
善などの品質系統に焦点を当てた内容となった。この流
れは最新の “Present Knowledge of Nutrition” でも同
様の傾向であった。なお、2011 年に ILSI Japan が開催
した第 6 回「栄養とエイジング」国際会議における
ILSI Japan バイオテクノロジー研究部会のセッション
でも同じ方向で講演を行った。

（1）�The Science of Crop Development: “Conventional” 
and Biotechnology Methods

Wayne Parrott, Ph.D.
（University of Georgia / ILSI IFBiC Science Advisor, 

U.S.A.）
セッションの総論。
育種による食物の変化を印象づけるため、夏休みに訪

れたスコットランドの Mary of Guise の居城 Stirling 
Castle で、1540 年当時の食事として売られていた食事
に使われていたイチゴは、チリと東北アメリカの 2 つの
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原種のかけ合わせにより 1740 年代に現在のようなイチ
ゴになったのであり、16 世紀にはありえなかったもの
であることを説明した。これは日本でもよくあるように、
伝統料理と称するものの食材が明治維新以後のもので
あったり、戦後のものであったりとすることが良くある
のと同じことである。パン小麦、トマトも然りである。
ダーウィンによれば、現在の作物や家畜は選別の結果で
あり、現在食べられている作物のほとんどは永年の選別
の結果、自然に生えていた原種の面影はほとんど残って
いない。ニンジン、キャベツ、トウモロコシなどの原種
と栽培種の差、野生キャベツからケール（BC 500 年）、
キャベツ（100 年代）、コールラビ（100 年代）、カリフ
ラワー（1400 年代）、ブロッコリー（1500 年代）、芽キャ
ベツ（1700 年代）と育種の歴史を述べた。この間、収量、
同熟成、成分組成、耐病性などが変化してきた。例えば、
コメの品種 IR64 の開発は、野生種 20 種を複雑にかけ
合わせることで達成できた。従来育種では 1,000 種の
F1 から 2,000,000 の F2 を作り、病気や習性を調べ、
50,000 の F3 を作り、好ましくないタイプや予期しない
タイプを除き 4,000 の F4 を作る。ここから品質で絞り、
500 の F6 から収量を調べ、8 つの F8 を圃場試験にかけ、
１種類の選択を行う。

また、突然変異による方法もある。化学薬品や放射線
照射により突然変異を起こさせるが、この方法によって
作られた品種は FAO/IAEA データベースによれば 2,543
に上る。また、日本では専用のγフィールドがある。

エギロプス属の草＜ 2 倍体：パン小麦の原種の一部＞
からパン小麦＜ 6 倍体＞にサビ病耐性遺伝子を導入する
には、従来法では直接の交配ができないので中間の小麦
に入れてパン小麦と交配する必要があるが、この方法だ
といくつもの遺伝子が移り、どの遺伝子が移ったかはわ
からないが、安全性の問題で規制はない。一方、移した
い遺伝子のみを移す方法では規制があり、安全性試験に
34 百万ドルが必要となる。この 20 年超で 111 の異種の
遺伝子が 19 の作物に導入され、小麦では 6 属の植物か
ら数ダースの遺伝子が導入された。

何百万という従来法の育種で予期せぬ影響が報告され
たのは 9 例に過ぎない。いずれも皮膚疾患もしくは腹痛
で、すべては既存の毒素が増えたことによる。

農業技術と育種の結果米国のダイズ反収はこの 80 年
で 3 倍に（注：80 年前は日本も米国も反収は同じ程度
だったが、日本は 1.5 倍程度にしか上がっていない）、

トウモロコシの反収は 6 倍程度に増加した。
従来育種で育種できない時は、パパイヤのリングス

ポットウイルスに対する耐性のように遺伝子工学の出番
である。遺伝子工学により作られた食品は、少なくとも
従来法で作られた食品より安全というのが基準である。
そのため予期せぬ影響がないことを確かめ、各国の機関
で承認を得る必要があるが、試験費用に 34 百万ドル必
要である。

多くの食品添加物が GM 微生物で作られているが、作
物と違って論争を呼ぶこともなければ表示もない。

遺伝子組換えによってできた作物の生産は増加して、
2011 年には 31 か国で 1,670 万の農家により 1 億 6,000
万 ha で栽培されるようになった（過去の栽培面積を足
すと米国とメキシコの全国土面積に相当する）。

導入された主な形質は、ウイルス抵抗性、除草剤耐
性、昆虫抵抗性、その他である。除草剤耐性のコメ、ス
クワッシュ。ハワイではウイルス耐性のパパイヤがパパ
イヤ産業を救った。日本では青いバラが 1 本 30 ドルで
売られている。

昆虫抵抗性では Corn Earworm , Rootworm, Cotton 
bollworm などへの抵抗性作物がある。

また、植物油の組成を変え、オリーブ油に近い油成分の
ダイズもある。昨年の旱魃ではトウモロコシが被害を受け
たが、旱魃耐性のトウモロコシはそれほど影響はなかった。

従来の育種に活用されている自然に起こる変異で、
jumping gene によるものがある。トウモロコシの色違い
などであるが、ダイズ、コメにもある。コメでは 20 世
代の間に 23 の jumping gene が観測されている。いずれ
も遺伝子挿入による安全性に問題はなかった。

結論として、
◦�育種は DNA レベルの変化に依存している。
◦�これらの遺伝子修飾は無害であった。
◦�遺伝子組換えによる変化もこれらの自然の遺伝子変化

と同じである。

（2）�Food Safety Assessment of Crops: Perception 
versus Reality: Lessons from the Past to Inform 
the Present and Future

Andrew Bartholomaeus, Ph.D.
（University of Queensland , Australia）

GM 作物の安全性を揺るがせようとする仕事が増えて
いることと相変わらず多くの人が GM 作物を危険だと
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認識していることは、理解しがたく苛立たしいものであ
る。GM 作物から作られた食品に存在するかも知れない
という仮想された食品安全リスクは、とるに足らないも
のであったにもかかわらず、一般的な非科学的な規制
は、予防原則のアプローチという偽装のもとで、不釣り
合いに大きなリスクを作り上げる。

これは GM に限ったことではなく、過去には放射線照
射食品、今後はナノテクノロジーを導入した食品でも同
様である。

放射線照射食品は 1895 年 Becquerel 博士の radioac-
tivity の発見に始まり、殺菌・発芽防止などについて
FDA の認可が行われてきた。懸念としては、栄養の減
少、予期しない未知の毒素の生産、放射能の誘発などが
あったが、分析と毒性研究で非照射食品と差が認められ
なかった。

なぜ、リスクアセスメントをするかというと
①ミニマム、生産者の製品安全と品質の責任
②公衆の安全
③国民の信頼
④政治

である。
一般原則は
①倫理規制はリスクと釣り合っている
②情報の価値
③予防原則のアプローチは必要な予防原則ではない
④科学的完全性
国民の信頼の構築には
①正しく理解し、事実を伝える
②複合領域の取り込み
　 コミュニケーション、透明性、サイエンスなど
③心理学、社会学の理解は有益
GM 作物の場合も同様であるが、アレルゲン性が付け

加わる。
結論として
①�食品に応用する新規技術は懸念を生ずる、国民の

信頼構築にチャレンジする必要
②懸念と規制の反応は強いパラレル
③�初期のポリシーメーカーの反応は高い毒性学のア

プローチに意味がないという強い事実があっても
毒性試験のレベルを高く要求する傾向にある

④�動物試験は本質的に成分分析より感度が低く、化
合物の存在を調べるより、化合物の生体への影響

を調べるのに適している

（3）Nutritional Improvements of Food Crops
Gerard Barry, Ph.D.

（International Rice Research Institute, Philippines）
鉄、亜鉛、ビタミン A の微量栄養素の欠乏している

人は開発途上国を中心に 20～30 億人いる。このため子
ども、妊婦、授乳婦での欠乏症が起こっている。栄養補
給や商業的栄養添加、食事の多様化などがあるが、貧し
い人々のためには現在食べている作物の栄養を良くする
ような育種が必要である。

今まで、HarvestPlus のプロジェクトで、オレンジサ
ツマイモ（β - カロテンを多く含む）をモザンビークな
らびにウガンダに、キャッサバ（同）をナイジェリアな
らびにコンゴに、マメ（鉄・亜鉛を多く含む）をルワン
ダならびにコンゴに、オレンジトウモロコシ（β - カロ
テンを多く含む）をザンビアに導入するため育種してき
た。またアジアでは、トウジンビエ（鉄・亜鉛を多く含
む）をインドに、コメ（亜鉛を多く含む）をバングラ
ディッシュならびにインドに、コムギ（亜鉛を多く含む）
をインドならびにパキスタンに導入してきた。

一方、ビタミン A 欠乏の軽減のために、栄養教育と
食習慣の変化、家庭での添加、広域のビタミン A 添加、
食事の多様化、適切な母乳の推進、ビタミン A カプセ
ル補助を行ってきているが、教育・援助の届かない地域
での子どもや女性への働きかけができていない。

フィリピンの場合、コメを食べている家庭が 95 ％、
パンが 38 ％、タマゴが 36 ％、醤油が 31 ％、粉ミルク
が 21 ％、麺が 21 ％などと食品の偏りがあり、その中
でコメが最も多く食べられている。また、エネルギーの
58 ％、タンパク質の 39 ％、脂肪の 4.5 ％、炭水化物の
74 ％、鉄の 32 ％、ナイアシンの 45 ％などがコメから
とられている。IRRI では健康的なコメ・プロジェクト
で、高β - カロテン米（Golden Rice）、高鉄米、高亜鉛
米 を 開 発 し、 そ れ ぞ れ の 栄 養 素 の 必 要 量 の 50 ％、
30 ％、40 ％を賄えるようにした。Golden Rice は生米
の状態で最低 3 μg/g の β - カロテンを含み、調理する
ことで 20 ％のロスが出るとして計算している。

現在、規制の申請書を準備中で、2013 年に出願。

（4）Tackling the Acrylamide Problem in Potato
Jiming Jiang, Ph.D.
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（University of Wisconsin-Madison, U.S.A.）
ジャガイモはポテトチップなどに使われて、重要な作

物であるが、保存性に問題がある。また、低温保存をす
れば対低温活性のため糖の濃度が高くなる。糖濃度が高
くなると揚げたときに焦げてしまい、アクリルアミド濃
度も高くなる。

これを防ぐために液胞インベルターゼの遺伝子を
RNAi 技術で抑えたジャガイモを作った。このジャガイ
モは 4 ℃14 日でも Acid invertase 活性が上がらない。
また、これには他の生物からの遺伝子の導入をしていな
いので消費者から受け入れやすい。

（サントリービジネスエキスパート株式会社　橋本昭栄）

◆	� ILSI Discussion Forum: Food Allergy 
（1/22　17：00-19：00）

（1）Opening of Session
D. Bánáti

（2）From Thresholds to Action Levels
Athanasia Baka

（ILSI Europe, Belgium）
ILSI Europe の食品アレルギータスクフォースの担当

である Nancy から、欧州における食品アレルギー対応
の歴史について紹介。そして現在、世界的に食品アレル
ギー対応の重要性が増している事実がある。そこでアレ
ルゲンのリスク管理を目的とした定量的方法論における
総意を得るため、専門家グループによる協議が進められ
ている。昨年 9 月にワークショップ “Food Allergy: From 
Thresholds to Action Levels” を開催した。その総体的
な結論は、「合理的に信頼性のある用量を示す充分なデー
タが存在する」となった。

（3）�ILSI North America Food Allergen Threshold 
Update

Craig Llewellyn, Ph.D.
（The Coca-Cola Company, ILSI Norh America, U.S.A.）
まず ILSI North America の活動を説明。“ Food and 

Chemical Safety” 専門委員会が担当したプロジェクト“ Risk 
Assessment Approaches to Food Allergen Thresholds”

で情報をまとめた。2010年 Food Chemical Toxicology 誌に
報告。また、第 35 回の Toxicology Forum ウィンター会
議でもその内容を報告した。また、2012 年 12 月 14 日、
米国官報に掲載された FDA からのコメント要請「食品
アレルギーの閾値設定のリスク評価」に対しても既にコ
メントを提出した。

（4）Food Allergen Labelling Regulation in Japan
Hiroaki Hamano
（ILSI Japan）

2012 年 9 月、ILSI Europe が開催したワークショッ
プで森永生科学研究所 小路常務取締役が講演した内容
を中心に、濱野顧問から日本の現状を紹介した。

（5）�Update on Regulatory Issues regarding Food 
Allergy in Brasil and Mercosur; ILSI Brasil ’s Plans

Georgia Fernando
（ILSI Brazil）

ILSI Brazil では、食品アレルギーに関する国際的な
法規の違いを調査。Codex、EU、メルコスール、The 
Australia New Zealand Food Authority（ANZFA）、カ
ナダ、アメリカの違いを紹介。メルコスールは、EU に
似ているが、除外項目が無い。また、アレルギー、過敏症、
不耐症の違いを明らかにするワークショップを開催した。

（6）Allergenicity Safety Assessments （HESI）
Laura Privalle, Ph.D.

（BASF, HESI） 
“Protein Allergey Assessment Process: 1996-2012”

と題して、HESI の Technical Committee で行ってきた
活動を紹介。学術的に食品に対する不耐症状の分類、食
品アレルギーの仕組み、その発症割合（成人で 1～2 ％
と小児で 4～6 ％）、よく知られた 8 種の食品アレルゲ
ンに関する情報（8 種類でおよそ 90 ％をカバー、地域
性の存在）について紹介。 

さらに、農業バイオ技術による他の農作物での既存ア
レルゲン、交差反応タンパクの発現や新たな食品アレル
ゲンの創造といったリスクの評価手法についても紹介。
これまで、バイオ技術で作成されたタンパクや GM 農
産物がアレルギーリスクを増加させたという科学的な証
拠は無い、と結論付けた。

（ILSI Japan　山口隆司）
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ILSI Japan General Meeting of 2013

特定非営利活動法人国際生命科学研究機構

平成25年度通常総会議事録

内田　博
ILSI Japan 事務局次長

HIROSHI UCHIDA
Director

ILSI Japan

１．日時　　　　平成 25 年 2 月 19 日（火）　 10：00～11：00

２．場所　　　　東京都中央区八重洲 2-2-1 ダイヤ八重洲口ビル 3 階 303 号室 
　　　　　　　　あすか会議室

３．定足数確認と開会宣言
　　�　山口事務局長より、現在の正会員総数 64 名、出席正会員 27 名、書面表決正会員 24 名、評決委任 1 名（定款

28 条により出席したものとみなされる）、合計 52 名が出席しており、定款第 26 条の定足数に達しており、本総会
は成立することが報告された。

４．理事長挨拶
　　　開会に先立ち西山理事長より挨拶があった。

５．議長選任
　　　定款に基づき出席した森永乳業（株）岩本洋氏を選任した。

６．議事録署名人選出
　　　協和発酵バイオ（株）森下幸治氏、高砂香料工業（株）関谷史子氏が議事録署名人として選任された。

７．審議の経過の概要及び議決の結果
　　第 1 号議案　平成 24 年度事業活動報告書案承認の件
　　�　山口隆司事務局長が議案 1 資料「平成 24（2012）年度事業活動報告書案」に基づき事業報告を行い、採決に入り、

満場一致をもって本件は可決承認された。

　　第 2 号議案　平成 24 年度決算報告書案承認の件
　　�　内田博事務局次長から議案 2 資料「平成 24 年度特定非営利活動に係わる事業会計収支計算書、同貸借対照表、

同財産目録、及び収益事業損益計算書」に基づき、決算報告があり、伊藤建比古監事が監査報告を行い、採決を
行った結果、満場一致をもって本件は可決承認された。
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　　第 3 号議案　平成 25 年度事業活動計画書案承認の件
　　�　山口事務局長より議案 3 資料「平成 25（2013）年度事業活動計画書案」に基づき事業計画の内容が説明され、

採決に入り、満場一致をもって本件は可決承認された。
　　
　　第 4 号議案　平成 25 年度収支予算書案承認の件
　　�　内田事務局次長が議案 4 資料「平成 25 年度特定非営利活動に係わる事業会計収支予算書案」に基づいて予算案

の内容を説明し、採決を行った結果、満場一致をもって本案は可決承認された。

　　議長が、以上をもって予定された審議事項が全て終了したことを宣言した。

８．報告事項
　　山口事務局長より下記事項について報告が行われた。
　　① ILSI 本部総会報告
　　②最新栄養学（第 10 版）日本語版出版について

９．閉会宣言
　　山口事務局長が、これをもって本総会を閉会する旨を宣した。
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フラッシュ・リポート

「構造活性相関を用いた毒性評価手法」講演について

ILSI Japan 食品リスク研究部会

１．はじめに

ILSI Japan 食品リスク研究部会では、食品の安全性評価の考え方を学びその普及に努めるという活動方針に
基づき、これまで各種勉強会や講演会を開催してきた。最近では新たなリスク評価手法として注目を集めている
TTC（Threshold of Toxicological Concern）について理解を深めてきた。TTC は化学構造と暴露量に基づいたリ
スク評価手法であり、構造活性相関と深い関係がある。そこで、コンピュータを用いた構造活性相関への理解を深
める目的で、2013 年 1 月 24 日、国立医薬品食品衛生研究所 安全性生物試験研究センター 総合評価研究室の小野
敦先生をお招きし、「構造活性相関を用いた毒性評価手法」と題した勉強会を開催した。以下その講義概要と参加
レポートを記載する。

２．講義概要

（1）構造活性相関の基礎
1）構造活性相関とは
構造活性相関とは、構造の似ている化学物質は類似の生物活性を有するという仮説に基づき、化学物質の構造

（構造特性）から、生物学的活性を評価（予測）する手法である。研究者が経験や知識があれば、化学物質の作用
をある程度予測できるように、既知情報のデータベースから構造の類似性等を基にソフトウエア等を用いて予測を
行う（図 1）。QSAR（Quantitative Structure-Activity Relationship）とは、化学構造から計算される定量的パラ
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図 1 　構造活性相関概略
Figure 1 　Schematic illustration of structure-activity relationship



メータを組み合わせた相関モデルから、評価対象の活性を定量的もしくは半定量的（クラス分類）に評価する手法
である。相関予測には、置換基などの部分構造や、疎水性、電子的特徴、立体的特徴など化学構造から計算できる
数値・相関パラメータ（記述子 descriptor）が用いられる。
2）構造活性相関の手法と代表的ソフトウエア
構造活性相関を用いた毒性評価の手法は、①相関解析、②判別分析、③毒性アラート（部分構造）、④カテゴリー

アプローチ、に大別される（図 2）。相関解析は、相関パラメータから得られる計算値と実験値との相関関係から
実験値を予測する手法である。判別分析は、事前に与えられたデータのグループから新しいデータがどちらのグ
ループに入るのかを判別するための基準を作るための手法である。毒性アラートは、毒性と強い相関のある部分構
造があるかないかを構造を基に評価する手法である。カテゴリーアプローチは、化学構造が類似しており、既知の
物理化学的性質や毒性学的性質が類似、もしくは規則的パターンに従うと想定される化学物質群について、既に得
られている試験結果から試験未実施の化学物質の結果を類推、もしくはグループ全体を包括的に評価する手法である。

代表的な（小野先生の研究室でライセンスを所有されている）ソフトウエアとして、構造記述子との相関解析・
判別分析を行う ADMEWORKS（富士通九州システムズ社）、毒性アラートとそのアラートの根拠となる化学物
質情報（文献）のナレッジベースによる評価を行う Derek（Lhasa 社）、部分構造の統計処理による評価を行う 
MultiCase（MultiCase 社）の 3 つが紹介された。

構造活性相関予測の注意点として、使用目的によって最適なモデルが異なることが指摘された。安全性評価にお
ける構造活性相関予測の適用においては、優先評価すべき物質のスクリーニングや安全性評価が目的となるため、
毒性物質の取りこぼしがないことが重要である。偽陰性が多く得られるモデルは規制を目的とした安全性評価には
望ましくないといえる（図 3）。また、モデルの信頼性はモデル構築に用いたデータの質と量に依存すること、デー
タに用いた範囲内の物質でなければ予測精度が低くなる（例えばデータセットの LogP が 3～5 の範囲であった場
合、LogP = 2 の物質の予測精度は低くなる）、モデルのアップデートによって予測結果が変わることがあることに
も注意しなければならない。

（2） 構造活性相関の応用
1）化学物質規制と構造活性相関
世界中で化学物質規制への構造活性相関予測の応用が検討されている。背景として、2002年のヨハネスブルグサミッ
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図 2 　構造活性相関の手法
Figure 2 　Methods of structure-activity relationship



トにおいて、2020 年までに市場に出回って
いる約 10万種類の化学物質のリスク評価と
リスク管理を行うことが決定された。しかし
ながら、全ての安全性試験を行うことは実
質不可能であるため、各国の規制のなかで構
造活性相関予測を応用しようという動きが
ある。いずれも動物愛護、コストなど限られ
たリソースの中で膨大な化学物質の評価を
進めなければならない事情があるようだ。

EU 化学品規制 REACH では、EU 内で
製造輸入される化学物質の安全性評価情報
を含む情報の登録を義務付けているが、動
物愛護・コスト削減の観点から構造活性相
関による評価手法や in vitro 評価、weight of evidence（証拠の重要性）が評価手法のオプションとなっている。年
間 1,000t 以上の既存化学物質の安全性評価について、およそ 20% がカテゴリーアプローチによって行われている。

アメリカでは、アメリカ合衆国環境保護庁（EPA）が新規化学物質の事前審査制度において、構造活性相関予測を積極
的に活用している。当局は90日以内という短い審査期間で評価を行い、規制内容を決定しなければならない事情がある。

日本では、化審法（化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律）で要求されるヒト健康影響評価（製造輸入
量が年間 10t を超える化学物質について）は、Ames 試験、染色体異常試験、28 日間反復投与試験であり、新規化
学物質については製造・輸入業者が評価結果を届け出ることになっている。一方、化審法施行前の既存化学物質（約
2 万物質）については国が安全性評価を実施することとなっているが、費用や試験に係る期間などの問題から評価
ペースは年間 20 物質程度であり、全ての物質の評価は事実上、不可能である。そこで、これまでに蓄積された評
価結果をもとにした構造活性相関予測の利用の検討が進められているが、今のところ実用化に至ってはいない。

経済協力開発機構（OECD）においても、化学物質の安全性対策に力を入れており、その中で安全性評価にお
ける QSAR の規制利用に向けた取り組みが行われている。2012 年には、加盟各国から提供された既存化学物質
の構造、物性、毒性情報等に関するデータベースや毒性アラートによるプロファイリング機能、類似構造検索機
能、QSAR モデルを搭載した「QSAR Toolbox ver.3.0」を公開し、QSAR による評価結果を加盟国間で相互受
け入れできるよう促進している。そのために OECD では、QSAR の規制利用のためのバリデーション原則を構
築し、QSAR モデルが満たすべき 5 つの条件を示した（図 4）。規制利用のためには、これら QSAR モデルにつ

フラッシュ・リポート

102― イルシー No.113  (2013.5)

生物活性 

予測結果 

偽陽性 

偽陰性 

医薬品のスクリーニ
ング目的では望まし
くない 

安全性評価 
では望ましくない 

医薬品開発における
物質選択基準 

安全性評価における
評価基準 

偽陽性と偽陰性 

図 3 　使用目的によって最適なモデルは異なる
Figure 3 　 Different criteria of QSAR model in safety 
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図 4 　OECD における QSAR の規制利用のためのバリデーション原則
Figure 4 　OECD Principles for the validation of QSAR models



いての評価レポート様式 QMRF（QSAR Model Reporting Format）、得られた予測結果についての評価レポート
様式 QPRF（QSAR Prediction Reporting Format）に評価結果を記載しなければならない。一方で、現時点では
OECD による個別の QSAR モデルの検証や評価は行っていない。これは各国の利用目的（化学物質の管理手法・
規制内容）により、要求される信頼性が異なるためである。前述のとおり、Toolbox の機能には、各種毒性プロファ
イラ（毒性アラート）による評価、評価対象物質の既存毒性情報の検索、既存毒性情報のある類似物質の検索、類
似物質の情報から発現する毒性の類推が可能である。
2）TTC と構造活性相関
TTC とは、ある化学物質群についてそれ以下の暴露では明らかな有害影響が現れないとするヒト暴露の閾値で

ある。この概念は、毒性学的情報が極めて限られるが、暴露量が極めて低く、多くの機能的に同類の物質を含む化
学物質群を包括的に評価するのに有用である。

TTC の考え方は US FDA の TOR（Threshold of Regulation）が基になっており、TOR = 1.5µg/person/day 以
下であれば健康障害の懸念は無いと考えられるため毒性試験等は不要とするものである。この根拠は 477 物質の
発がん性データに基づき、発がんリスク 10-6 の分布解析から算出されたものである。その後、この TOR を検証し
た研究（Cheeseman, 1999）により、遺伝毒性の構造アラートを有する物質の TTC は 0.15µg/person/day とすべ
きであり、また、非常に強い遺伝毒性物質群（アフラトキシン様物質など）や非必須金属などのように、TTC を
適用できない物質群もあることが示された。本研究により、TTC に初めて化学構造の概念が取り入れられること
となった。さらに、非発がん性毒性における TTC 設定の研究がなされ、Cramer の毒性分類ルール、すなわち、
化学物質の毒性強度を化学構造に基づいて 3 つのクラスに分類する方法を用いて検証された（Munro, 1996）。そ
の結果、クラス分類ごとの TTC は、class Ⅰ（least toxic）では 1,800µg/person/day、class Ⅱ（intermediate）では 
540µg/person/day、class Ⅲ（most toxic）では 90µg/person/day、また、有機リン系神経毒には 18µg/person/day
の TTC を設定する必要があると提案された。この化学構造分類および構造アラートによるアプローチは TTC に
構造活性相関の概念を組み合わせたものであり、欧州食品安全機関（EFSA）や FAO/WHO 合同食品添加物専門
家会議（JECFA）のリスク評価手法における TTC アプローチの体系化に組み込まれている（図 5）。
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EFSA Journal 2012;10(7):2750 P.51より引用 

図 5 　EFSA の TTC アプローチ
Figure 5 　EFSA: Generic scheme for the application of the TTC approach



3）遺伝毒性と構造活性相関
化審法における安全性評価では、Ames 試験、染色体異常試験、反復投与試験のデータが要求されている。そこ

で小野先生の研究室では、既存のソフトウエアを用いて、これら試験系に対する構造活性相関による評価（予測）
精度の検討を進めている。Carcinogenicity and Genotoxicity Experience （CGX） database にある約 700 物質の文
献情報を基に、予測手法の異なる 3 種類の市販ソフトウエア（Derek、MultiCase、ADMEWORKS）を用いて、
遺伝毒性予測モデルを構築し、約 200 物質の化審法既存化学物質に対して予測を行った。その結果、いずれのソ
フトウエアとも全体一致率（concordance）は 70.1～88.0% と高い成績であった（図 6）。さらに、これら 3 つのソ
フトウエアを組み合わせ、各種多数決法を行うことで、一致率が 84.7～93.9% となり、組み合わせの有用性が示さ
れた。化審法に申請された 616 の新規化学物質についても同様に評価も行ったところ、一致率は 79.4% と良好で
あった。また、陽性判定率（感度：sensitivity）は単一ソフトウエアの予測では 39.6～50.0% であったが、組み合
わせにより 72.4% と向上した（図 7）。

一方、367 の食品香料についても同様の評価を行ったところ、陽性判定率は組み合わせでも 47.2% であり、組み
合わせによっても大きく向上するものではなかった（図 8）。これはモデル構築に用いたデータセットが工業用化
学物質であったのに対し、評価対象物質が食品香料ということもあり、化学構造の特徴が異なっているためである
と考えられた。さらに、全てのソフトウエアで偽陰性判定された物質もあった。このような結果は規制目的での利
用においては問題であり、採用を困難にしている。

染色体異常試験に関しては、いずれのソフトウエアも Ames 試験に比べて一致率が低く、組み合わせ評価につい
ては現在検討中とのことであった。明確なメカニズムに基づくエンドポイントの予測精度は高くなるのに対して、
複雑なメカニズムによる毒性の予測精度は低くなることが推測される。
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図 6 　市販ソフトウエアによる Ames 試験結果予測の評価
Figure 6 　Evaluation of Ames test prediction by each software

化審法申請された616新規化学物質 (2006 ～ 2011)（陽性58/陰性558） 

  Sensitivity (%) Specificity (%) 
Concordance 

(%) 
Derek for Windows 50 91.9 88.0 

MultiCase 39.6 95.3 90.1 
ADMEWorks 44.6 88.6 96.1 

Posi >1 of 3 72.4 80.1 79.4 

図 7 　化審法新規化学物質の Ames 試験結果による検証
Figure 7 　Evaluation of Ames test prediction for new industrial chemical assessments



4）反復投与毒性と構造活性相関
反復投与毒性評価の目的は、毒性の種類のみならずその強さ（NOAEL；最大無毒性量）を調べることであり、

構造活性相関においてもこれらが予測できることが必要となる。しかしながら、in vivo 毒性の発現メカニズムは複
雑もしくは未解明であり、化学構造と生体分子の反応を予測評価する QSAR では、in vivo で最終的に発現する毒
性（フェノタイプ）の予測は困難である（図 9）。また in vivo では薬物代謝や体内動態の関与も重要であるため、
メカニズムに加えて ADME のパラメータも考慮した評価が必要となり、予測はさらに困難になる。

（3） 安全性評価の将来展望
OECD では化学物質の in vivo 毒性を化学構造から評価するための AOP（Adverse Outcome Pathway）の開発を

進めている。AOP とは、毒性発現の初期過程（Molecular Initiating Event: MIE）からフェノタイプ発現までに生
体内で連続的に起こる分子反応過程のことである（図 10）。この過程ごとに適切な予測モデルを用いることで、in 
vivo 毒性を評価できる可能性がある。すなわち、MIE については、化学物質と生体分子の相互関係であるため構
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367 food flavorのAmes試験結果（陽性36/陰性331） 
３種のモデルで予測を実施  

  Sensitivity (%)  Specificity (%)  Concordance(%)  
Derek for Windows 38.9 93.4 88.0 

MultiCase 25.0 94.3 87.5 
ADMEWorks 13.9 91.5 83.9 
Posi >1 of 3 47.2 81.3 77.9 

QSAR predict 
No.of positive models 

  3 
(All posi) 2 1 0 

(All nega) Total 

Ames 
result 

Posi 3 3 5 13 24 

Equivocal 1   5 6 12 

Nega 1 5 56 269 331 

Total 5 8 68 288 367 

組み合わせ評価について検討
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結果に比べ感度が低い 

図 8 　食品香料の Ames 試験結果による検証
Figure 8 　Evaluation of Ames test prediction for food flavors
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造活性相関による評価が可能な過程である。その下流については in vitro による評価を行い、さらに下流のフェノ
タイプ発現については既存の毒性データを利用し、構造活性相関と in vitro 評価、既存の in vivo データを組み合わ
せて評価することで迅速かつ高精度の毒性予測が可能になるかもしれない。

構造活性相関はこれまでに蓄積されたデータを有効活用する手段であり、その有効活用により安全性評価の迅速
化・高精度化・使用動物数の削減が達成される。しかし、その実用化のためには構造活性相関が理解できる化学の
知識、動物試験が理解できる毒性学の知識、in vitro 試験が理解できる分子生物学の知識を持った研究者が集まっ
て話し合っていく必要がある。

３．参加レポート

アサヒグループホールディングス株式会社　宮本　靖久
国立医薬品食品衛生研究所 安全性生物試験研究センター 総合評価研究室の小野敦先生をお招きし、「構造活性

相関を用いた毒性評価手法」をご講義いただきました。構造活性相関の基礎からリスク評価への適用、安全性評価
の将来展望についてわかりやすくご説明いただき、大変勉強になりました。

ソフトウエアを用いた構造活性相関といえば、その当たり外れに注目しがちですが、小野先生のご講義から、各
ソフトウエアの特徴や、使用目的によって選ぶべきものも変わることが理解できました。また、Ames 試験のよう

なメカニズムが明確なエンドポイントであれば予
測精度が高くなるのに対して、in vivo 反復投与毒
性のような複雑なメカニズムであれば、予測が困
難であることも理解できました。また講義の中で、
構造活性相関や in vivo 評価、in vitro 評価のそれぞ
れの専門性が組み合わさることで、より迅速化・
高精度化・動物削減が達成されるとのお話があり、
安全性評価全体を理解するためにはこれからも多
くの勉強が必要であると感じました。

フラッシュ・リポート
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●会　報●

Ⅰ．会員の異動（敬称略）

評 議 員 の 交 代

交代年月 社　名 新 旧

2013.3.25 カルピス㈱ 常務執行役員　R&D センター
　　齋藤　芳男

常務執行役員　R&D センター
　　臺　誠

入 　 会

入会年月日 社　名 代　表（評議員）

2013.1.30 ㈱ファンケル 総合研究所 副所長
　　山口　宏二

退 　 会

退会年月 社　名

2013.2.7 月島食品工業㈱

Ⅱ．ILSI Japanの主な動き（2013 年 1 月～2013 年 3 月）

＊	 特記ない場合の会場は ILSI Japan 会議室

1 月 8 日	 情報委員会：「イルシー」誌原稿・編集進捗確認、記事題材検討
1月 17 日	 国際協力委員会（第 1回）：①東アジアプロジェクト（第 4期）対応、②国際会議（2/22）準備
1月 18～23 日	 2013 ILSI Annual Meeting� （マイアミ、米国）
1月 21 日	 世田谷区主催介護予防教室� （世田谷区上祖師谷グループホームかたらい）
1月 24 日	 �食品リスク研究部会：①運営会議、②勉強会（国立医薬品食品衛生研究所 小野敦先生）、③WG食品の

安全性試験を考える会
1月 25 日	 �茶情報分科会：①茶類の有効性・安全性情報の発信について検討、② ICOS2013 ILSI セッションの演

題（候補）について討議
1月 28~29 日	 震災被災地支援：いしのまきテイクテン
� （石巻市北上地区仮設にっこりサンパーク団地集会所、小滝地区集会所）
1月 29 日	 カンボジアの鉄強化魚醤・醤油に関するナショナルワークショップ開催� （プノンペン）
＊CHP　「すみだテイクテン」第 8期フォローアップ教室（1/8, 16, 17, 18, 24）� （墨田区 5会場）

2月 5 日	 情報委員会：「イルシー」誌原稿・編集進捗確認、記事題材検討
2月 6 日	 �国際協力委員会（第 2回）：①東アジアプロジェクト（第Ⅳ期）対応、②国際会議（2/22）準備、③今

後のテーマについて
2月 6 日	 本年度第 1回理事会
2月 6～ 7日	 大府市保健センター主催　大府介護予防事業『健康長寿塾』� （愛知県大府市）
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2 月 7 日	 �食品微生物研究部会：①MALDI TOF/MS 分科会、②微生物試験のグローバル動向に関する情報発信
WG、③部会全体会議、④勉強会（E. sakazakii レポート）

2月 15 日	 �バイオテクノロジー研究部会：①昨年度活動報告・今年度計画、②ERA調査報告書第 9号用発刊に向
けての勉強会

2月 15 日 	 墨田区特定高齢者事業「口腔機能向上プログラム」　講義「食べて生き生き術」� （墨田区役所）
2月 18 日	 �バイオテクノロジー研究部会懇談会：「ILSI CERAと ILSI Japan の遺伝子組換え植物の環境影響評価

に関する科学的視点からのシンポジウム」開催について
2月 19 日	 通常総会、研究部会活性化討論会� （あすか会議室、東京駅八重洲口）
2月 21 日	 食品アレルギー研究部会：①食品アレルギーへの取組み紹介、②海外情報紹介
2月 22 日	 �国際シンポジウム「インド、バングラデシュ、ネパール、スリランカにおける食品及び食品添加物の法

的枠組みと事例研究」� （海運クラブ）
2月 25~26 日	 震災被災地支援：いしのまきテイクテン
� （石巻市北上地区仮設にっこりサンパーク団地集会所、小滝地区集会所）
2月 28 日	 「栄養学レビュー」編集委員会：21 巻 4 号（通巻 81 号）編集会議
＊CHP　「すみだテイクテン」第 8期フォローアップ教室（2/12, 15, 19, 20, 21, 28）� （墨田区 6会場）

3月 7 日	 �国際協力委員会（第 3回）：①国際会議（2/22）報告、②東アジアプロジェクト（第Ⅳ期）対応、③今
後のテーマについて

3月 8 日	 �茶情報委員会：①茶情報データベース進捗確認、②茶類の有効性・安全性情報の発信検討、③
ICOS2013 ILSI セッションの演題（候補）について討議

3月 11 日	 SWANベトナム：プロジェクト完了ワークショップ開催 � （ハノイ）
3月 12 日	 情報委員会：「イルシー」誌原稿・編集進捗確認、記事題材検討
3月 13 日	 食品微生物研究部会：新規テーマ検討
3月 26 日	 SWANベトナム：JICAへ事業完了報告� （東京）
＊CHP　「すみだテイクテン」第 8期フォローアップ教室（3/5）� （墨田区女性センター）

Ⅲ．発刊のお知らせ

栄養学レビュー（Nutrition Reviews 日本語版）
第 21 巻第 2 号　通巻 79 号（2013/WINTER）

健康寿命に関する無機栄養素の新知見
Nutrition Reviews® Volume 70, Number 6
［巻頭論文］
　食事中リンと骨の健康および QOL
［最新科学］
　無機硝酸塩は心血管系健康への野菜類の有益作用の主役か？

Nutrition Reviews® Volume 70, Number 5
［過去と現在］
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　フリーラジカルと抗酸化物質：新たな個人的見解
［最新科学］
　乳／乳製品の摂取と発がんとの関連性についての評価

Nutrition Reviews® Volume 70, Number 7
［巻頭論文］
　パーキンソン病におけるニュートラシューティカルズの予防的・潜在的治療効果
［特別論文］
　母体と胎児の需要から見た妊娠期におけるカルシウムの役割
［臨床栄養］
　治療法の改善と成果：外傷性脳損傷に対する亜鉛の新しい役割
［最新科学］
　紫外線による葉酸の分解：ヒトの健康と栄養に対する想定される影響

定価：各 2,205 円（税込）（本体：2,100 円　代引き送料：200 円／冊）
＊ ILSI Japan 会員には毎号１部無料で配布いたします
＊その他購入方法
ILSI Japan 会員 ILSI Japan 事務局にお申し込み下さい（１割引になります）

非会員 下記販売元に直接ご注文下さい。
（女子栄養大学出版部 TEL：03-3918-5411 FAX：03-3918-5591）

ILSI Japan 出版物は、ホームページからも購入お申し込みいただけます。
下記以前の号については ILSI Japan ホームページをご覧下さい。

（http://www.ilsijapan.org/ilsijapan.htm）

  定期刊行物

【イルシー】

・栄養科学の進化でサクセスフル・エイジングを目指す！
・グリシドール脂肪酸エステルの最近の研究
・血漿中アミノ酸プロファイルによるがんリスク・スクリーニング法
・「第 12 回遺伝子組換え生物のバイオセーフティに関する国際シンポジウム（ISBGMO）」に参加して
・FAO／WHO 合同食品規格計画
　第 18 回アジア地域調整部会報告

Ⅳ．ILSI Japan 出版物

イルシー　 112 号
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・＜ ILSI の仲間たち＞
　・第 4 回 ILSI BeSeTo 会議報告
　・ILSI Europe 主催
　　Food Allergy: From Thresholds to Action Levels ワークショップに参加して
・フラッシュ・リポート
　・ILSI IFBiC ワークショップ
　　 “Safety of GM Crops: Compositional Analysis” 出席報告

・食品表示をめぐる最近の動き
・会長に就任して
　～初心忘るべからず」私ももう少し頑張ります～
・理事長就任に際して
　～「健康寿命の延伸」を基軸として事業活動の強化に取り組もう！～
・人間栄養とレギュラトリーサイエンス
　―栄養表示が栄養の取り組みを変えた―
・東京大学 ILSI Japan 寄付講座
　「機能性食品ゲノミクス」第Ⅱ期成果報告シンポジウム
　「“食と健康” をめざす統合食品科学のニューフロンティア」レポート
・FAO／WHO 合同食品規格計画
　第 44 回コーデックス食品添加物部会報告
・FAO/WHO 合同食品規格計画
　第 40 回コーデックス食品表示部会報告
・FAO／WHO 合同食品規格計画
　第 6 回コーデックス汚染物質部会報告
・＜ ILSI の仲間たち＞
　・ILSI Japan-ILSI SEAR Round Table Meeting
　・International Symposium on Harmonization of Food Additives Regulations in ASEAN Region
・フラッシュ・リポート
　・第 7 回 ILSI Japan ライフサイエンス・シンポジウム
　　「健康寿命の延伸につなげる栄養学の新たな切り口」

【栄養学レビュー（Nutrition Reviews 日本語版）】

栄養学レビュー　第 21巻第 2 号　通巻第 79 号（2013/WINGER）

健康寿命に関する無機栄養素の新知見
Nutrition Reviews® Volume 70, Number 6 

イルシー　 111 号
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［巻頭論文］
　食事中リンと骨の健康および QOL
［最新科学］
　無機硝酸塩は心血管系健康への野菜類の有益作用の主役か？
Nutrition Reviews® Volume 70, Number 5
［過去と現在］
　フリーラジカルと抗酸化物質：新たな個人的見解
［最新科学］
　乳／乳製品の摂取と発がんとの関連性についての評価
Nutrition Reviews® Volume 70, Number 7
［巻頭論文］
　パーキンソン病におけるニュートラシューティカルズの予防的・潜在的治療効果
［特別論文］
　母体と胎児の需要から見た妊娠期におけるカルシウムの役割
［臨床栄養］
　治療法の改善と成果：外傷性脳損傷に対する亜鉛の新しい役割
［最新科学］
　紫外線による葉酸の分解：ヒトの健康と栄養に対する想定される影響

低マグネシウム状態が及ぼす健康影響とは
Nutrition Reviews® Volume 70, Number 3 ［特別論文］
合衆国におけるマグネシウム栄養状態の準最適状況：
　健康調査結果は過小評価されている？
Nutrition Reviews® Volume 70, Number 2
［特別論文］

2 型糖尿病における膵臓由来因子（PANDER）の役割：
　　膵β細胞と肝臓における検証から
［特別論文］
　身近なサプリメントの抗血栓作用
Nutrition Reviews® Volume 70, Number 3
［栄養科学と政策］
　欧州における健康的な食を推進するための政策：政策とその有効性の体系的調査
Nutrition Reviews® Volume 70, Number 4
［巻頭論文］
　コーヒーが糖尿病リスクの調節に果たす役割
［特別論文］
　メタボリックシンドロームの治療と予防におけるミルク由来の生理活性ペプチドの想定される役割

栄養学レビュー　第 21巻第 1 号　通巻第 78 号（2012/SPRING）
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  安全性
誌名等 発行年月 注文先

国際会議講演録 安全性評価国際シンポジウム 1984.11
研究委員会報告書 加工食品の保存性と日付表示―加工食品を上手においしく食べる話―

（「ILSI・イルシー」別冊Ⅲ）
1995. 5

研究部会報告書 食物アレルギーと不耐症 2006. 6
ILSI Japan Report Series 食品に関わるカビ臭（TCA）その原因と対策

A Musty Odor （TCA） of Foodstuff: The Cause and Countermeasure
（日本語・英語 合冊）

2004.10

ILSI Japan Report Series 食品の安全性評価のポイント 2007. 6
ILSI Japan Report Series 清涼飲料水における芽胞菌の危害とその制御 2011.12
ILSI ヨーロッパモノグラフシリーズ ADI 一日摂取許容量（翻訳） 2002.12
ILSI ヨーロッパモノグラフシリーズ 食物アレルギー 2004.11
ILSI ヨーロッパモノグラフシリーズ 毒性学的懸念の閾値（TTC）

―食事中に低レベルで存在する毒性未知物質の評価ツール―（翻訳）
2008.11

その他 ビタミンおよびミネラル類のリスクアセスメント（翻訳） 2001. 5
その他 食品中のアクリルアミドの健康への影響（翻訳）

（2002 年 6 月 25～27 日 FAO/WHO 合同専門家会合報告書
Health Implication of Acrylamide in Food 翻訳）

2003. 5

その他 好熱性好酸性菌―Alicyclobacillus 属細菌― 2004.12 建帛社
その他 Alicyclobacillus 2007. 3 シュプリンガー

･ジャパン
その他 毒性学教育講座 上巻 2011.12

  バイオテクノロジー
誌名等 発行年月 注文先

国際会議講演録 バイオ食品―社会的受容に向けて
（バイオテクノロジー応用食品国際シンポジウム講演録）

1994. 4 建帛社

研究部会報告書 バイオ食品の社会的受容の達成を目指して 1995. 6
研究部会報告書 遺伝子組換え食品 Q&A 1999. 7
ILSI Japan Report Series 生きた微生物を含む食品への遺伝子組換え技術の応用を巡って 2001. 4
ILSI Japan Report Series 遺伝子組換え食品を理解するⅡ 2010. 9
その他 FAO/WHO レポート「バイオ食品の安全性」（第 1 回専門家会議翻訳） 1992. 5 建帛社
その他 食品に用いられる生きた遺伝子組換え微生物の安全性評価

（ワークショップのコンセンサス・ガイドライン翻訳）
2000.11

  栄養・エイジング・運動
誌名等 発行年月 注文先

国際会議講演録 栄養とエイジング（第 1 回「栄養とエイジング」国際会議講演録） 1993.11 建帛社
国際会議講演録 高齢化と栄養（第 2 回「栄養とエイジング」国際会議講演録） 1996. 4 建帛社
国際会議講演録 長寿と食生活（第 3 回「栄養とエイジング」国際会議講演録） 2000. 5 建帛社
国際会議講演録 ヘルスプロモーションの科学（第4回「栄養とエイジング」国際会議講演録） 2005. 4 建帛社
国際会議講演録 「イルシー」No. 94

＜特集：第 5 回「栄養とエイジング」国際会議講演録＞
ヘルシーエイジングを目指して～ライフステージ別栄養の諸問題

2008. 8

国際会議講演録 Proceedings of the 5th International Conference on “Nutrition and Aging”
（第 5 回「栄養とエイジング」国際会議講演録 英語版）CD-ROM

2008.12

国際会議講演録 「イルシー」No. 110
＜特集：第 6 回「栄養とエイジング」国際会議講演録＞
超高齢社会のウェルネス―食料供給から食行動まで

2012. 9

栄養学レビュー特別号 ケロッグ栄養学シンポジウム「微量栄養素」―現代生活における役割 1996. 4 建帛社
栄養学レビュー特別号 「運動と栄養」―健康増進と競技力向上のために― 1997. 2 建帛社
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栄養学レビュー特別号 ネスレ栄養会議「ライフステージと栄養」 1997.10 建帛社
栄養学レビュー特別号 水分補給―代謝と調節― 2006. 4 建帛社
栄養学レビュー特別号 母体の栄養と児の生涯にわたる健康 2007. 4 建帛社
ワーキング ･ グループ報告 日本人の栄養 1991. 1
研究部会報告書 パーム油の栄養と健康（「ILSI・イルシー」別冊Ⅰ） 1994.12
研究部会報告書 魚介類脂質の栄養と健康（「ILSI・イルシー」別冊Ⅱ） 1995. 6
研究部会報告書 畜産脂質の栄養と健康（「ILSI・イルシー」別冊Ⅳ） 1995.12
研究部会報告書 魚の油―その栄養と健康― 1997. 9
ILSI Japan Report Series 食品の抗酸化機能とバイオマーカー 2002. 9
ILSI Japan Report Series 「日本人の肥満とメタボリックシンドローム

―栄養、運動、食行動、肥満生理研究―」（英語版 CD-ROM 付）
2008.10

ILSI Japan Report Series 「日本の食生活と肥満研究部会」報告 2011.12
ILSI ヨーロッパモノグラフシリーズ 油脂の栄養と健康（付：脂肪代替食品の開発）（翻訳） 1999.12
ILSI ヨーロッパモノグラフシリーズ 食物繊維（翻訳） 2007.12
その他 最新栄養学（第 5 版～第 9 版）（“Present Knowledge in Nutrition” 邦訳） 建帛社
その他 世界の食事指針の動向 1997. 4 建帛社
その他 高齢者とビタミン（講演録翻訳） 2006. 6

  糖類
誌名等 発行年月 注文先

国際会議講演録 国際シンポジウム 糖質と健康
（ILSI Japan20 周年記念国際シンポジウム講演録・日本語版）

2003.12 建帛社

国際会議講演録 Nutrition Reviews –International Symposium on Glycemic Carbohydrate 
and Health（ILSI Japan20 周年記念国際シンポジウム講演録）

2003. 5

ILSI Japan Report Series 食品の血糖応答性簡易評価法（GR 法）の開発に関する基礎調査報告書 2005. 2
ILSI ヨーロッパモノグラフシリーズ 炭水化物：栄養と健康 2004.12
ILSI 砂糖モノグラフシリーズ 糖と栄養・健康―新しい知見の評価（翻訳） 1998. 3
ILSI 砂糖モノグラフシリーズ 甘味―生物学的、行動学的、社会的観点（翻訳） 1998. 3
ILSI 砂糖モノグラフシリーズ う触予防戦略（翻訳） 1998. 3
ILSI 砂糖モノグラフシリーズ 栄養疫学―可能性と限界（翻訳） 1998. 3
その他 糖類の栄養・健康上の諸問題 1999. 3

  機能性食品
誌名等 発行年月 注文先

研究部会報告書 日本における機能性食品の現状と課題 1998. 7
研究部会報告書 機能性食品の健康表示―科学的根拠と制度に関する提言― 1999.12
研究部会報告書 上記英訳 “Health Claim on Functional Foods” 2000. 8
ILSI Japan Report Series 日本における機能性食品科学 2001. 8
ILSI Japan Report Series 機能性食品科学とヘルスクレーム 2004. 1

  CHP
誌名等 発行年月 注文先

TAKE10!® 「いつまでも元気」に過ごすための運動・栄養プログラム「TAKE10!®」
冊子第 4 版

2011. 9

TAKE10!® 高齢期における介護予防のための運動・栄養プログラム「TAKE10!®」
の かんたんごはん

2008. 2

TAKE10!® 高齢期における介護予防のための運動・栄養プログラム「TAKE10!®」
の かんたんごはん 2

2008. 2

TAKE10!® 高齢期における介護予防のための運動・栄養プログラム「TAKE10!®」
の かんたんごはん 2 冊セット

2008. 2
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TAKE10!® 高齢期における介護予防のための運動・栄養プログラム「TAKE10!®」
DVD 基礎編

2007. 4

TAKE10!® 高齢期における介護予防のための運動・栄養プログラム「TAKE10!®」
DVD 応用編

2009. 4

TAKE10!® 高齢期における介護予防のための運動・栄養プログラム「TAKE10!®」
DVD 基礎編＋応用編（2 枚組）

2009. 4
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先日、十数年ぶりにロシアを訪れた。通常、オランダで開催されてきたコーデックス食品汚染物質会議（CCCF）

が、コーデックス会議としては初めてロシアで開催されたためである。会議内容の詳細は後号にページを頂くとし

て、ここではその会議の雰囲気について紹介したい。

ロシアの代表として Opening Remarks をはじめ数名が壇上に上がったが、その際、ロシアが WTO メンバー

であり、その責任を果たすべきであることを強調していた。私自身、注目していなかったのであるが、ロシアは

2012 年 8 月 22 日に WTO への正式加盟が終了した。ご存知のように WTO／SPS（衛生植物検疫措置）協定で考

慮される食品規格がコーデックス規格であることから、コーデックスへの参加、開催に注力してきたと考えられ

る。私はこれまで十数回コーデックス会議に出席する機会があったが、ロシアの存在に気付くことはなかった。昨

年の CCCF 会議で次の開催地がロシアであることを聞き、驚いた覚えがある。調べたところ、ロシアは 2011 年後

半から主なコーデックス会議に積極的に参加するようになってきた。

コーデックス会議では、これまでしばしば米国と欧州各国とのせめぎ合いがあり、最近ではアフリカ諸国が意見

調整を行うなどの動きが見られてきた。大国ロシアが加わることになり、今後さらに活発な議論が予想される。た

だし、今回、ある議題で、米国とロシアが留保を示し、そのサンプリング計画案に欧州が懸念を示しながら、全体

的合意となった議題があった。もちろん議長の手腕によるものであるが、コーデックス会議では、いわゆる『大国』

は存在しないことの現れと言える。

（RJ）
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